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第 ２ 回 

資源管理方針に関する検討会 

（スケトウダラ全系群及びズワイガニ オホーツク海南部・北海道西部系群） 

 

 

日 時：令和２年 11 月 10 日（火）～11 月 11 日（水） 

場 所：北海道パークホテル 

 

 

議 事 次 第 

 

 

【11 月 10 日(火)】 

１．開 会 

 

２．主催者挨拶 

 

３．議 事 

 (１)資源評価の更新内容      ≪(国研)水産研究・教育機構≫ 

 (２)第１回検討会の宿題への回答  ≪(国研)水産研究・教育機構≫ 

 (３)漁獲シナリオの検討について  ≪水産庁≫ 

 

 

【11 月 11 日(水)】 

 ※１日目の総括 

 (３)漁獲シナリオ案について(続き) ≪水産庁≫ 

                  昼食休憩 

 (３)漁獲シナリオ案        ≪水産庁≫ 

 (４)まとめ            ≪水産庁≫ 

 

４．閉 会 
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【11 月 10 日(火)】 

 

１．開 会 

○水産庁(晝間氏) それでは、定刻となりましたので始めさせていただきます。 

 ただいまから、スケトウダラ全系群及びズワイガニ北海道西部系群・オホーツク海南部

系群に関する資源管理方針に関する検討会の第２回を開会いたします。 

 私は、本検討会の司会を務めます水産庁管理調整課の晝間と申します。よろしくお願い

いたします。 

 開会に当たりまして、いくつか私のほうから御案内をさせていただきます。 

 本日は、会場に多くの方にお越しいただいておりますが、スカイプを通じたウェブ参加

の出席者の方々もいらっしゃいます。機材の不具合等起こることもあるかもしれません

が、最大限対応してまいりますので、議事の運営に御協力をいただきますようお願いしま

す。 

 また、会場の皆様にお願いになりますけれども、発言される際、ウェブで参加されてい

る方に発言が聞こえるように、必ずマイクを通じて御発言をいただくようにお願いいたし

ます。 

 また、ウェブで参加されている方々におかれましては、発言を希望される場合には、ス

カイプのチャット機能のほうで発言を希望される旨お知らせください。その上でこちらよ

り指名をいたしますので、その際、御所属とお名前を述べられてから御発言いただくよう

にお願いいたします。 

 本日の検討会の議事概要、議事録は、後日、水産庁のホームページ上に掲載させていた

だくことになりますので、御承知おきください。 

 なお、報道関係者の皆様におかれましては、カメラ撮影は冒頭の説明までとさせていた

だきますので、御承知おきください。 

 続きまして、お手元の資料の確認をさせていただきます。 

 机の上に資料が置いてあったと思うのですけれども、資料１の議事次第から資料５の漁

獲シナリオの検討まで、５種類の資料をお配りしております。１、２、３といって、４番

の資料は４－１から４－６までございまして、最後に資料の５がございます。こちらの資

料の５なのですけれども、資料５の１７ページにちょっと数字の誤りがあった分がござい

ましたので、別途の１枚紙で、資料５のｐ.１７差替版という１枚を別途置かせていただ

いておりますので、１７ページを御覧になるときには、この差替版を御覧いただくように

お願いいたします。 

 不足がある方は、近くの水産庁の職員にお知らせください。 

 続いて、主催者側の出席者を御紹介させていただきます。 

 水産庁次長の神谷でございます。 

○水産庁(神谷氏) 神谷です。よろしくお願いいたします。 
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○水産庁(晝間氏) 資源管理推進室長の魚谷でございます。 

○水産庁(魚谷氏) 魚谷です。よろしくお願いします。 

○水産庁(晝間氏) 漁場資源課課長補佐の上田でございます。 

○水産庁(上田氏) 上田です。よろしくお願いいたします。 

○水産庁(晝間氏) 続きまして、水産研究・教育機構 水産資源研究所 水産資源研究セン

ター 底魚資源部から森部長です。 

○水産研究・教育機構(森氏) 森です。よろしくお願いいたします。 

○水産庁(晝間氏) 塚本副部長です。 

○水産研究・教育機構(塚本氏) 塚本です。よろしくお願いします。 

○水産庁(晝間氏) このほか、御専門の方々にお越しいただいております。 

 

２．主催者挨拶 

○水産庁(晝間氏) 続いて、開会に当たりまして、次長の神谷から一言御挨拶を申し上げ

ます。 

○水産庁(神谷氏) どうも、神谷です。今日はコロナの中、お集まりいただきましてあり

がとうございます。 

 御承知のように、今年の１２月１日に新しい漁業法が施行されます。それに向けまし

て、国もいろいろな準備を整えているところですが、その中で、今日、議論していただく

魚種というのは、全てＴＡＣ魚種でございます。ですから、来年の施行に向けていろいろ

進めているわけなのですが、特に今回は、８月に議論しましたときにいろいろ出されまし

た宿題、さらには資源評価のアップデートしたものも提供の上、いろいろな議論を進めさ

せていただきたいと思っておりますが、ただ、こういうコロナの情勢というところがあり

ますので、我々としてもできるだけ進めたいとは思っておりますが、こういう中でどのよ

うに取り計らったらいいのかというのも、今日また会議を見ながら、さらに御相談させて

いただきながら進めたいと思っております。 

 いずれにいたしましても、来年のＴＡＣの導入の際には、皆様が納得いく管理、ＴＡＣ

の設定になるように、今日、真摯に御議論いただければと思います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

○水産庁(晝間氏) ありがとうございました。 

 本日の検討会では、出席者の皆様から活発な御議論をお願いしたいと思うところと、ま

た、皆様の御意見を取りまとめながら進めていくためにということで進行役を設けること

といたしまして、次長の神谷がその役を務めることとさせていただきたいと思います。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○水産庁(神谷氏) それでは、今から議事進行に入らせていただきます。 

 最初に、今回の検討会の進め方でございますが、当初申しましたように、全てＴＡＣ魚

種ではございますが、特に皆様に関心が高いのはスケトウダラの日本海系群と太平洋系群
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ということでございます。そういうことから、逆に言いますと、それ以外の魚種につきま

してはできるだけ早く議論を済ませて、残りの時間をスケトウダラの太平洋系群と日本海

系群について議論に充てたいと考えております。 

 そのような意味から、今回の進め方といたしましては、まずズワイガニの北海道西部系

群とオホーツク海南部系群、スケトウダラのオホーツク海南部と根室海峡の系群の資源評

価の更新結果と漁獲シナリオの検討について説明し、それぞれ質疑応答を行います。その

後、休憩を挟みまして、前回の検討会でいろいろ意見をいただいたスケトウダラ太平洋系

群と日本海北部系群について、資源評価の更新結果、第１回検討会での指摘事項への検討

結果、漁獲シナリオの検討について説明し、時間の許す範囲で質疑応答を行いたいと思い

ます。 

 ここまでが今日やりたいと考えておりますが、明日は１０時から始めまして、スケトウ

ダラ太平洋系群の資源評価の更新結果、それと第１回検討会での指摘事項への検討結果に

ついて、再度、要点を説明した上で、漁獲シナリオの検討の説明と質疑応答を続いて行い

たいと考えます。その後、スケトウダラ日本海系群も同様に、資源評価の更新結果、第１

回検討会での指摘事項への検討結果について説明し、漁獲シナリオの検について説明と質

疑を行いたいと考えております。 

 ただ、このような状況で、関係する全ての方が出席したわけではございませんので、今

回の結果をもって、その後どうするかというところについても、また、最後に御相談させ

ていただければと考えております。 

 本検討会の進め方は、以上のように考えております。 

 

３．議 事 

○水産庁(神谷氏) よろしければ、早々議事に入らせていただきます。 

 まず、ズワイガニの北海道西部系群について、水産研究・教育機構の森部長から資源評

価の更新結果の説明をお願いいたします。 

○水産研究・教育機構(森氏) 水産研究・教育機構 水産資源研究センターの森でござい

ます。 

 それでは、本日、私のほうから全部の魚種について御説明さしあげます。また、質疑に

おいて、専門的な知見が必要になった場合は、本日、各担当もここに来ておりますので、

それらから発言させていただくことになります。 

 コンピューターの操作がございますので、着席しての説明を御容赦ください。 

 まず、お手元の資料４－１になります。北海道西部系群についてです。 

 今回の内容は、本年度９月に行いました令和２年度の資源評価結果、これに基づいて、

前回提出した資料を更新しておりますので、それをまず御説明いたします。その後で、前

回も御説明いたしましたが、新しい資源管理目標等を導入した新たな資源評価に基づくズ

ワイガニ北海道西部系群の漁獲管理規則等の提案についてということで御説明さしあげま
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す。 

 まず、分布でございます。 

 この北海道西部系群というのは、北海道の西側、日本海、各海山を中心としたところで

分布しているものを対象としております。大体、水深４００メーター前後というふうに報

告が上がっております。 

 抱卵した雌ガニや小型個体というのが見られますので、ズワイガニが本海域で再生産し

ている可能性は高いのですけれども、隣接海域の関係性、例えばオホーツク海とか日本海

の南部については、詳細は分かっておりません。 

 移動・回遊、要は、この海山でそれぞれ漁獲はあるのですけれども、海山間の移動とか

隣接について、詳細は分からない。漁場は、忍路海山、ここですね。積丹海山群、そして

武蔵堆斜面域周辺ということで、黄色で色をつけた部分で漁獲されております。 

 まず、漁獲量の水位でございます。 

 前回に比べて、２０１９年のデータが入っています。漁期については、７月から翌年の

６月でございます。この海域、実は長期には非常に漁獲が安定しておりまして、近年は減

少傾向にあるというのが特徴でございます。 

 本海域は、知事許可漁業であります「ずわいがにかご漁業」が主体になっておりまし

て、一部刺し網でも獲られております。ただ、この漁業は、ベニズワイガニ漁場への途中

で操業する、まさに補完的な漁業という形で操業が営まれております。 

 １９８６年、データがある一番古いのが８５トンという漁獲があるのですけれども、そ

の後、比較的４０トンを下回るぐらいで推移して、２０００年後半から徐々に下がってき

て、２００９年が１９トンです。若干増加するのですけれども、２０１８年は１５トン、

２０１９年は過去最低の１１トンまで減少しております。特に近年は漁獲量が低水準なの

ですけれども、これは後で示しますが、漁獲努力量の減少というのが主因になっておりま

す。 

 漁獲量では、なかなか資源の状態を示すことは難しいということで、資源量指標値とい

うことで、かにかご漁業をこの海域でやっている主力がかにかごですので、その漁業のＣ

ＰＵＥを用いた資源評価というのを以前実施しておりました。それぞれ過去は、３海山と

もに分けて出していたのですけれども、今回の報告からＣＰＵＥを一括して取り扱う形で

算出した標準化ＣＰＵＥというものを用いております。 

 これがその推移でございますけれども、１９８０年代末から１９９０年代後半にかけて

ちょっと低下するのですけれども、その後は上昇して、近年は比較的高い水準を維持して

おります。 

 こちらが、漁獲量減少の主因であります漁獲努力量の推移でございます。 

 漁獲努力量、かご数なのですけれども、１９８６年から１９９０年まで、このあたりで

ございますが、２万６,０００かごから１万１,０００かごに、半分以下に急減しておりま

す。１９９０年代後半は１万８,０００かごまで少し増加するのですけれども、その後９,
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０００かごから少し減少して１万５,０００かごでの推移と。 

 大きく変わるのが、ここの２００９年ぐらいからになります。６,０００かごから８,０

００かごに大きく減少しまして、さらに２０１７年から１９年には、荒天の影響もありま

して３,０００かごから５,０００かごへとさらに減少しております。 

 このように、２００９年から２０１９年の漁獲量の減少というものは、やはり漁獲努力

量の減少というのが大きな主因と我々は判断しております。 

 この海域なのですけれども、管理規則というものの提案について、いろいろ検討した結

果、まず当該水域の漁獲主体であります北海道知事許可漁業であるずわいがにかご漁業と

いうものは、独立した漁業ではありません。実は隣接水域、同水域と書いてありますけれ

ども、少し沖合のべにずわいがにかご漁業とセットで許可されている漁業で、これらの許

可隻数が３隻と規定されております。 

 漁期や漁獲物の体長・性別制限のほか、設置できる漁具総量についても６連以内及び

１,０００個以内とされ、これも実はべにずわいがにかご漁業とシェア。ですから全てを

ズワイガニに振り分けるというような形にはなっておりません。 

 北海道日本海側におけるベニズワイの漁獲量なのですけれども、平成２１年以降、ある

統計で見ますと、１,６７５トンから３,６１５トンということで、実質的にここの漁獲の

主体、何せズワイガニが１５トン以下でございますから、このベニズワイガニが主体に

なっておりまして、ズワイガニ漁獲というものは極めて小規模で付随的なものに過ぎない

というというのが、これまでの整理で我々が整理したことになります。 

 本資源のＡＢＣというものは、平成１９年度以降、４３トンで固定した値が提案されて

おります。実漁獲量がこの値を上回ったこともありません。また、現状の漁獲努力量がや

はり上にあるような規定がございますので、増大する懸念は少なく、及び近年の資源状況

も大きな変化というものは認められておりません。 

 このようなこともありまして、漁獲管理規則及びＡＢＣ算定の基本方針に従い計算され

る管理基準値案に基づく漁獲管理規則の提案は、困難と判断いたしました。 

 漁獲管理としては、漁獲努力量が大きく抑制され、今後も増大の懸念が少ないことか

ら、また、現状の資源状況も良好な状態にあり、大きな変化は認められないということも

ありまして、平成１９年から用いている４３トン以下での漁獲を提案させていただきま

す。 

 以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 では、資源評価に続きまして、管理のほうを魚谷室長から説明願います。 

○水産庁(魚谷氏) 水産庁の魚谷でございます。それでは、座って説明をさせていただき

ます。 

 資料５の漁獲シナリオの検討についてというものを御覧ください。 

 ズワイガニの北海道西部ということで、まず、５ページでございます。 
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 先ほど森部長のほうから御説明があったとおりでございまして、現状でＭＳＹなりＭＳ

Ｙベースの目標、管理基準値、あるいは原価管理基準値というものは計算ができないとい

うことで、これは前回も御説明しましたけれども、その他目標となる値というものを定め

て管理をしていこうということでございます。 

 続きまして、管理のほうに行きますと、さらに飛んでいただいて７ページになります。 

 これも繰り返しになりますが、その他目標となる値を定めて管理をしていこうというこ

とで、資源評価については、ＣＰＵＥといった指標値で行うと。シナリオはこの検討会で

検討するということでございます。先ほど、管理のための科学的助言もいただいておりま

すので、それも考慮して目標なりシナリオを定めるということでございます。 

 続きまして、スケジュールでございます。 

 資料でいいますと、１０ページ、１１ページにズワイガニの管理に向けたスケジュール

が書いてございます。 

 １１ページを見ていただくと、時系列で並べた表がございます。 

 今回は１１月ということで、この検討会、第２回目の会議ということです。この会議で

どこまで方針が固まるかというところもございますが、この１２月１日に改正漁業法が施

行されて、年明け３月頃からパブリック・コメント手続、あと水政資源の諮問・答申とい

うところを経て、漁獲目標、あるいはシナリオ、そして初年度のＴＡＣというのを決める

と。７月から新しい管理に移行するということ。そういう予定でございます。 

 続きまして、シナリオの中身のほうに移ります。２５ページになります。 

 ここで、今後検討すべき事項ということで、ズワイガニ北海道西部が上に項目が載って

ございますが、中身としては、次の２６ページにございますズワイガニ北海道西部につい

ては、この漁獲がベニズワイの漁獲に付随したものということで、現状の努力量が増大す

る懸念は少ないということ。 

 管理に関する科学的な助言としては、漁獲上限４３トンの継続を提案すると、平成１９

年以来同じ内容になっているということでございます。 

 このＴＡＣの設定に当たっては、この助言を踏まえて、その他目標となる値とともにＴ

ＡＣの具体的な数値も検討するということでございます。 

 従来については、１９９７年度以降の最大漁獲量、シナリオで算定されたＡＢＣを基に

ＴＡＣは設定されてきているということでございます。 

 次のページ、これも、先ほど森部長から隣接する海域の話が出ましたけれども、ズワイ

ガニ日本海系群についてはＡ海域、Ｂ海域、本州のほうでございまして、そちらについて

も同一系群ということで、評価なりＡＢＣの算定を見直す時期に来ているのではないかと

いうことがございます。 

 こちらの日本海系群と北海道西部系群の関係については、確定的なことは言えないとい

うことで、将来的に系群を明らかにすべく調査を進めると。これは将来に向けた課題とい

うことで言及させていただきます。 
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 続きまして、ズワイガニ北海道西部の系群の漁獲シナリオの提案ということでございま

す。 

 まず、その他目標となる値ですけれども、科学的な助言も踏まえまして、資源量指標値

（かにかご漁業による標準化のＣＰＵＥ）を用いるということで、その値を１.０付近と

いうことで設定をしてはどうかというのが目標に関する御提案でございます。 

 ＴＡＣのほうに移りますけれども、こちらについては、漁獲努力量は大きく抑制され、

今後も増大の懸念がないと、資源の状況も良好な状況にあり、大きな変化は見られないと

いうことで、平成１９年度から用いている４３トン以下での漁獲というのが科学的助言と

いうことになっているということで、当面の間はこの数字を基にＴＡＣを設定するという

ことにして、２０２１年漁期のＴＡＣについては、前年漁期と同量の４３トンということ

にしてはどうかということで提案をさせていただきます。 

 目標との関係ですけれども、この目標の資源量指標値で１.０付近というものの達成状

況は、毎年資源評価が行われますので、それで状況を見て、それを踏まえて、必要があれ

ば見直しを行うということで考えております。 

 私からの説明については、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 この件、水研機構からの科学的アドバイスは、ＴＡＣは４３トン以下ということで、そ

れを受けまして、水産庁のほうでは、今説明がありましたように、ＣＰＵＥが１.０付近

のシナリオで、２０２１年のＴＡＣは４３トンでございますが、これについて質疑ありま

したら、よろしくお願いいたします。 

 よろしいですか。 

 ないようですので、一応ズワイガニの系群につきましては、これでいくということで、

次の魚種の議論のほうに進めさせていただきます。 

 では次に、森部長よろしくお願いします。 

○水産研究・教育機構(森氏) 次は、資料４－２になります。ズワイガニオホーツク海南

部について御説明いたします。 

 内容は、令和２年度の資源評価結果、そして資源管理目標等導入した新たな資源評価に

ついて、そして管理規則の提案という三つの項目になっております。 

 まず、この海域について、この海域に分布するズワイガニでございますが、ここに樺太

がございまして、北海道でございます。この北海道のオホーツク海側からサハリン東岸の

大陸棚及び大陸棚斜面に連続的に分布しております。分布水深は１００から３００メー

ターと若干日本海よりも浅くなっております。 

 重要なのは、産卵場でございます。現時点では、こちらの海域の状況というのは分かり

ません。分かっているのは日本水域で、北見大和堆の水深１５０から２００メーターの海

域というのでは産卵はどうもあるようなのですけれども、その他の産卵場については、よ

く分からないという状況でございます。産卵期は５月から６月。 
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 移動・回遊なのですけれども、どうも北の海域から南の海域のほうに移動してきている

可能性というのは非常に高い、季節的に移動しているという情報というか、そのような可

能性は高いと言われているのですけれども、何せこちらの海域の調査ができませんので、

詳細が分からない状況でございます。 

 まず、漁獲量の推移でございます。 

 昨年、前回示した資料と、ここの２０１９年が全て追加になっております。 

 漁期は、先ほどと同じ７月から翌年の６月。 

 この海域の漁獲の大部分は、今度、沖底になります。オッタートロールによります。漁

獲量の増減なのですけれども、実はこの海域、オッタートロールの主力でありますスケト

ウダラの漁獲とか、あとはズワイガニの単価、非常に単価がよければ獲るのですけれど

も、安ければ獲らないという二つの影響を受けていて、少なくともズワイガニが主という

形ではないということです。 

 漁獲量については、１９９２年に５,４２８トンに達したのですけれども、この時期は

この海域におけるズワイガニの開発時期で、皆さん一生懸命獲られたのです。その後、急

激に減少して、２０１１年漁期は６０トンと非常に減りました。２０１５、２０１６年に

９０５、８８５トンに回復し、２０１８年も８００トンあったのですけれども、２０１９

年は２３７トンに減少しております。 

 この２０１５から２０１８年に関していうと、ズワイガニ狙いの操業が増えたことに

よって漁獲が多かったと。逆に２００７年から２０１７年、ちょうどこのあたりですけれ

ども、このあたりはスケトウダラが豊漁であったということで、スケトウを狙いに行く

か、ズワイを狙いに行くかということで、漁獲量が動く海域であるということが、まず重

要な点としてあります。 

 なかなか漁獲状況で資源の全体をはかるというのが難しいので、我々は、この海域では

調査船を用いた現存量の把握をする調査というのを行っております。それを資源量指標値

として用いています。 

 トロールでズワイガニを獲っているのですけれども、この海域、ここが北海道でこちら

が海ですけれども、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＥとＦとＧで、海域を特にＧは使わないので、Ａか

らＥまで５ブロック分けて、それぞれ網を引いて現存量を把握すると。あくまで日本水域

しか分からないというのが、どうしてもこの評価の弱点になっております。 

 資源量指標値の推移でございます。 

 先ほどの調査から得られたズワイガニの豊度なのですけれども、今回ここでお示しする

のは漁獲対象である甲幅９０ミリ以上の雄を分布密度で出しております。資源量指標値は

２００３年の３１０キロから増減を繰り返しながら少し減ってきて、最後２０１７年５キ

ロと非常に少なくなったのですけれども、２０１８年は４３キロに増加して、２０１９年

も５２キロにやや増えたという結果になっております。 

 この海域の漁獲努力はどうだったかということなのですけれども、ここではズワイガニ
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の有漁網数、要は全ての網数ではなくて、特にズワイガニが入ったものを努力量としてカ

ウントします。沖底、オッタートロールとかけまわしがあるのですけれども、やはり漁獲

開発当初の１９９３年に最多となって、オッタートロールで６,０３３網、かけまわしで

９,６６７網になっています。青がオッターで、赤点がかけまわしでございます。２０１

１年にかけてちょっと減少していって、２０１１年オッタートロールで２９１網、ですか

ら６,０００網から２９１網、かけまわしだと９,６００網が９０網ということで、大きく

減っております。 

 ２０１５年以降は、少し増加傾向になりましたけれども、２０１９年直近ですがオッ

タートロールで９０１網、かけまわしで２７４網ということで、やはり前年よりも減少し

ていると。 

 漁獲努力量の変動というのは非常に大きいのですけれども、やはりこれはズワイガニに

対する狙いの強度が変化することが主因というふうに我々は判断しております。 

 こういう状況で、漁獲管理規則の提案ということになるのですが、まず本資源は、ロシ

ア水域と日本水域に連続的にまたがって分布し、両水域間で季節移動している可能性が高

い、またがり資源である。 

 ロシア水域での漁獲量というのは、平均して数千トンを超えると推測される一方で、分

布域の南端部分における日本漁船による直近５年間の平均漁獲量は２３７から９０５トン

の中にありまして、それほど多くはありません。 

 日本水域における漁獲は、毎年変化するロシア水域等からの来遊にも左右されるととも

に、スケトウダラなど漁獲状況にも影響を受けており、日本水域で得られる情報からは資

源全体への漁獲圧や資源量などを定量的に評価することは困難と考えております。 

 まとめますと、漁獲管理規則及びＡＢＣ算定のための基本指針に基づいていろいろと計

算することになるのですが、これに従って計算される管理基準値案に基づく漁獲管理規則

の提案は困難であると。本資源は、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理することが

重要であるというふうに考えます。 

 資源管理方針に関する検討のための代替値ということで、やはり何か検討する上で代替

的なものは何かということで、ここでは代替値ということで示させていただきます。 

 先ほど、調査で示しました資源量指標値の推移を来遊量の指標と考えて資源量指標値に

累積正規分布というのを適用して、要は、この大きな変動の中で平均的な水準というのを

出すための手法の一つでございますが、平均的な水準、過去最低値というものを評価の基

準に朝得ることを提案いたします。 

 平均水準を見ますと、資源量指標値の５０％ということで大体１３０キロ、近年はそれ

をちょっと下回っている。過去最低値というのは、ここにあります５キロということで、

これが過去最低で、２０１９年漁期の資源量指標値は平均水準を下回るが、過去最低値は

上回るという状況でございます。 

 説明は、以上でございます。 
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○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 では、管理のほうを魚谷室長よろしくお願いします。 

○水産庁(魚谷氏) また、資料５を御覧ください。 

 まず、資源評価、結果のおさらいですけれども、資料４ページにまたがり資源をまとめ

て考え方が書いてございます。 

 またがり資源については、分布の主体が外国水域ということで、我が国水域の資源量と

いうのは資源全体の豊度、あるいは分布の拡大等の状況次第ということです。これで我が

国の水域内のみを対象とした定量的な目標値、基準値の算定は困難ということでございま

すので、こちらについても先ほどのズワイガニ北海道西部と同様に、その他の目標となる

値を定めていくということでございます。 

 続きまして、７ページに飛んでいただくと、こちらも先ほどと同じで、繰り返しになり

ますので、説明は省略をいたします。 

 あと、スケジュールについても、先ほどズワイガニのスケジュールを御説明しましたの

で、飛んでいただいて、２５ページのほうに今後検討すべき項目が書かれております。 

 ズワイガニオホーツク海南部ということで、中身については、さらに飛んで２９ページ

になります。 

 ズワイガニオホーツク海南部ということで、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理

することが重要というのが科学的な助言でございます。このため、ＴＡＣの設定に当たっ

て、この助言を踏まえて、その他の目標となる値、あとＴＡＣの数字を検討するというこ

とです。従来としては、系群全体の資源状況が良好な場合に対応できる数量ということ

で、近年の最大漁獲量を基にＴＡＣを設定してきております。 

 あと、この右下の図、資源量指標値（ＣＰＵＥ）となってございますが、ＣＰＵＥでは

なくて、先ほど説明あったように、調査船調査における甲幅数９０ミリ以上の雄の分布密

度が指標値になっておりますので、この括弧書きの中のＣＰＵＥは間違っておりますので

訂正いただければと思います。 

 続きまして、最後、３０ページにシナリオの提案ということで書いてございます。 

 この科学的な助言を踏まえて、今御説明をしました調査船による調査の結果として、分

布密度の推定値を使ってその他目標となる値を定めるということで、その値を２０１７

年、これは過去の最低値ということですけれども、その数字は維持しましょうということ

で、この値である１平方キロ当たり５キロということとしてはどうかというのが、その他

目標となる値に関する御提案でございます。 

 それと、シナリオというか、ＴＡＣの数量を決める考え方でございますが、こちらにつ

いては、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理することが重要というのが科学的な助

言でございます。 

 ということで、当面の間は、系群全体の資源状況が良好な場合に対応できる数量、これ

までと同様の考え方でございますが、ということで、近年の最大漁獲量、漁獲実績を基に
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ＴＡＣを設定ということで、２０２１年漁期のＴＡＣについては、前年漁期と同量の１,

０００トンとすることを提案すると。 

 ここに（Ｐ）と書いてありますのは、ペンディングという意味でございまして、現時点

では、この前漁期と同量の１,０００トンということですが、今漁期、今後漁獲が伸び

て、仮に期中改定し、さらに実績が積み上がるということであれば、それと等量というこ

とも可能性としてはあるということで、ペンディングではございますけれども、現時点で

は１,０００トンということを考えております。 

 最後のポツですけれども、こちらについても、先ほどと同じように目標値をその他の目

標となる値を定めますので、その達成状況等を踏まえて、必要があれば見直しを行うこと

とするということにしたいと考えております。 

 説明は、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 そうしますと、これは、資源量の指標値というのを雄の分布密度で平米当たり５キログ

ラムとするというのと、２０２１年のＴＡＣは１,０００トン仮置きということでござい

ますが、これに対して何か意見、質問ございますでしょうか。どうぞ。 

○参加者 前回の会議でも指摘をさせていただいたのですが、管理方針等々に納得しない

ということではなくて、この資源の流れに関して、やはり２０００年代の後半から日本の

ＥＥＺで、ロシア人が乗船したＦＯＣ船によって資源が痛めつけられて、なおかつ我々そ

の資源にアクセスしたかったのだけれども、できなかったというか、違法漁具で埋まって

いてアクセスできなくて、ＩＵＵ漁業協定が発効し、そして違法漁具の引き揚げがあっ

て、ようやく漁場が回復傾向にあるというのが先ほどのグラフだったと思うのですが、前

回の会議で、漁業調整事務所と話し合われて、何らかの痕跡の記録を残しますというふう

に御返答いただいたように記憶しているのですが、この点についていかがでしょうか。 

○水産庁(神谷氏) 森さん。 

○水産研究・教育機構(森氏) 評価報告書への記載ということになろうかと思いますの

で、今ちょっと担当に代わりますので、詳しく説明いたします。 

○水産研究・教育機構(濱津氏) 担当の濱津です。 

 １回目のステークホルダー会議で御指摘を受けて、その件は、こちらとしてもそうだろ

うと思って情報収集を別にして、評価表に書き込める情報だと考えますので、その結果、

評価報告書の修正版の中には漁獲量の推移の中に書き込んであります。 

 ちょっと参考までに読み上げますと、「２０１５年漁期以降の漁獲量の増加は、水産庁

による漁業取締りや違法漁具の押収等でズワイガニ漁場が広く使えるようになり、沖底に

よるズワイガニ狙いの操業が増えたことが一因と考えられる」と追加させていただきまし

た。 

○参加者 ありがとうございました。 

○水産庁(神谷氏) そのほか、ありますか。 
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 ないようでしたら、ズワイガニのオホーツク海南部の資源については、この提案で進め

させていただきます。 

 では、続いて、スケトウダラの根室海峡系群をお願いいたします。 

○水産研究・教育機構(森氏) お手元の資料４－３になります。 

 芽室海峡のスケトウダラになります。 

 この海域、まず内容につきましては、先ほどと同じ３点、令和２年度の資源評価結果、

資源管理目標等を導入した新たな資源評価について、そして、スケトウダラ根室海峡の資

源管理規則等の提案についてになります。 

 まず、スケトウダラ根室海峡の分布・回遊状況でございますが、根室海峡の狭い知床と

国後島に挟まれた、この海峡を指しております。特にこの周辺にはオホーツク海南部、太

平洋系群という大きな集団があって、その間に少し重なるようにいる分布、エリアという

ことになります。しかも、この海域は、特徴としては産卵のために冬季に根室海峡へ来遊

する群れが主体で、産卵期以外は主におそらくオホーツク海南西部に分布していると考え

られるのですけれども、ちょっとその状況が分からない、またがり資源と認識しておりま

す。 

 産卵場については、産卵に来るということで、ここに存在するのですけれども、四島周

辺にも産卵場はあると言われておりますが、その関係性も含めて、詳細は分からないとい

うことになっています。産卵期は１月から４月、冬の時期に産卵しているということにな

ります。 

 まず、漁獲量の推移でございます。 

 この海域、漁獲量の大半は刺し網がメインで、それとはえ縄があります。漁期は４月か

ら翌年３月ですけれども、従来は冬場が多かった海域になります。 

 総漁獲量は、１９８０年代に６万７,０００トンから１１万１,０００トン、あの狭い海

域で１０万トンぐらい揚げるという非常にいい漁場だったのですけれども、１９８９年漁

期のピークを境にして、本当に急激に減少いたしました。 

 ２０００年漁期に１万トンというのを下回るのですけれども、その後、緩やかに増加し

て、２０１１年漁期には１万９,０００トンにはなったのですが、また２０１２年以降再

び減少しております。 

 ２０１９年漁期は、過去最低に近い４,３００トンということです。 

 黄色が刺し網（専業船）による漁獲だったのですけれども、従前は専業船、スケトウ狙

いの船が主体だったのですが、近年は、その他刺し網のほうが多くなっているという形に

なっております。 

 この資源量指標値としては、漁獲主体でありますスケトウダラ刺し網漁業のＣＰＵＥを

用いております。 

 このＣＰＵＥは、やはり漁獲が多かった１９８９年の１０.８トン／隻日ですけれど

も、これを最高に、その後急激に減少しております。２０１６年漁期以降、ここの一段下
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がったところでございますけれども、１トン／隻日を下回っております。 

 ２０１９年漁期のＣＰＵＥは０.７１トン／隻日ということで、過去最低になってしま

いました。 

 漁獲努力量なのですけれども、この漁獲努力量はスケトウダラ刺し網の延べ出漁隻日数

と、あと、はえ縄も参考までに示しております。 

 スケトウダラの刺し網２００２年漁期までは、大きくこのように減少して、その後はほ

ぼ横ばいになっております。 

 ２０１９年漁期は、スケトウダラ刺し網では１,０９８隻日でほぼ前年並み、はえ縄も

もう下のほうをはってしまって分かりづらいのですけれども、１１７隻日でほぼ前年と同

数でございました。 

 スケトウダラ刺し網のほうは、２００２年漁期から資源減少に伴って漁獲を、経営をよ

くするために複数の経営体がグループを作って、代表の１隻が操業するブロック操業とい

うのを本格的に導入されたのですけれども、近年は漁獲が非常に低迷してなかなか苦戦し

ているという状況でございます。 

 本資源、漁獲管理規則の提案ということに移っていきますけれども、隣接水域にまた

がって分布し、日本漁船の操業水域には主に産卵のため生活史の一時期に来遊する群れと

して考えております。 

 この隣接水域内での本資源の再生産、要は、ほかの海域の産卵状況、あと加入、外国漁

船による漁獲状況というのは不明で、日本漁船の操業水域における情報のみではなかなか

漁獲圧や資源量などを定量的に評価することは難しいというふうに判断しております。 

 そのため、これまでの魚種と同様に、漁獲管理規則及びＡＢＣ算定のための基本指針に

従い計算される管理基準値案に基づく漁獲管理規則の提案というものは困難です。 

 本資源では、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理することが重要ですというふう

にさせていただきました。 

 先ほどと同じように、やはり資源管理のために代替値というものが必要であろうという

ことで、同じような形で提示しております。 

 資源量指標値、近年の漁獲主体であるスケトウダラ刺し網ＣＰＵＥを選択しております

が、これを資源の来遊量の指標と考えて、その資源量指標値に先ほどと同じように累積正

規分布を適用して算出された平均的な水準、それと過去最低値を評価の基準とすることを

提案いたします。 

 平均水準は、大体５０％水準で３.１４トン／隻日ということで、大きく減少したその

ときのピークぐらいです。 

 過去最低値というのは、資源量指標値の２０％水準、過去最大の大体２０％ぐらいが今

の最低値になりますけれども、０.７１トン／隻日ということで、２０１９年漁期に当た

ります。 

 先ほども言いましたけれども、この２０１９年漁期の資源量指標値は平均水準を下回



－ 16 －

り、過去最低値になってしまいました。 

 説明は、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) では、続いて関連のほうをお願いします。 

○水産庁(魚谷氏) また、資料５のほうをお願いします。 

 ページでは、資源評価のおさらいですけれども、まず４ページ。 

 これは、先ほどのズワイのオホーツク海南部と同じでございまして、またがり資源とい

うことで、考え方は先ほどと同じでございます。管理についても７ページですか、こちら

に書いてございますけれども、先ほどと同じでございますので、説明は省略いたします。 

 続きまして、スケトウダラのスケジュールでございます。 

 スライドでいうと８ページ、９ページにございます。 

 こちらズワイガニよりタイミング的に早いですので、若干御説明をいたしますと、１１

月現在やっている会議はここでございまして、系群によって、今回の会議でどこまで中身

が詰まるかということもございますけれども、必要があれば、１２月に第３回の次の会議

を開催するということでございまして、それに並行して、１２月からパブリック・コメン

トと続きを開始して、１月に水政審への諮問・答申という形で、４月からの次の漁期に間

に合うように、目標、シナリオ、あるいは初年度のＴＡＣを決めるという形で進めていき

たいと考えております。 

 目標、シナリオの具体的な御提案ですけれども、ページで言いますと、中身については

２３ページになるかと思います。 

 この資源は、またがりということで、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲を管理するこ

とが重要というのが科学的助言ということで、これはまたがり資源に共通する話でござい

ますけれども、それを踏まえて、目標となる値と数値を検討しますということですので、

従来は近年の最大実績をベースにＴＡＣを設定してきたということでございます。 

 次のページ、２５ページに行っていただいて、スケトウダラの根室海峡、下のほうです

けれども、この助言を踏まえて、当面の間はその他目標となる値としては資源量指標値、

近年の漁獲の主体であるスケトウダラ刺し網のＣＰＵＥを用いて、その他目標となる値を

定めるということにし、その値を２０１９年の指標値である０.７１トン／隻日と。これ

は過去最低の水準ということですけれども、これを下回らないように、あるいはこれ以上

維持するということで、その他目標となる値を０.７１トン／隻日としてはどうかという

御提案でございます。 

 ＴＡＣの設定の考え方は、またがりということで先ほどと同じでございまして、近年の

最大実績ということで、ＴＡＣを設定しましょうということで、初年度２０２１年漁期の

ＴＡＣは、前年漁期と同量の２万トンと。ここもペンディングと一応入れておりますけれ

ども、これを提案するということでございます。 

 あと、目標の達成状況、これは毎年の資源評価、結果を踏まえて、必要があれば見直し

を行うということを考えております。 
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 説明は、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 それでは、スケトウダラ根室海峡系群につきまして、質問等ございますでしょうか。 

 よろしいですか。 

 では、これについても今の水産庁側の提案で、今後の手続を進めさせていただきます。 

 それでは、スケトウダラのオホーツク海南部系群をお願いいたします。 

○水産研究・教育機構(森氏) またがり資源としては四つ目になりますが、スケトウダラ

オホーツク海南部、資料４－４になります。 

 内容については、先ほどと同じでございますので割愛させていただきます。 

 この海域、今度は、先ほど根室海峡の北側に分布する海域を大きな分布域にしておりま

すけれども、北海道のオホーツク海側からサハリン東岸に連続的に分布しております。過

去は、北のほうでの操業も我が国はできたのですけれども、いろいろな歴史的経緯がござ

いまして、近年はこちらが漁場となっております。 

 北見大和堆から宗谷沿岸及びテルペニア湾周辺というふうに産卵場は想定されているの

ですけれども、１９９０年代以降、特に北見大和堆周辺では、明確な産卵群というのは確

認されておらず、詳細が分からなくなっております。産卵期は過去の情報に基づきます

と、大体３月から５月。 

 移動・回遊なのですけれども、現在は日本水域において、これだけの規模の集団を維持

するだけの主産卵場というものが確認されておりません。恐らく、北部海域で発生し、成

長のために一時的に来遊した群れが漁獲の主体というふうに考えられております。 

 漁獲量の推移です。 

 この海域は、ロシア水域も含めて昔と近年で操業状況が異なりますので、単純に漁獲量

の推移が資源状況を表すというものではございませんが、漁獲状況ということで、ここで

まとめて御提示しております。 

 漁獲量の大部分は沖底です。かけまわしとオッタートロール。 

 漁獲量は、１９８０年代前半ですが、大体１５万トン前後で推移しているのですけれど

も、その当時ソ連、現ロシアですけれども、漁獲規制強化で１９８６年漁期に大きくまず

減少いたします。ここです。 

 １９９０年から２００９年漁期は、増減を繰り返しながら大体３万トン以下で推移して

おりました。 

 ２００６年漁期から増加傾向を示しましたが、２０１３年漁期以降はまた緩やかな減少

ということになっています。しかし、２０１８年漁期からまた再び増加して、２０１９年

漁期は５万６,０００トンということで、近年では最も高い水準にまで上がっておりま

す。 

 この海域の資源量全体を表す指標値というのはなかなか難しいので、日本水域の来遊し

てきた資源量の指標値ということになりますが、現在、我々が用いているのは、スケトウ



－ 18 －

ダラ狙い、かけまわしのＣＰＵＥというのを用いております。 

 有漁と違うのは、狙いというのは１日の総漁獲量に占めるスケトウダラの割合が５０％

以上の操業、やはり５０％以上スケトウダラを獲っているというのは、さすがに漁師の皆

さんも狙って獲っているだろうということで、このあたりは現場といろいろお話をさせて

いただきながら、決めた大まかな割合という形になります。 

 近年の漁獲主体であるかけまわしのＣＰＵＥなのですけれども、１９９６年から２００

５年漁期、ここからここですね。増減はあるものの、１.１から３.７トン／網の比較的低

い水準で推移しておりました。 

 ２００６年漁期から２０１２年漁期にかけて増加したのですが、２０１３年漁期以降、

少し減少傾向となりました。しかし、その後２０１８年、１９年と増加傾向に転じて、２

０１９年漁期、作漁期でございますけれども、８.５トン／網と近年の最大、１９９６年

以降の最大値となっております。 

 一方で、この海域の漁獲努力量はどのようになっているかというのを示したのがこちら

になります。 

 まず、ここの×ですね、これが許可隻数になります。かつては、許可隻数８０隻を超え

る多い船があったのですが、段階的に減船が行われまして、近年は非常に少なくなってお

ります。 

 それに伴って、例えばかけまわし１００トン以上の網数とか、かけまわしで、こちらが

今度計算したスケトウダラ狙いになりますが、過去に比べると大分網数も減っていると。

オッタートロールが△ですけれども、オッタートロールも大体１９８０年代は比較的多

かったのですけれども、１９９０年以降は横ばいぐらいになっております。 

 諸数値で見ると、まず、ここで重要なのは、○で示しているスケトウダラの狙いになり

ますけれども、スケトウダラ狙いの曳網数なのですが、２０００年から２０１４年漁期は

３,６００から６,３００網。２０１５年漁期に、これらちょっと増えるのですね。８,１

００網となりましたけれども、その後減少して、２０１９年漁期はこれよりはちょっと少

ないのですけれども、近年は少し増加傾向で７,７００網ということになっています。し

かしそれでも、過去に比べるとかなり低い水準で安定していると言えます。 

 本資源、これまで説明したほかの魚種系群と同様ですけれども、ロシア水域と日本水域

に連続的にまたがって分布し、現状で日本水域内に主産卵場の形成が確認されていないこ

とから、生活史の一時期に日本水域に来遊すると想定されます。 

 ロシア水域内での本資源の再生産や加入、漁獲状況に関する情報というのは非常に限定

的でございまして、既存の情報からは漁獲圧や資源量などを定量的に評価することが難し

い状況でございます。 

 よって、基本方針に従って計算される管理基準値案に基づく漁獲管理規則の提案という

のは困難である。 

 本資源は、これまで説明したほかの資源と同様に、来遊量の年変動に配慮しながら漁獲
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を管理することが重要です。 

 ここでも、代替値ということで、資源管理のための代替値というものを提案させていた

だいております。 

 こちらが、資源量の指標値、近年の漁獲主体であるかけまわしのＣＰＵＥというものを

用いておりますが、これを来遊量の指標と考えて資源量指標値に累積正規分布を適用して

算出された平均水準、それと過去最低値を評価の基準にすることを提案いたします。 

 平均水準ですと、大体３.４１トン／網ですから、近年ここよりも下がるというのはあ

まりない状況でございます。過去最低というのは、データがある１９９６、７年頃の１.

１４トン／網。直近の２０１９年漁期というのは、先ほども御説明したように、過去デー

タがある１９９６年以降の最大値ですので、平均水準を大きく上回っております。 

 説明は、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 管理のほうをお願いします。 

○水産庁(魚谷氏) また、資料５のほうでございます。 

 またがり資源ということで、基本的な評価、あるいは管理の基本的な考え方については

これまでと同様、あるいはスケジュールのほうも先ほどのスケトウのスケジュールと同様

ですので、直接中身のほうに行っていただいて、２４ページになります。 

 スケトウダラオホーツク海南部ということで、科学的な助言を踏まえて資源量指標値、

これは近年の漁獲の主体である沖合底引き、かけまわしのスケトウ狙いの操業ですね。こ

の操業のＣＰＵＥを用いて、その他目標となる値を定めるということにして、その値につ

いては、過去の平均水準である１網当たり３.１９トンとしてはどうかというのが御提案

でございます。 

 また、漁獲の仕方、初年度のＴＡＣの話ですけれども、これについて、考え方は先ほど

と同様、全体の資源状況が良好な場合に対応する数量ということで、近年の最大実績を基

にＴＡＣを設定するということで、初年度のＴＡＣについては平成３１年漁期の実績に基

づいて５万６,０００トンとするという御提案でございます。 

 この数字も、今漁期もし仮にこの数字よりこの後、漁獲が上がれば、それも踏まえてと

いうことになろうかと思いますけれども、現時点では平成３１年漁期の実績ということで

５万６,０００トンとしてはどうかというのが御提案でございます。 

 あと、目標の達成状況を踏まえて、必要に応じて見直しというのはこれまでのものと同

じ考え方でございます。 

 説明については、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 質問ございますか。コメント。どうぞ。 

○参加者 ありがとうございます。 

 今年のオホーツクの今の１０月末で一応締めましたら、約５万２,０００トンぐらいの
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償還まで。今年は６万５,０００トンぐらいまでＴＡＣの見直しをしていただいているの

で、あえてＰが入っていないので、ちょっと不安は不安なのですけれども、魚谷室長が

おっしゃったみたいに、今年も順調に水揚げが行っていて、夏場に結構獲れたということ

もあって、期中改定していただいているということなので、ぜひ今年の実績を見て、来年

の１月に予定されているとすれば、水政審の際に、また改めてデータを出したいと思いま

すけれども、よろしく対応方お願いしたいと思います。 

○水産庁(魚谷氏) 今漁期については、既に１回、期中改定で上げてございますけれど

も、今後の漁獲の状況を踏まえて、適切に対応していきたいと思っております。 

○水産庁(神谷氏) では次。 

○参加者 よろしくお願いします。 

 ただいまの説明ありました資源量指標値の過去平均水準３.１９とあるのですが、別の

資料４－４を見ると３.４１かなと思うのですけれども、まずどちらが正しいのかという

のが１点と、この指標値を下回った場合に何か数量を検討するという今後のお考えなのか

という点を教えてください。 

○水産庁(魚谷氏) まず、１点目ですけれども、こちら資料５の３.１９というのが間違

いでございまして、水研さんで出していただいた３.４１が正しいということでございま

す。 

 あと、目標の達成状況等踏まえ必要に応じて見直しとございます。こちらについては、

この目標値を下回ったら直ちに変えるのかとか、そういったことではなくて、例えばこの

数字を大幅に下回る状況が何年も続くとか、そういうことであれば、またがりであれば、

日本だけで何ができるのかというのももちろんあるのですけれども、それは程度と、そう

いう下回るような状況が続く期間等も踏まえて、何ができるのか、あるいはやるべきなの

かというのは考えようということでございますので、これで下回ったら即下げますとか、

そういう考え方ではないということだけ御説明をさせていただきます。 

○参加者 分かりました。 

 最後にもう１点、オホーツク海南部とスケトウダラ根室海峡と並べてあるのですが、資

料の中で、根室海峡の２万トンがペンディングになっていて、オホーツクのほうは５万

６,０００トンとペンディングがないのですが、これはどういう関係か教えてください。 

○水産庁(魚谷氏) 先ほど、口頭では御説明しましたけれども、５万６,０００トンにつ

いても、今年これより実績が上がるということであれば、近年の最大の漁獲実績をベース

にＴＡＣを定めるという考え方でこれまでもやってきておりますので、そういう数字にな

るということで、これも（Ｐ）がついていると、５万６,０００トンについてもそう御理

解いただければと思います。 

○参加者 ありがとうございました。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。 

 ほかにございますか。どうぞ。 
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○参加者 今、スケトウダラとズワイガニとまたがり資源の部分でちょっと質問があるの

ですけれども、その他の目標となる値ということで提案されているのですが、これは、毎

年見ていくのか、それともほかの資源と同じように、５年間ぐらいこの目標でいきたいと

いうことなのかが一つ、まずお聞かせください。 

○水産庁(魚谷氏) お答えします。この目標について、毎年変えるというのは考えてござ

いません。少なくともほかの資源と同じように、おおむね５年をめどに見直すということ

が資源管理基本方針ですか、そちらにも書いてございますので、そういうタームで見てい

くと。ただ、資源評価自体は毎年行われますので、それに応じて、その他目標となる値と

の関係がどうなっているのかというのは、毎年チェックはしていくということでございま

す。 

○参加者 ありがとうございます。 

 そうであるとすれば、その他の目標となる年でＣＰＵＥの値をずばっと書くことに加え

て、何年の値というのを書いておいたほうがいいのかなというふうに思いました。 

 というのは、今のところスケトウダラだと単純にＣＰＵＥという形なのですけれども、

資源評価だと標準化ＣＰＵＥというのを使うときがあって、標準化のとる年数によって指

標値とかも数字自体が変わってしまうときがある。水準としては変わらないのだけれど

も、数値にはそんなに意味がないときがあるので、例えば二千十何年のこの値というのを

書いておくと、翌年もし数字がちょっと標準化で値が変わっても何年の値を使うよという

のを合意しておいたほうがいいと思いました。 

○水産庁(魚谷氏) 御助言ありがとうございます。 

 資源管理業種の別紙で魚種ごとのいろいろな目標とかシナリオとか定めるときに、通常

パターンと違うことをほかの魚種で既にやっているものもあるのですけれども、そういう

場合は、ちゃんと理由とか、そういう留意すべきところは書くようにしておりますので、

御助言を踏まえて対応したいと考えております。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 ほかに。 

 ないようでしたら、一応これで４系群は済みました。 

 ということで、一旦ここで休憩に入って、１５分間休憩で１４時半から再開ということ

で、その後はスケトウダラの太平洋系群、それが終わりましたら、日本海北部系群という

ことで進めたいと思います。 

 どうもありがとうございます。 

 

（休  憩） 

 

○水産庁(神谷氏) 再開いたします。 

 スケトウダラの太平洋系群で、まず資源評価からよろしくお願いいたします。 
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○水産研究・教育機構(森氏) それでは、引き続き森から御説明いたします。 

 お手元の資料４－５になります。 

 内容でございますが、この系群から結構内容がちょっと多くなります。 

 スケトウダラ太平洋系群、９月に行いました資源評価結果について説明します。 

 ２番目について、管理目標案等なのですけれども、前回の第１回目の検討会で、もとも

とは２０１７年度までのデータでやっていたものです。第１回目の検討会の指摘事項とし

て、最新な評価結果で更新してくださいということで、今回出すのは２０１９年度まで、

去年漁期までのデータで、今年評価した結果で算定したものをお示しいたします。 

 三つ目に、それ以外に検討事項がございましたので、それの試算結果について御説明い

たします。 

 まず、今さらですけれども、分布・回遊でございます。 

 基本的には、産卵場というのは北海道周辺になります。本州から択捉にかけて分布して

いるのですけれども、近年、この図にありますように、東北についてはかなり分布が小さ

くなっておりまして、特に生育場への移動が減少していると。かつては、金華山にも産卵

場があったようなのですけれども、最近はそういうものも見られなくなっていて、主な産

卵場はこの噴火湾周辺海域ということになります。 

 孵化後、道東や北方四島周辺に移動していっていると。生育場自体は変化してきている

ので、特に最近なのですけれども、このあたりが特に若齢期、ゼロ歳、１歳、２歳の成育

場というふうに見られております。 

 寿命は１０歳以上。おおむね３歳から成熟開始して、４歳で大部分が成熟いたします。

産卵期は、１２月から３月。 

 食性とか獲食者というのは、ここに書いてあるとおりでございます。 

 漁獲量、それと下にあるのが、それを尾数に変換したものです。年齢別に変換したも

の。上にありますのは、地域別の漁獲量の推移でございます。 

 １９８０年代まで、図でいうとここですね。ここまでは北方四島、上の紫でございます

けれども、この周辺での漁獲が多かったのですけれども、近年では非常に少なくなってお

ります。これは資源の減少というよりは、歴史的経緯というものもありまして、漁獲でき

ないというのが大きいと。 

 ２０１５年漁期以降、少し飛びますけれども、漁獲量はどうもちょっと減少傾向という

形になっておりましたが、２０１９年漁期は９万トンということで、前年の７.６万トン

から少し上がって下げ止まったという形になっております。 

 近年の漁獲の主体を見ますと道東海域と襟裳以西海域。かつては、比較的高かった東北

海域はここの図にありますように、今は非常に少なくなっております。 

 漁獲尾数でございます。 

 １９９０年代まで、ここでいうとここですね。までは青で示しておりますゼロ歳魚が多

く漁獲されておりました。これは主に東北海域のほうが比較的多かったのですけれども、
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それがその後変わっていきまして、特に２０１９年漁期以降、２０１０年、ここら辺です

けれども、ちょっと小さくて申し訳ありませんけれども、３歳以下、特に４０センチ以下

の小型魚の割合が大きく低下して、大きい魚を獲る形にシフトしております。 

 ２０１９年漁期、一方なのですけれども、３歳魚の割合が久しぶりに少し増加しており

ます。これが後から出てくる資源量の上方修正の基になった集団になります。 

 漁業で、どういうふうに獲れていたかということで、ＣＰＵＥということで、漁業種類

別のＣＰＵＥをここでお示しいたします。 

 上が北海道の太平洋における沖合底引き網、下が襟裳以西における固定式の刺し網でご

ざいます。 

 まず、沖合底引き網のＣＰＵＥなのですけれども、変動は非常に小さくなっておりま

す。 

 近年ですが、襟裳以西海域、道東海域とも、２０１７、８年頃まで少し減少傾向という

のがあったのですけれども、２０１９年漁期は、道東海域でまず大きく増加しておりま

す。襟裳以西は、２０１７年を底にして１８年が少し回復して、１９年は同じくらいとい

うことです。道東海域では、２０１９年に増加しているということですね。 

 一方、襟裳以西の刺し網のほうになりますけれども、２００３年漁期以降、高い豊度の

が年級群の加入があって、２０１９年までこのように増加していきます。 

 一方、２０１０年、非常に漁獲がよかったときでございますけれども、ピークに少しず

つ下がってきておりまして、２０１６年漁期以降は、おおむね横ばいです。ただ、図であ

りますように、月ごとの割合を見ると、結構変動がありまして、昔は満遍なく獲れていた

のですけれども、最近は特に漁期の後半の漁獲があまり伸びていないという傾向がござい

ます。 

 年齢別資源尾数、こちらが先ほどの年齢別の漁獲尾数から計算した最新の資源状況にな

ります。 

 下からゼロ歳、上は１０＋歳と書いてありますが、１０歳以上まとめた形になっており

ます。長期的には、たまに出る卓越年級群によって豊度というのはたまにぽんぽんと上が

るというのがスケトウダラ太平洋系群の特徴でして、近年の卓越年級というのは１９９５

年、２００５年、２００７年に発生しております。特に２００５年、２００７年、１年置

いて二つ大きい年級群が発生しておりますので、このように非常に高い状態が続いたとい

うのは、この二つの年級群の要因によります。 

 ここを少し拡大してあります。これが昨年の評価、今年の評価で、どう変わったかなの

ですけれども、特に直近５か年間の部分を見ていただくと、ここの白抜きの部分が大きく

形が変わっております。この部分は去年まではうまく推定できなかったので、近年の平均

の加入を充てていたのですね。それを本年度調査結果とかの見直しをかけまして、調査結

果から推定するようにしました。 

 その結果、２０１７年の年級群がかなり上方修正されて、その前の２０１６年は調査
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データ＋漁獲データも入ってくるのですけれども、上方修正されていると。その二つの年

級はあまり変わらない、どちらかというとちょっと下がっているという形になりますが、

この二つの年級の上方修正で、この部分が上方修正されたという形になります。 

 ただ、どうしても今やっている評価は、直近５年間が評価の更新によって数値がどうし

ても変化しやすいという特徴がありますので、やはり直近については常に注意を要すると

いうことは変わりません。 

 長期的に見ると、まず２０１０年なのですが、ちょうどここですね。ここまで結構比較

的にいい加入があったのですが、２０１０年以降、加入が１段階落ちるという傾向がござ

いました。その結果、資源が下がっていったということになります。 

 特に、近年、ゼロ歳魚の推定が非常に難しくなっていたので、そのあたりでこのような

混乱も起きたのですけれども、本年度は、先ほども御説明したように、評価手法を改善す

ることで少し精度を上げる方向で改善されております。 

 資源尾数なのですけれども、２０１４年度です。ちょうどここですね。ここのあたりが

過去最低になって、その後やや回復という形になります。 

 今度、資源量・親魚量・漁獲割合の推移ということで、資源量ですけれども、２０１８

年漁期ですね、ここら辺です。２０１８年漁期に少し回復したのですけれども、これで

す、この資源量ですね。２０１９年漁期は８７万トンに少し減少します。 

 親魚量、重要なのは親の量で、それが緑のほうでございますけれども、親魚量は２００

９年漁期から急激に増加して、２０１２年漁期に最大になるのですけれども、それ以降、

いい加入がなかったので減少してきて、２０１９年漁期は前年を上回る３０万トンという

ことで、少し下げ止まったという形になります。現状は見ていただくと分かりますよう

に、２００９年以前よりは比較的高い水準で維持しているということになります。 

 一方、漁獲割合のほうでございますけれども、これは資源量と漁獲量の割り算でとって

いくのですけれども、近年、減少傾向でして、２０１９年漁期は１０％、前年よりは少し

上がっているのですけれども、過去２０％を超えていた２０００年代以前に比べると低い

水準で推移しております。 

 加入量と再生産成功率、近年なぜ減少しているかというのは、まずここで分かるのです

けれども、ここの３年、先ほども言いましたように、近年なかなか漁獲状況から推定が難

しいので、これまでは単純に近年の平均値を入れていたのですけれども、今年からは、調

査からの推定値に置き換えてあります。 

 再生産成功率、これが結局毎年の子供の生き残りの善し悪しということを示すのですけ

れども、ここはまだ推定なので、ちょっと違うシンボルにしておりますが、長期的に見る

と、１９８０年代から９０年代中までは比較的高い水準で変動していたと。その後、１９

９５年を境に比較的低い水準に落ちるのですが、少しずつ上がって、これは２００５年、

２００７年、卓越年級を生んだときというのは、非常に高い生き残りがあって、いい加入

があったということになります。 
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 ただ、重要なのは、２０１０年を境に５か年、６か年ぐらい非常に低い、要は子供の加

入が失敗している。要は、卵は生んでいるのですけれども、子供になるまでに死んでしま

うという事態が発生して、これが資源量を大きく引き下げる要因になっております。 

 このような状況で近年の資源量は動いてきたのですけれども、では一方で、親と子の関

係、これからどのように評価をしてＭＳＹを推定するかという部分で、非常に重要になる

のが再生産関係というのをどう考えるかということになります。 

 ここからが従前になかった評価の新しい部分になってきます。 

 これが、横軸が親の量、縦軸が加入の尾数になります。軸がこちら重量でこちらが尾数

なのですけれども、要は、親が増えたときに子供はどんな関係性がありますかというのを

まず出すことになります。一般的に使われるのは、三つの再生産関係の式があって、太平

洋系群の場合、見ていただくと分かりますように、今まで観察された期間の中では、親が

増えたからといって必ずしも子供が増えるわけではないと。結構、年間のばらつきがすご

く大きいという関係性があって、これをこれらの式に当てはめるとホッケースティック

型、要は、こういうふうにかくっと直線２本で表されるような関係式が選択されると。 

 ただ、実際はこれで加入が入ってくるわけではなくて、この点線の中に入るぐらい変動

はありますよというのが、これが自然環境とか変化による変動ということで、これら二つ

の関係性を用いて再生産の状況というのを仮定していくことになります。 

 計算上は、現在、例えば過去最低の親魚量よりも上であれば、平均すると１８億尾くら

いの加入が見込まれると。ただし、ここにありますように、その変化はすごく大きい変化

ですよというのがあります。この関係性を基に、将来どれぐらい親魚量を増やしたときに

どれぐらい漁獲が期待されるかというのを計算するわけです。 

 ここが今回の新しいＭＳＹを推定する部分で、これまでもなかなか説明して分かりづら

いと言われていたのですけれども、要は、例えば親の量をどれぐらいの水準で維持した

ら、そのときにどれぐらいの漁獲が期待できますかというふうに見ることになります。 

 例えば、漁獲圧をすごく高くすると、結果的に親の量は少なくなるので、そのときとい

うのはなかなか子供も出てこないので、漁獲はこれぐらいしか平均的に期待できませんよ

と。一方で、漁獲圧を低くして親をすごく増やしたとしても、１個前に戻りますけれど

も、例えばここにありますように、親をものすごく増やしたところで入ってくる子供の数

というのは平均これぐらいの幅しかないよねと。 

 そうなると、結局、親を増やして、親をここで維持しようとすると、結果的にやっぱり

漁獲を下げざるを得なくて、漁獲量は下がってしまうと。すると親の量と漁獲が最もバラ

ンスよく獲れるのはどこだろうかというふうにして算出するのが、このＭＳＹの話になり

ます。 

 ＭＳＹというのは、そのときに期待される漁獲量で、ＭＳＹが期待できる親魚量という

のが、今回、目標管理基準値として示すことになる親魚量になります。 

 今回ここで示している値というのは、新しい計算に基づいて出したものになります。実
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際ほとんど数値は変わりません。なぜ変わらないかというと、スケトウダラの場合、非常

にデータ数が多いので、１点、２点増えてもなかなかそこは計算に影響するものではない

というのが直接的な原因になります。 

 今回提案しているのは、前回と同じで、計算上出てきている目標管理基準としては、こ

のＭＳＹを達成する親魚量として２２万８,０００トン、そのときに期待できる漁獲量が

１７万１,０００トンになります。 

 限界管理基準値としては、幾つか候補があるのですけれども、スケトウダラに関しては

親魚量の過去最少観測値ということで１５万１,０００トンというのを提案させていただ

いております。そのときに期待できる平均漁獲量、これは偶然なのですけれども、同じ値

です。 

 禁漁水準なのですが、要は、スケトウダラの場合、１５万１,０００トンよりも下回っ

たことがないので、資源が減ってきたときの状況というのがなかなか想像しづらいのです

ね。 

 それで、現状では適切な漁獲管理規則による漁獲で、１０年で目標管理基準値、要は、

減ったときに適切な管理をしたら１０年でここの親魚量まで戻せるぐらいの閾値にしま

しょうと、そういうことで設定させていただいたのが６万トンということで、１５万１,

０００トンの半分以下ではありますけれども、６万トン。期待できるそのときは、７万ト

ンぐらいの漁獲が期待できるでしょうというのが、今回の新しく計算させていただいた諸

数値になります。前回とほとんど数値自体は変わりません。 

 神戸プロットというのを、これから新しい評価では使いますので、ここでもう一回詳し

く御説明いたします。 

 見方としては、下の軸ですが、現在の親の量が目標とする親の量、ここではアルファ

ベットでいうとＳＢmsy と書いていますが、このＭＳＹを達成する親の量という意味で

す。それに対して、どれぐらいの比率かなので、比率なので、同じならば１、倍なら２に

なります。縦軸は漁獲圧の比になります。 

 この漁獲圧というのは、長期的にこの漁獲圧で獲っていけばＭＳＹに達成しますよとい

う適切な漁獲圧というものが計算できますので、それに対して現在の漁獲圧の比になりま

す。ですから、縦軸は１であれば適切な漁獲圧と同じ値、１以下であれば適切な漁獲圧よ

りも低いので一般的には安全と言われる漁獲圧、１を超えていくと適切よりも高いので漁

獲圧としては高いですよということになります。 

 そういうふうな形でスケトウダラ太平洋系群を見ますと、かつて１９９０年代の頭の頃

あたりは、比較的親魚量がＳＢmsy、要は、ＭＳＹを達成する親魚量を下回る時期があっ

て、かつ漁獲圧も高かったという時代がございます。 

 ただ、この値、２０００年代ぐらいになると、もう親魚量がＭＳＹを達成する親魚量よ

りも上回ってきておりまして、特に近年、こちらが近年の状況になりますけれども、非常

に漁獲圧自体は適切な水準以下になっておりまして、親魚量もまさにＳＢmsy を超えた状
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況で推移しているということになります。 

 通常、このあたりにプロットが集中すると、このあたりでふらふら動くのですけれど

も、例えばこの状況下で漁獲圧がくっと上がると、傾向としてはこちら側に行きやすい。

逆にここの場合、漁獲圧を何とか下げると、今度はこちら側に行きやすいというような一

般的な傾向というのがございます。 

 まず、２０１９年漁期、ここでございますけれども、ＳＢmsy を達成する親魚量の１.

３倍ぐらいということで、適切な状況にあるということになります。 

 これから議論する漁獲管理規則というのは一体どういうことかというのをここに重ねて

書いたものが、その例になります。 

 漁獲管理規則は、基本的に資源量に対して一定の漁獲圧で獲っていきましょうと。た

だ、あるところの基準を下回ったら、回復するために直線的に漁獲圧を下げていきましょ

うというのが基本的なルールになります。 

 β＝０.８の一例ということで示しておりますけれども、要は、１で獲れば、βが１の

ときなのですね。ですから、Ｆmsy でそのまま獲るのであれば、親魚量がこれぐらいのと

きは、ここからもうずっと青線が上、ちょうど線上に乗ると。βを下げていくと、少しず

つ漁獲圧が下のほうで折れていくという形になります。 

 では、現在どうかというと、ルール上、β０.８というのを基本的に研究機関会議では

推奨しているのですけれども、近年ずっと、特に２０００年代後半以降、最近１０年ぐら

いはβ０.８以下でずっと漁獲しているというのが現状でございます。 

 今までというのは基本的に点推計といいますか、計算式にある値を入れたら１個の値が

出てくるというふうな形でＡＢＣとか計算していたのですが、これからは確率計算、例え

ば天気予報の確率みたいものもありますけれども、不確実性というものを考慮して、例え

ば目標に対してどれぐらいの確率で上回りますか、下回りますかという形で提示すること

になります。 

 横軸が年になって、将来です。縦軸が先ほど言ったβになります。ここですね。例えば

β０.８であれば、ここの位置よりも少し低めで獲りましょうということになりますけれ

ども、順次０.５から１の事例を載せてあります。現在、よく使われるのは、管理開始か

ら１０年後、ここでいうと２０３１年ぐらいになりますけれども、そのときに、例えば目

標管理基準値を上回る確率という形で見ることが多くなります。 

 あと、魚種によっては限界管理基準値を上回る確率、そのときにどれぐらいの漁獲が期

待できるか。逆に、漁獲にあまり振れたくないというお話もありますので、逆にこちらを

見て、そのときのβはという見方をする魚種もございます。 

 スケトウダラ太平洋の場合は、一時的に加入がちょっと悪いときがありますので、２０

２３年から２０２４、５年にかけて、βが０.８以上で漁獲すると、一時的に親魚量が目

標のＳＢmsy、要は適切とされる目標管理基準値を下回る確率というのが高くなってしま

います。ですが、βが０.７以下であれば、おおむね我々の現状の計算では、低くても７
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割以上の確率で目標管理基準値を上回るであろうと考えております。 

 そのときに、例えばどれぐらいの漁獲が期待できるかになるのですけれども、例えば２

０２１年の値を見ていただくと、βの値によって一番低いと１２万７,０００トン、高い

と２２万６,０００トン、これぐらいの漁獲の幅があるわけです。 

 この２０２０年は、最近の漁獲圧で今年獲ったらという形で計算されておりますので、

このあたりは少し来年の計算で動く可能性はございます。 

 将来予測なのですけれども、先ほど確率で示してちょっと分かりづらかったので、実際

どれぐらい振れるのかということを示したのがこちらです。例えば、この赤い線というの

が既に計算で分かっている過去の挙動、こちらの青と緑というのはこれからの予測、どれ

ぐらい振れますかということになります。 

 まず、緑側のほうというのは、現在の漁獲圧です。現在の漁獲圧は、戻りますけれど

も、これぐらいなのですね。だから、非常に低い漁獲圧で今獲っております。なので、こ

の漁獲圧で獲り続けると、親魚量とか資源量というのは結構増える。ただ、漁獲量自体は

漁獲圧がそもそも低いので、それほど上がらないというのが予測になります。 

 ただし、これぐらいの推定の幅があるのですね。濃い緑が平均的に期待できるものなの

ですけれども、細い線がいっぱいあると思います。実際はこれぐらい加入量の変動があっ

て振れますよと。ですから、最大これぐらい幅が振れますよ。ただ、平均的にはこれぐら

いになりますということを示しております。 

 我々が提示している、例えばβ０.８だと、ＭＳＹぐらいのところで親魚量が安定し

て、漁獲量は今の漁獲圧よりも少し高いところで安定するというのが予測になっておりま

す。 

 ここまでが、資源評価の更新及び最初にステークホルダー会議でいただきました最新の

情報に基づいてやってくださいという回答になります。 

 次から、もう二つほどあるのですけれども、検討会における指摘事項についての結果を

御説明いたします。 

 前回の指摘事項は、全部で四つありまして、そのうち太平洋系群については三つになり

ます。新しいものは、今説明したとおりでございます。 

 もう一つは、太平洋系群について、２０３１年漁期に親魚量が目標管理基準値を上回る

確率が５０％という具体的な安全係数βを試算してくださいと。要は、βは先ほど示しま

したように０.１刻みでしか出しておりませんでしたので、より細かく出してほしいとい

うリクエストになります。 

 四つ目が、ここはなかなか難しかったのですけれども、繰越しです。 

 当初のＴＡＣに対して、結構実際は獲り残すことが多いと。それを翌年使いたいと。そ

れについての影響を試算してくださいということです。ただ、これは非常に計算がいろい

ろな仮定を置くのが難しいところがございますので、あらかじめ水産庁と道漁連さんで方

法を検討した上で試算するという形で、今回作業をさせていただいております。 
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 では、事項の三つ目から御説明いたします。 

 これが、要は０.９と１.０の間にきっと５０％があるでしょうと。要は、ここでいくと

１.０だと２０３１年は４４％なのだけれども、０.９でも５８％だと。５０％を目指すの

だったら１.０と、恐らく０.９何ぼでしょうということがあるので、それをちょっと試算

したというのがこれの計算になります。 

 結果でございますが、まず、２０３１年の親魚量が目標管理基準値を上回る確率、計算

上５０％ぴったりというのがなかなか難しくて、βでいくと０.９５あたりで大体おおむ

め５０％かなというのが結論になります。 

 ただ、ここの部分が、短期的に目標管理基準値を下回るときというのがございます。や

はりどうしても先ほども示しましたけれども、０.８以上だと短期的にちょっと目標管理

基準値を下回るときというのがございまして、どうしても０.９５も当然２か年、２０２

４年と２５年あたりは目標管理基準値を若干下回る可能性があると。そのときに漁獲量な

のですけれども、例えば２０２１年は０.９５で獲ると２１万７,０００トンぐらい期待で

きるのですけれども、その後、加入がちょっと悪いので、資源量が減ります。結果的に２

０２４、５年は、１５万トン前後まで落ちるということが予測されております。これが三

つ目のβですので、回答としては０.９５あたりということになります。 

 これが四つ目、皆さん一番興味がある部分でございます。 

 ＴＡＣの繰越しです。どう獲るか、なのですけれども、意見としてはＴＡＣ種について

は、漁獲枠を超過しないように操業する。やはり皆さん残量を見ながら操業調整をかけて

いただいておりますので、どうしてもなかなか獲り残しが生じると。漁期後半に時化たと

かで獲れないということはよくあろうかと思います。 

 これは、ＡＢＣ以下の漁獲となるため、将来予測上、資源には余裕はできるでしょう

と。この獲り残した分を翌年に繰り越せるようにしてほしいというのが御意見でした。 

 会議後に、水産庁と道漁連さんから検討した結果、当初ＴＡＣ、例えばＡＢＣでござい

ますけれども、この何％なら翌年に繰越しできるというルールを作りたいと。繰越しを制

度化するに当たり、どの程度の漁獲なら繰越し可能なのかを評価して欲しいというふうな

御要請をいただきました。 

 我々からは、では、その年の漁獲量全体の何％かを獲り残して、翌年に繰り越した場合

のリスクというものを評価しますと。繰越上限、要は、当初ＡＢＣの何％にするかで影響

を比較すると。繰越しは累積していくと非常にややこやしいことになりますので、翌年の

みということにしております。 

 これはどういうことかというと、まず、漁獲管理規則と親魚量で漁獲可能量というのは

当初量というのが計算で出てきます。当初値に対して獲り残し、要は実際の漁獲はこれぐ

らいだったと。すると、これだけ獲り残しましたよということになります。獲り残せるの

は繰り返しの上限まで。例えば当初３０％で繰り越していいよというときに、これが３０

％以下であれば全量繰越し。ただ、３０％までいいですよというときに、５０％獲り残し
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た場合は３０％しか繰り越せませんとか、そういう形になりますけれども、要は、何％繰

り越せるかというのをまず設定すると。 

 翌年の漁獲可能量はどうするかというと、これを残した場合、これが翌年もともと設定

されていた値で、獲り残した総量を全部そっくり足して、これが翌年の漁獲可能量にしま

すと。実際にこれを全部獲った場合というのが一番資源に対する影響が大きいということ

なので、今回のまず今からお示しするのは、まさにこのパターンで、それの危険性を示し

ております。 

 実際は、恐らくここまで獲らないでしょうから、今示すものよりは影響は小さくなると

思うのですが、最大限の影響を見ておいたほうがルール化するときは必要であろうという

ことで、そういう形になっております。 

 もう一回説明しますと、ある年に獲り残した量を翌年のＡＢＣに積み増しして、それを

全部使った場合の影響です。 

 結果です。 

 獲り残し量を５％、１０％、１５％、２０％、５％刻みで最大３０％ぐらいとして、翌

年にその全量を消化した場合の影響を見ています。βごとに影響は違いますので、βが

１.０での試算事例ですから、まず当初３０％を許可した場合、例えば１５万トンのＡＢ

Ｃがあった場合、４.５万トンまで獲り残しを翌年使っていいですよということです。 

 そうした場合、漁獲量を繰り越した年に漁獲圧がＦmsy を上回る確率は９９％、それは

そうなのですね。βが１.０でもともと設定されていて、翌年もっと獲るわけですから、

当然、漁獲圧が上回る確率はほぼ１００％ぐらいになってしまいます。ただ、２０３１年

に親魚量が目標管理基準値を上回る確率というのは３２％まで低下しますよと。もともと

は５０％を切っていますから、やはり将来的に影響は出ますよと。 

 では、２０％の場合はどうだろうかと。要は、１０が満タンになったら３万トン残して

翌年全部使うという感じになります。であっても、やはりＦmsy を上回る確率というのは

どうしても９９％。２０３１年に目標管理基準値を上回る確率はやっぱり３６％。こちら

が３２％ですから、若干はましなのですけれども、やっぱり悪くなると。 

 獲り残し１０％、要は１５万トンなら１.５万トンの獲り残した場合ですけれども、や

はり確率を両方見ても非常に状況は悪化すると。やはりβが１.０で基本的なルールを決

めておく場合は、獲り残しが１０％であっても、１０年後の達成確率には大きな影響は与

えております。加えて、繰越し分を利用した年の漁獲圧が過剰になる確率は９７％を超え

てしまうということになります。 

 では、βを下げて、もともとの０.８で考えていた場合はどうだろうか。例えば近年の

Ｆcurrent はβ０.８以下ですから、それよりももっと獲った場合の影響ですけれども、

例えば同じように３０％の場合、要は１５万トンなら４.５万トン残した場合、Ｆmsy を

上回る確率というは９８％になります。ただし、目標管理基準値を上回る確率は低下はす

るのですけれども、６１％ぐらいは確保できているということになります。 
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 ２０％の場合だと、実はここぐらいから大きく変わって、Ｆmsy を上回る確率が４７％

なので、２回に１回ぐらいはＦmsy を上回るのだけれども、そこまでいかないことが多い

ということになります。さらに２０３１年、目標管理基準値を上回る確率は６５％には下

がるのですけれども、それでもやっぱり６割５分以上は達成すると。 

 当然繰越しを減らしていくと、１０％の場合だとＦmsy を上回る確率はゼロで、２０３

１年に目標管理基準値を上回る確率もほぼ繰り越さない場合に比べて変わらないというこ

とで、１０％でβ０.８で１０だと、ほぼ影響がないという結果になります。 

 評価としては、いろいろ見たのですけれども、β０.９５以下の場合、獲り残しが３０

％までであれば、１０年後の達成確率は５０％を上回っていると。しかし、繰越し分を利

用したときの漁獲圧が過剰になる確率は９０％を超えます。β０.８でも、繰越しが１５

％以下でないと漁獲圧が過剰になる確率は５０％以下に抑えられないという結果が出てい

ます。 

 結論としては、基準となるβを、例えば０.９とか、０.９５とか、１とか、高い値で当

初獲れる量を高めに設定してしまうと、獲り残し、再利用割合を低くしないと危険度が上

がりますよと。逆に、当初獲れる量を低めにしておけば、繰越し、再利用が比較的可能で

はないかというのが結果になります。 

 もう一回まとめますと、まず、漁獲量の獲り残し、繰越しを制度化するには、そのルー

ルの下で最も極端な獲り残し、繰越しを行う漁獲の仕方であっても漁獲圧が最大持続生産

量を実現する漁獲圧、今言っていますＦmsy を超えないような制限を設けることが必要で

あろうと。将来予測において、これを満たす制限を検討したところ、漁獲管理規則案のβ

に研究機関会議が推奨する０.８を用いる場合には１５％というのを繰越上限とすること

が望ましいと考えられました。 

 ただ、繰越上限は、先ほども言いましたように、漁獲シナリオで選択されるβ次第なの

で、採用するβが大きいほど上限は低くしたほうが安全ですよということになります。 

 また、研究機関会議で検討したときに、この制度導入の際の問題点としまして、資源

量・加入尾数が課題推定した場合、要は評価で資源が多いですよと間違って評価したとき

に、結果的にＴＡＣが過大になった場合というのもあります。そういうことを考慮して、

資源量が、例えば翌年の評価で下方修正された場合には、漁獲量の繰越しを行う際に、例

えば更新された資源評価を考慮すべきという意見が出されております。 

 残りは二つ、参考までに資料としてつけております。 

 今御説明したのが、例えば１０％、２０％、３０％で、１５％とか５％、２５％だった

ら達成確率とかはどうなるだろうかというのを後ろの表につけてあります。 

 特に、これが一番重要な目標管理基準値を上回る確率ですけれども、この部分です。こ

れが今文書で御説明した部分で、実際に何％まで繰り越して使いますか、縦軸のそのとき

のβはどれぐらいですかというものの表になります。この組合せが危険率を判定する上の

基として御検討いただければと思います。 
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 以上で、説明は全て終わります。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 それでは、資源評価について質問あれば、よろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○参加者 当初の計算と今の直近の計算と、どうも納得いかないのだよね。前回、今まで

３回やったうちで２回は我々が納得いくような計算ではなかったのですけれども、３回目

の函館でやったときから数量が増えてきた。我々は繰越しの時点で全量獲り残しているの

だから、来年度に全量くれ。それを主張しているのだけれども、今の説明で納得できない

のだよな。何で最初から、増えているのであれば分かるのだけれども、いざ我々の言った

ことに対しての返答だという今回答なのだけれども、その増えた理由というのは、直近の

計算でやった。そして繰越しについては、表で表しているように少ないほうが将来的にい

いのだよと。 

 我々生産者としては、今年に獲り残した分は来年度に全額もらいたいのが希望であっ

て、この計算上でいくと、多くすれば資源がなくなるよというような言い方なのだけれど

も、その計算方法からいっても納得がいかないのだよ。その辺、我々に分かるように説明

してもらいたい。 

○水産研究・教育機構(森氏) まず、資源計算結果が変わった部分ですね。 

 まず、今まで、去年説明して、去年末に、今年ですかね、浜で説明したときの資源計算

と大きく異なるのは、ここの部分になります。要は、今年の資源評価で、今まで分からな

い難しかった一番小さい部分の加入について、調査結果を基に推定し直すという形にまず

切り替えたのが一つ。 

 もう一つは、これまでなかなか獲れてこなかった３歳魚ですかね。２０１６年級群とい

うのがようやく漁獲でみえてきて、それが資源計算に入ってきましたので、この部分が純

粋に増加したのですね。ですから、ここは新しい資源評価方法の導入と去年の漁獲によっ

て資源評価が上方修正されたことによります。資源が増えた、要は確率とかが全部上がっ

た一つの要因というのは、資源評価結果を更新して、より何とか推定精度を上げる努力を

して、上がった結果ということになります。 

 先ほど、獲り残しを全量使いたいというのはおっしゃるとおりで、要は誤解があるとは

思うのですが、今回言われているのは、例えば全量残したやつを使うときに、どれぐらい

までだったらば資源に対して影響があるかというふうな判断ですので、例えば今我々がう

やったのは、例えば１５万トンのＡＢＣがあったときに４.５万トン、例えば１５万トン

の３０％を翌年全部使ったらどういうことが起きますかというのを今回計算で示している

わけです。 

 例えば、ここは組合せなのですけれども、現在、皆さんが獲っている漁獲圧というのは

非常に低いのですね。ここまで漁獲圧を上げましょうというのが一つの今後の獲り方の案

の一つにはあると思うのですけれども、例えばこれから先、今これぐらいの漁獲圧で獲っ
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ているのをここまで上げたときに、さらにそれでも、もっと獲るというふうなシナリオが

入ると、それはさすがに翌年の影響は大きいですよと。ただ、本来であればもっと獲れる

のに、もともと低い漁獲圧で獲っているのであれば、繰越しを翌年全部使っても影響は少

ないですよという組合せなのですね。 

 だから、これから先なかなか、これから議論になると思うのですけれども、基本的に毎

年獲れる漁獲というのをどれぐらいの水準で設定しますかになります。例えば毎年設定す

るのを控え目に設定するのであれば、当然、獲り残したやつを翌年使っても、その影響は

小さいです。ただ、毎年獲れる量を限界まで引き上げてしまうと、さすがに影響は大きい

ですよ。そういうもともと余裕を持った操業をしているときと、ぎりぎりまで操業してい

るときの獲り残しを使うときでの影響は異なるということなのですね。 

 なかなかそのあたりが、計算と皆さんの漁業の実感とで合わない部分かなと思うのです

が、今我々が示しているのは、あくまで、あるすごく極端な事例における危険というか、

それを示しているので、あとはここにある確率とかを基にどれぐらいのリスクを獲ります

かという話だと思います。 

 全量を使っても全然問題ない水準というのも、当然もともとあるのですね。だから、例

えば、β３をもともと０.７ぐらいにしてしまうと、例えば３０％獲り残していてマック

ス使ったとしても、１０年後の達成確率というのはもう８割、９割ということで、ほとん

ど影響がないわけです。ただ、もともと毎年毎年を、例えばものすごく高い漁獲圧まで獲

るというふうなルールにしてしまうと、その上でさらに獲り残しを翌年全部使おうとする

とどうしても影響は大きいですよと。要は、最初獲れる量、どれぐらい最初控え目で獲る

かによって、その後の影響が変わるという形になります。 

 ですから、この後、水産庁さんから御提案があると思いますけれども、結局、これから

先どれぐらいの漁獲圧で獲りますか、その漁獲圧に応じてどれぐらいの量の繰越しを全部

使いますかというので決まりますというのが我々の試算です。ですから、これからの議論

で、そのあたりの上限が決まるかなと思います。 

○参加者 あのですね、なぜ言うかというと、今年の場合、太平洋の場合、大臣許可と知

事許可で同じ漁場でやっているのですよね。今、獲れているのは恵山沖、４５０メーター

から４００メーターのところでやっているのですけれども、大臣許可は漁がなくても２０

０トン、漁あれば４００トン。ところが我々刺し網の場合は、せいぜい漁あったって１ト

ン半ぐらい、１隻。 

 そして、値段の面においても、刺し網の場合は７０円から８０円の間。沖底の場合は４

０円から五十五、六円の間。なぜそのように違うのかというと、細かい魚が混じってい

る。３年魚ましてや２年魚が混じっていて、要するに、トン数は獲るけれども、価格が上

がっていかない。だけれども、トン数は沿岸の何倍も獲っている。 

 今、沿岸の人たちが危惧しているのは、これから水温が下がって、陸に入ってきたとき

に沖でそういう魚をどんどん獲られたら、来年度、再来年度の資源に大たる影響を及ぼす
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のではないかという、かなりの危機感を持っています。 

 だから、水産庁にお願いするのは、同じ海区で大臣許可と、それから沿岸の許可をＴＡ

Ｃで設定するときにどのような方法でこれから設定してくれるのか。これはやっぱり今の

海気温変化で水温の差によって、陸に入る時期がかなり遅れます。去年まではある程度２

００メーターラインまで、今の時期であれば獲れていたのですけれども、今年の場合は湾

内からはじめ、上から下までの水温が大体同じだと。今ようやく表面温度が１５℃台に下

がってきていますけれども、例年から見ると２℃から３℃高い。その中で、やっぱり魚と

いうのは、なかなかこっこが成熟しない、水温が高い場合は深いところにいる。その比率

ですよね。そういう計算をした中での繰越しのお願いをしているわけで、私たちＴＡＣが

どうのこうのと言っているわけではないのですよ。 

 問題は、獲り残したＴＡＣを、来年度、おまえら、万が一魚来たときにはこれだけやる

よと言ったら、沿岸の人たちは納得すると思うのですけれども、今のように理屈こねたよ

うに計算ずくで言われると、納得はしないと思うよ。函館でも船団長から言われたはずで

すよ。 

○水産庁(神谷氏) 森さん、何かありますか。 

○水産研究・教育機構(森氏) あくまで我々が試算させていただいたのは、今までの漁業

を前提において、どれぐらい繰越しを翌年使えるかという上限を、極端な事例ではござい

ますけれども提出させていただいた。 

 今お話しいただいたことは、やっぱり漁業管理に関わるどう獲っていくか。浜、沿岸、

沖合、そういう管理上のそういうお話、調整の話になろうかと思いますので、このあたり

は私が言及するというのはちょっと難しい部分がございます。 

 我々が全体で示しているのは、当然、繰越しということになりますので、全量に対して

どれぐらい翌年獲ったら、それがどういう影響があるだろうかというのはお示しできる

し、それが今、国が方針として考えているＭＳＹを達成する、そういう管理目標に対して

どの程度のリスクがあるかというのは示しができるのですが、今おっしゃられたような非

常に複雑な問題に関しては、ちょっと管理のほうのお話になりますので、私からはちょっ

と言及できない。逆にＴＡＣ管理のほうのお話になりますので、できたら管理のほうから

御回答いただければと思いますが。 

○水産庁(魚谷氏) 水産庁、魚谷です。 

 この繰越しの話、最初に出てきたのは、今年の１月の会議だったと思います。そのと

き、あるいはその後何回かやり取りさせていただいていますけれども、水産庁から繰越し

のルールを作ることについて検討はしますという回答をしつつ、ただ、残した漁を丸々、

要は、全量獲らなかったら全量というわけにはいきませんよと。そこは何がしかの上限を

設けないといけないというところは、一貫してお答えをしていると思います。 

 そういう中で、その上限については、科学的に検討した上で資源への悪影響を回避する

という観点で、科学的な検討を経て何％までですよということは必要だということで御回
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答し、ここまで来ているという理解でございます。 

 一方、今回第１回のステークホルダー会合の後、この水研さんの資料でいうと１５ペー

ジ、あるいは１８ページに書いてございます。こちら水産庁と道漁連で方法を検討した上

でというところがございます。 

 これの中でどういう議論があったかをお話ししますと、この第１回のステークホルダー

会議の後に関係者で集まって議論しました。確かに道漁連さんのほうからは残した漁は全

量使いたいのだというようなお話があったと記憶をしております。ただ、水産庁として

は、それは繰り返し言っているように、上限というのは必要ですと。 

 漁業者さんの立場からすれば、科学的根拠に基づいて設定したＴＡＣだから使わなかっ

た量は翌年丸々オンしてしかるべきだというお話だったと思いますけれども、水産庁から

申し上げたのは、ＴＡＣは設定する時点で最善の科学的な根拠に基づいて設定するわけで

すけれども、先ほどの森部長のお話にもあったように、一定の不確実性を含んだ数字です

ので、それを丸々というわけにはいきませんと。やはり上限は必要ですという形でお話を

して、水産庁の意見ということになろうかと思いますけれども、水研の資料の１８ページ

にあるように、「当初ＴＡＣの（ＡＢＣ）の○○％なら翌年に繰越しできる」というルー

ルを作りたいということで、そういう前提で試算をしていただいたということでございま

す。 

 中身については、水研機構、あるいは評価会議のほうで検討いただいて、そのリスクを

どう評価するかというのを御検討していただいた上で、結果を今回お示ししているという

経緯がまずございます。 

 それと、漁場の利用に関する沿岸、沖合の調整というか、そういった形ですけれども、

これはＴＡＣの議論とはまた別の話であるというのは確かにそうでございます。 

 一方で、ＴＡＣを設定するに当たっては、現在どういう年齢構成で漁獲が行われている

かということも含めて、科学的な面も含めて、評価をした上でＴＡＣというのは設定をし

ていると。ですので、それに従って、そこから続いている話であると。その先に繰越しを

した場合の上限というのはどうでしょうかというような検討をしていただいたということ

かと思います。 

 あと、魚が来たときに獲れるようにという話については、先般の水政審のほうでこれま

で先行利用ルールと呼ばれてきたルールですけれども、こちらについては見直しをした上

でより迅速に使える、あるいは後の資源評価によっては、翌年のＴＡＣから差し引かれな

いような形でルールの見直しをして、こちらについては、新しい資源管理の枠組みに移行

した後も維持しますという話も含めて、水政審のほうで御説明して了承いただいておりま

すので、それによるトータルでは１万トンの追加というのは、来遊状況によって使える状

況に今後もなるということでございます。 

 私からの説明は、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。まだちょっと納得いかないだろうと思うのですけれ
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ども。 

○参加者 水かけ論なのですね。何ぼ我々が全額といっても水産庁は……。資源の問題だ

ということなのですけれども、我々沿岸の生産者はやっぱり安心して操業できる体制、そ

れにはやっぱり最低でも３分の２、全額でなくても３分の２以上の獲り残しはもらいた

い、全額が無理であれば。 

 明日、渡島なり何なりの団体長が来る思うのですけれども、この話のやり取りだと思い

ます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 ちょっと話を整理すると、太平洋のやつというのは、繰越しの話と、昔でいう先行ルー

ルの話と、ＴＡＣの沖底と沿岸の範囲分という三つのやつがいろいろ絡み合っていると思

うのですね。その中で、沿岸がどうやって安心して操業できるかというのを考えたいとい

うところだと思います。 

 それぞれ旧先行ルールというのは魚谷が言いましたように、ちゃんと配慮いたしますと

いう話になりますし、決められたＴＡＣを沖底と沿岸でどう配分するかというのは、これ

はちょっと別にしっかり考えていきましょうという部分があるわけなのですね。 

 そうすると、今、繰越しというのは全体のＴＡＣをどうやって繰り越すかという話に

なってしまうので、その中で見てみると、多分感覚的にどうしてもずれが生じるのは、例

えばスケトウダラの太平洋系群というのは、今実際に１０万トンぐらいしか獲っていない

ですよね。だから、１０万トンをベースに、８万トンしか獲れなかったら２万トン全量繰

越しとかというのであれば、かなりいいのだろうと思うのですけれども、一方でＴＡＣを

２０万トンにするか１５万トンにするかという天井の高さを決めるときに、そこを例えば

２０万トンにして、実際８万トンしか獲れなかったときに、全部繰り越せるかどうかとな

ると、それは多分感覚的にちょっとそこは違うというのはお分かりいただけると思うので

す。そこの今、限界を科学的に示すとこういうふうになりますよという説明だったと思う

のですよ。 

 だから、実際獲っているのが１０万トンの中で、沿岸の人が獲っているのが何万トンだ

という感覚で話すのと、全体のＴＡＣデータが１.０であったらＴＡＣが２０万トンにな

りますというときの話とのずれをどうやって埋めていくのかなという感じが、私は今しま

した。 

 それは管理の話で、ちょっとまた後で魚谷のほうから詳しく説明させてもらえればなと

思うのですけれども、もうどうせだったら、今日ちょっと概念だけ説明させていただけれ

ばと思いますが、そういうことでよろしいですかね。 

 では、ほかにありますか。 

 どうぞ。沖底と沿岸のけんかとかしないでくださいね。 

○参加者 森さんにちょっとお伺いしたいのですけれども、要は、今回新しいデータが

入ったということで、今日の、来年の、昔で言うＡＢＣの数字が、大分前回の８月の説明
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と変わっていると私は思うのですけれども、従来なら、再評価みたいなものが出てきて、

それに合わせＴＡＣを前にやった期中見直しみたいなことをしていただいていたという

ルールだったはずなのですけれども、今、法律が変わって、その再評価はしないとかとい

うことになっているような、なっていないような話なのですけれども、現実的に今年の新

しいデータを入れた結果、評価が変わって、来年のＴＡＣは増える。前回は減るという数

字だったはずなのですけれども、今回は増えるというようなことであれば、そもそも今年

のＴＡＣが少な過ぎるのではないかという、単純に素人考えですけれども、思ってしまう

のですね。そうならば、今年のＴＡＣを増やしてというのが普通の考えではないのかなと

いうふうに素人的に思うのと、もう一つ、先ほどおっしゃっていましたけれども、基本的

に獲っていいＴＡＣだとすれば、それは余したら全部次の年に獲っても同じでないかとい

う単純な理解があるのだと思うのですね。だから、当然獲り残すのは、絶対全部１００％

は獲らないのですから、獲り残した分は来年獲ってもいいよという普通の感覚は全然間

違っていないと思うのですよね。それをすれば、先ほどの危険度みたいなものはあるので

すけれどもという二つのところが、ちょっと今回のどうも森さんの話を聞いていると非常

に理屈っぽいので、理解したいのだけれどもなかなか理解できないというのが私の本音で

す。 

○水産庁(神谷氏) すみません、森さんもう一度、全量獲るのがちょっと科学的には危険

だというところをお願いします。 

○水産研究・教育機構(森氏) まず、ある年、ここで獲り残したとしますよね。この魚が

翌年一切死なないのであれば、まさに獲ってもいいと思うのですよ。だけど、現実的には

自然界で自然死亡で減っていくので、死んだ分も含めてこのときの量で獲ってしまうと、

やっぱりそれは必ずしもイコールではないのですよね。だから、獲り残した分を翌年全量

獲れるかというのは、それは難しくて、魚が１年間で成長する量と１年間で死んでいく量

のそのあたりを踏まえた分が獲ってもいいでしょうと。 

 例えば先行利用だと、昔、例えば翌年半分ぐらい返すみたいな話があったではないです

か。あれの理屈というのは、やっぱり自然死亡とかで死ぬからというのも確かあったよう

な気がするのですよね。なので、獲り残した分を翌年全量獲っていいかというのは、単純

に考えると、死亡と成長のバランスがあります。 

 今の計算で、例えば獲り残した量を全量獲ってもいいですよということをやると、その

あたりの関係性を無視して純粋に、例えば５万トン残しました。翌年５万トン全部獲って

みましょうということをやるわけですね。そうなると、当然、本来であれば獲り残したや

つが５万トンぐらいなっていればいいのですけれども、なかなかそうはならないわけです

よ。 

 結局、先ほど次長がおっしゃられましたけれども、ぎりぎりまで獲るＴＡＣを設定して

いるときの余った５万トンと、ものすごく余裕を持って例えば１５万トンぐらいしか獲れ

ないようにもともと設定しているときにさらに５万トン余したというときの意味合いが違
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うのですよね。 

 だから、我々が計算しているのは、いろいろな状況下、ぎりぎりまで獲ったときにどれ

ぐらい獲り残し、翌年全量使えますか。余裕があるときにどれぐらい全量使えますかとい

うのを見ると、当然余裕がある設定をしていると、全量を翌年使ってもそれほど影響が出

ませんよ。だけれども、その資源に対してぎりぎりまで獲る設定をしているときに、翌年

獲り残し、また上積みで使おうとすると、それはさすがに悪影響が出ますよということな

のですよね。 

 まずは、全量を使おうとして翌年全量使えないというのは、資源の量が変わるからとい

うのが、一つ回答です。 

 計算は、そういうものを考慮して、全量を使う場合は当初設定をどれくらいにしておい

たほうがいいですかというのを見たのが、今回なのです。どうしても科学的な掲載になる

ので理屈っぽくなってしまうのですけれども、それはちょっと申し訳ないのですが、なか

なか理屈どおりやらないとやっぱり科学にならないというところがあって、私の説明がか

なり至らない部分もあるのですが、単純に言うとそうです。獲り残しを翌年全部使うの

だったら、当初からかなり余裕がある使い方をしていれば大丈夫ですよと。 

 例えば、大分違う話になりますけれども、ズワイガニの道西みたいに、資源に対して本

当に使っていないときは、それこそ翌年倍獲っても資源に対する影響なんてほとんどない

わけです。だから、やっぱり現在の利用がどの程度かで、それによって獲り残しを全部使

えるかどうかというのは決まるというふうに見ていただければよろしいかと思います。 

 それと、ＡＢＣが大きく増えたのは、純粋に資源評価によって、ここです。要は、直近

の資源量、長期的な諸数値というのは直近のものにそれほど影響は受けないのですけれど

も、これから例えば１０年間ぐらいの達成確率とか、ここ数年間のＡＢＣというのは、ま

さにこのあたりの資源構造というのがすごく大きな影響をするので、本年度はこれだけ資

源量が上方修正されたので、ＡＢＣが上がったというのは、それは、ここの計算結果が改

善されたというのが影響として大きいです。 

○参加者 それは、今年は過小評価をしているということになるのですか。 

○水産研究・教育機構(森氏) 去年が過小評価で、今年はそれを改善したという、そうい

う評価……。 

○参加者 今年決まったＴＡＣの数字が少ないということ……。 

○水産研究・教育機構(森氏) それについては、結局、資源評価をどのように運用してＴ

ＡＣにするかという制度上の問題になってきて、我々が言及する話ではないのですが、会

議では、ですよ、会議では、資源評価というのは、こういう不確実性が常にあるから、最

新の資源評価に基づいた管理が望ましいというのは、研究機関会議では当然コメントとし

ていただいています。 

○参加者 そういうことであればですよ、今回、今の２０２０年のＴＡＣはデータを使っ

ていないわけですよね。我々はβＸなんて議論していない中で今の太平洋のＴＡＣが決
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まっているわけですよ。その評価が従来であれば、前だと再評価も再々評価みたいなこと

もやったはずなのですけれども、それに合わせて期中直しというのを今までは水産庁のほ

うでやっていただいていたはずなのですけれども、今年は水政審でその議論も全然ないの

ですけれども、そこら辺の判断というか、その辺の水産庁のお考えを教えていただきた

い。合わせ 

○水産庁(魚谷氏) 期中の再評価、あるいはそれに基づく見直しについては、何回か議論

が出ていると思うのですけれども、基本的にはその期中、まさに期中の再評価、不確実性

が高いというのもありますし、それに基づいて上げるというのは皆さん特段問題ないのか

もしれませんけれども、期中に仮に再評価をして下がったときに、期中にＴＡＣを下げる

というのは非常に操業の計画、あるいは経営上影響が大きくてなかなかやりづらいという

のもあるかと思います。 

 そういうところが１点と、あとは新しい資源管理の枠組みにおいては、きちっと中長期

的な予測に基づいてあらかじめ目標、シナリオを定めて、ころころ変えたりしないと。中

長期的な見通しを持って、その目標に向かって着実に進んでいこうと。もちろん５年ごと

の見直し、あるいは資源の状況等に大きな変化があった場合は５年以内の見直しというの

もあるわけですけれども、そういう考え方に基づいて、今後は基本的にはそういう期中の

再評価に基づく期中のＴＡＣの見直しはやらないというようなところが基本的な考え方に

なっているということでございます。 

○参加者 納得はしていないけれども……。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 では、どうぞ。 

○参加者 今の回答を聞いていて、まず一つ確認したいのは、森さんが言われたように、

新しいデータを入れて計算を変えたので、今回は２０２０年度の結果がよくなったという

ことで、前のやつは予測というか推定で前回はやっていたということなので、そこの変更

を我々はずっとＭＳＹを入れるに当たっての新しい考え方と従来のＡＢＣを出してきた考

え方の違いが理解できないので、数字としてちゃんと出してくださいというふうにお願い

したのですね。だから、前のやり方の計算も同じようにあって、ここはこういうふうに

やったので数字もこう変わりましたというふうに示してほしいとお願いしたのですが、

ずっと水産庁さんは、前の計算方式をもうやらないと、新しい考え方でしかやりませんと

いう回答をいただいたので、そこがやっぱり浜は納得できない最大の理由だと思います。 

 それと、今、魚谷室長が言われたように、期中で確かにＴＡＣ下げられると困りますけ

れども、でも、そこは期中改正ということで、今までも科学的根拠に基づいてＴＡＣを算

定しているのであれば、堂々ときちっとした評価に基づいて、期中でも新たなデータが入

ればしっかりと科学的評価をして、説明すれば、皆さんそれは納得すると思うのですよ。

科学的評価が正しければですよ。正しければ納得するし、それが資源のためにも将来のた

めにもよくなるということであれば、それをやっぱり積極的に説明するべきではないのか
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なというのが１点です。 

 それからもう１点、繰越しの件について、森さんから、翌年繰り越すのに死亡係数なり

死亡要因があるので、それも踏まえてリスクを考えて上限を決めるというふうにおっしゃ

いましたけれども、それでは、もともと当初のＴＡＣは、１００％獲ってもちゃんと目標

基準に達成するＴＡＣなのでいいですよというふうに示されたＴＡＣですよね。この中に

死亡係数も当然入った中で獲ってもいいよとなっているのを、それが５０％も獲れなかっ

たから、少ない量であれば余裕があるのでいいけれども、多く獲り過ぎていれば、それは

危険があるというのは当たり前の話ですけれども、どうも納得いかないです、そこは。 

 やはり我々は１００％獲ってもいいということでのＴＡＣを当初示されて、それに向

かって努力しているわけですけれども、残念ながら沿岸の場合は、何ぼ努力しても来なけ

れば獲れないと、沿岸に寄ってこなければ１００％利用できないということで繰越しのお

話をさせていただいているということなので、全額繰越しやってもいいというのは分かり

ました。ただ、そこに上限を設けるということなので。 

 もう一つ、ちょっと表現で言いたかったのは、ちょっとページ数入っていませんけれど

も、２１ページのところの事項４の「ＴＡＣの繰越方法に対する」ところで、３０、２

０、１０％というふうにβが０.８での試算が出ていますけれども、ここに一番上「３０

％の場合（１５万トンなら４.５万トン残した場合）」と書いてありますけれども、これ

は残した場合ではなくて、上限ですよね。４.５万トンを上限として繰り越した場合です

よね。残すのはもっと残すことあるわけですから、だから、ここも誤解を招いて、意図的

に残して、それを翌年使うみたいに思われると、決して我々沿岸は意図的に残しているわ

けではないので、１００％やっぱり満度に使うのがＴＡＣの資源評価に対する我々理解だ

と思っていますから、そこの死亡係数のところと、リスクは分かります。獲らなければ獲

らないだけ翌年獲れば、リスクは多くなるというのは分かりますけれども、今の説明だ

と、やっぱり浜は納得できません。 

 それと、漁獲圧係数も翌年に獲れば、当然１００％増えるというのは当たり前の話で、

量が増えればその分獲るわけですから、ただ我々沿岸漁業者は、網の数も半分にしている

し、操業日数も減らしているし、似たようなことで自主努力はやっていて、そこは繰越し

が増えたからと、それを増やすわけではないのですよ。 

 結果として、ＴＡＣが増えれば漁獲も増えて漁獲圧が増えるということになるのかもし

れませんけれども、漁獲圧係数が全く変わらないというところで、なぜそこがリスクにつ

ながって、漁獲圧が増えるから減らさなければならないのだということになるのか、その

辺の説明をお願いしたいと思います。 

○水産研究・教育機構(森氏) 繰越しのところで、例えばある年に残した量、翌年まず死

にますよね。残ったやつは成長もしますよね。ＡＢＣというのはどう決まっているかとい

うと、結局ある年に獲って、死んで、成長して、さらに加入が入ってきて翌年どれぐらい

かと計算しているわけです。そこに、獲り残し分が入ってくるのですよ。獲り残しと加入
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と成長、そういうバランスがあるのですよね。なので、加入がめちゃめちゃいい場合は、

当然加入の影響によってその後はちゃらになるのですけれども、加入がそうでもないとき

というのは、死んでいく量とかというのが結構効いてきたりして、やっぱりなかなかイ

コールにならないというのはあります。 

 今回、我々は、そういう死亡とか加入とか成長とか、そういう計算で難しい部分を入れ

て、どれぐらい獲り残したとき、翌年獲ってどうなるかななのですよね。 

 結局、先ほど沿岸の漁業者さんが言われたように、Ｆというのは今、低いのですよね、

こんな感じですから。これは沿岸に限らず、全体でどれぐらいの漁獲圧ですかということ

です。 

 現状であれば、正直、例えば当初のＡＢＣに対して、２０％とか３０％翌繰り越したと

しても影響ないわけですよ。それは、先ほど言ったように、示しているわけですよね。だ

からβ０.８であったら、例えば３０％全量獲り残したうちの、例えばＡＢＣの３０％翌

年繰越しを使っても影響はないですよと。 

 ただ、次長がおっしゃられたように、例えば、物すごく高い漁獲圧で実際に今年Ｆ

current だったら１０万トンそこそこ、１１万トンぐらいしか獲れないところを、翌年２

２万トン実際に獲ろうとすると、現状のＦがここだから、倍ぐらいＦを上げるという話に

なるのですよね。そこまで本当に獲るという場合は、当然沿岸漁業だったら、さっきのお

話だと、網を増やさなければいけないし、操業日数を増やさなければいけないし、そうい

うことまでして獲るというふうなシナリオのときは、さすがに獲り残しというのはなかな

か難しいですよと。 

 だけれども、今みたいに皆さん努力して、非常にＦを下げている。使っているときとい

うのは、正直、ここでいう、βでいうと０.８以下なわけですよ、現在。すると、３０％

以上でもきっと６割ぐらい以上にはなるわけですよね。だから、ここで残した場合という

のは、ちょっと表現が、書き方としては、では４.５万トン繰り越した場合というのと一

緒なのですけれども、要は、残して全部使うという意味ですから、実際は、状況によって

はもっと残したりするわけですよね。 

 今回はだから、ただ、なかなか計算するときに、先ほど言われたように、設定としてど

れぐらい繰越しできるかと、それを求められたので、そういう形で計算していますけれど

も、やっぱり運用の部分になろうかと思うのですよね。 

 結局、β０.８でも、本当にそんなに獲らないではないかということも当然あると思い

ます。何せ、現状がこういう状況ですから、β０.８で獲るということは、現状よりもか

なり漁獲圧を上げるということなのですよね。でも、今ここなので、現状であれば皆さん

がおっしゃるように獲り残しを、例えば３０％にしたところで大して影響は出てこない。 

 だから、これから出てくる、やっぱりどういうふうなシナリオでこれから漁獲するかに

よって、当然どれぐらいの繰越しができるかというのが決まるかなと思います。 

 我々は、試算上はやっぱりどうしても科学的に検証可能な形でせざるを得えませんの
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で、一定のデータに基づいて、どれぐらいの割合で繰り越して使った場合にどういう影響

が出ますかというのをお示しするのですけれども、当然そこには沿岸と沖合で分けるわけ

にもいきませんので、全量としてという形でしか示せないというのもあります。 

 あくまで、このあたりは今の漁獲圧と、これからどう使うか、そのトレードオフという

のですかね、そのあたりの関係性で変わるとは思います。 

○水産庁(神谷氏) 私、ちょっといいですか。 

 森さん、今の現状の圧力というのは、Ｆは幾つぐらいなるのですか。 

○水産研究・教育機構(森氏) そうですね。このあたりがＦcurrent になりますから、

０.５から６ぐらいですかね。 

○水産庁(神谷氏) そうしたら、１３ページですか。 

○水産研究・教育機構(森氏) ここですね。 

○水産庁(神谷氏) １３ページをちょっと皆さん見ていただいて、そこの将来の漁獲量の

平均値のところですね。今は実は０.５に相当するのが現状反映しているわけですよね。

今の獲り方そのままでいうとね。 

 だから、今の獲り方、もし皆さんがβ０.５というのを選ぶのであれば、どれだけ獲り

残しても全量大丈夫ですよと、繰越し大丈夫ですよと。それは沖底も沿岸も含めて、繰越

し大丈夫なのだけれども、ただ問題は、０.５では天井が低いので、天井はもっと高くし

たいと、できるだけβ１.０とかいうふうにしたいというときに、どっちのバランスを取

りましょうかというところになってくるわけですよね。そういうことなのではないかなと

思うのですけれども、どうですかね。 

○参加者 当初１００％の死亡係数とか入ったときのＴＡＣの考え方は１００％消化して

もいいということですよね。 

 森さんの話を聞いていると、１００％は消化しては駄目だ、みたいなことでの繰越し論

議になっているような気がするのですけれども。 

○水産研究・教育機構(森氏) ＴＡＣとＡＢＣと、これまでの評価とこれからの評価が

ちょっとごっちゃになっていると思うのですよね。 

 これからの評価に関しては、目標水準というものがあって、どういう獲り方で達成確率

を目指していきますかという形で、毎年毎年の予測される資源量に対して値が出てきてい

ると。この量は、この量を全部獲っても、毎年ですよ、毎年資源構造が変わるので、毎年

この量以下であれば、確率は大丈夫という感じで出ています。 

 今までというか、一昨年ぐらいまでは、いろいろシナリオがあって違うのだけれども、

現状を保持するのだったら、ここまで獲っていいですよとか、現状の漁獲圧ならここまで

獲っていいですよと。その中のシナリオからＴＡＣが選択されていたのですよね。ちょっ

と昔のＴＡＣとこれからのＴＡＣというのは大分違う。 

 これからのＴＡＣというのは、ここにあるように、Ｆを、このシナリオですよ、このシ

ナリオだと一定のＦでずっと獲ります。そのときに、１０年後どれぐらいの確率で目標を
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達成できますかという見方をするので、毎年毎年の資源構造に対して同じ漁獲圧がかかる

から、こんな感じで数値が動いていくわけですよね。 

 なので、例えばこの年、例えばですよ、ここで１２万７,０００トンだったとします

と。この年に例えばもっと獲ってしまったら、当然この年なんて、こんなに獲れないとい

うことになるわけですよ。結局、このあたりはこれからどういう漁獲シナリオで固定する

か、あと、先ほど言ったように加入量が大きく変動しますから、毎年毎年、資源評価し

て、新しい諸数値をお出ししますけれども、当然そのあたりを見ていきながらやることに

なるのかなと。 

 当然、リスクをどこで見るかというと達成確率なのだとは思います。例えば、皆さん考

えて、平均的に漁獲がこれぐらいで、要は、１０年後に悪くなる確率がどれぐらいでとい

うのを見ながら、どれぐらいの上限で考えるかということになるのかなとは思います。 

 ただ、今やっているものというのは、５年ごとに目標も含めて見直しというふうになり

ますので、今１０年先の確率を出していますけれども、大体２０２６年ぐらいには、これ

までの管理評価はどうだったのかという事後評価をやって、では目標はどうしますかとい

う見直し作業というのは、ここのあたりに入ってくるということになります。 

 これからのＡＢＣの見方と昔の見方とかちょっと違うので、そのあたりは少し注意深く

我々も説明尽くしたいと思いますけれども、どう獲っていくかですよね。 

 だから、さっき言ったように、すごく低く抑えておきましょうであれば、繰り越しても

影響はないけれども、例えばここまで頑張って獲りましょうなんてなると、ちょっとリス

キーですよということになります。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。 

 ほかに。どうぞ。 

○参加者 もう一回、繰越しの議論でしたいと思いますけれども、今、森部長が繰り越し

た分で丸々獲ると獲り過ぎになると。要は、自然死亡率の分が減りますよね、次に年に繰

り越すと。成長する分増えますよね。加入とおっしゃったけれども、加入は関係ないので

はないかと思うのですよ。新たに漁獲対象になった若い魚以上の魚が、今ここで言ってい

るところの４万５,０００トン獲らないで残ったのだから、新たに入ってくる来ないの数

字は入れなくてもいいはずなのですよ。その４万５,０００トン残して、２割自然死亡す

るだろうし、成長が１割するから４万５,０００トンの９割しか獲ってはいけませんよと

かいう数字の説明の仕方であれば分かりやすいと思うのだけれども、その自然死亡と成長

の度合いのバランスだとおっしゃいましたけれども、このバランスの双方の数字は出てい

るのですか。出るものなのですかね。 

○水産研究・教育機構(森氏) そうですね。計算上は頑張れば出るのではないですかね。

要は、年齢が変わることによって使う体重が変わって、要は、尾数ベースで計算かけます

から、要は、毎年どこの年齢にどれぐらいの漁獲圧が係るかというところを調整して、各

年齢の資源尾数、残存尾数が出てきて、そこが死亡して、成長してで翌年足すので、計算
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は恐らく出るとは思いますけれども。 

 結局、それが出たところで、例えば今皆さんが知りたいのは、例えば残ったやつのどれ

ぐらい翌年に影響なく獲れる量を知りたいということなのか、我々計算で出しているのは

結局そういうことも兼ねて、翌年全量獲った場合どれぐらい影響出ますかと出ているの

で、結果的には、ルールを作るときにあまり変わらないのですけれどもね。計算上そこが

変わるわけではないので……。 

○参加者 質問の趣旨は、５万トン繰り越して丸々獲りたいという希望だったけれども、

そうはなりませんよという話で……。 

○水産研究・教育機構(森氏) いや、それは言っていないですよね。５万トン獲り残して

獲るのだったらどうなりますかというのは出ていて、要は、５万トン獲り残して翌年５万

トン獲るのだったら、当初これぐらいのβにしておけばという、そういう世界ですよね。 

○参加者 だから、そこでβが出てくるから分かりづらいのですよ。このβ自体が予測が

難しいからといって幅を持たせた掛け目を入れていって、βが低ければ満度に獲ってもい

いですよと、この説明だから分からないのですよ。β０.４とか０.２にしておけば、何ぼ

でも獲れますよみたいな話ですから、だから、βはぎりぎりにして、再評価の頻度をなる

べく高めながらどこまでできるのか。 

 そして、今の自然死亡率だとか、それは分からないのであれば、何で先ほどの２２ペー

ジのこれが出てくるのかよく分からない。２１ページですか、これがきっちり出てくるの

かも分からないですよ。 

○水産研究・教育機構(森氏) 自然死亡率は計算をちゃんと入れているのです。 

○参加者 成長も出るんでしょう。 

○水産研究・教育機構(森氏) 成長も入っている。そういうものを全部計算して……。 

○参加者 その兼ね合いでこうだという説明をしていただけないと、分かりづらいと思う

のですよ。 

○水産研究・教育機構(森氏) 例えば、そういう御要望があれば、例えば５万トンこうい

う、例えばですよ、これ難しいのは、毎年毎年の年齢の構造が違うので、今年、２０２０

年にこれだけ残したら来年どうなりますかというのは計算できるのだけれども、例えば仮

定の話がどんどんどんどん難しくなっていくのですよね。 

 ２０２０年、今年、例えば資源評価の直近でＡＢＣがどのシナリオとるかにもよります

けれども、例えば先ほども言われたように、これから先皆さんと御議論してどういうふう

な獲り方をするかと決めていただかないと、我々もＡＢＣ計算できないのですけれども、

その上で、例えば当初のＡＢＣに対して５万トン繰り越したらどうなるかというのは出せ

ると。やっぱりそこをちゃんと設定していただかないと、我々も本当に何を計算できるか

という難しいところがあります。 

 そのあたりは、こういうふうにならないために水産庁さんと漁連さんでシナリオを設定

してくれということを我々は当初要望して、水産庁さんからいただいたのが先ほど示し
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た、ここなのですよね。繰越上限を出して、そのリスクを見せてくれと。なので、今回出

したのはまさにそれになります。その過程では、βベースの管理シナリオですから、まさ

にβをベースにした議論になるということで、我々は御提示しているわけです。 

○参加者 そこに今出た計算結果、３０％とか、２１ページのこれのそこの条件設定のと

ころで、今の話を先に言っていただかないと分かりづらいのではないかなと思いますよ。

今の、例えば６ページに年齢組成が出ているから、この組成であれば、こうだとか、ああ

だとか、変わってくるということですよね。 

○水産研究・教育機構(森氏) おっしゃるとおりです。 

○参加者 そうですよね。だから、それが違ってくるし、例えば今の状況であれば、こう

ですよとかという、その年によって違ってくるということですよね。 

○水産研究・教育機構(森氏) そうです。当然、その年の構造、例えば若齢が多いときも

あれば、高齢が多いときもありますよね。だから、どういう年齢構造のときにどういう計

算になるかというのは、それは当然変わる。だから、細かくいうと結構差が出るわけで

す。 

 我々が当初も言っていたように、この手の計算というのは非常に複雑になるので、条件

設定をちゃんとやっていただいて、我々に御提示くださいとお願いしたのは、そこになり

ます。我々が水産庁さんから提示されたのは、まさにここになるので、何％を繰り越せる

のかということで出しているわけですね。 

 今お話になったのは、獲り残し全量でいろいろと違うお話が出てきましたので、そうな

るとまた新たに何を知りたい、見たい、何のリスクを取りたいかというのを明確化してい

ただいて御提示いただければ、それをちょっと検討するということになると思います。 

○参加者 確認したいのですけれども、加入は関係ないということでいいですね。今の繰

越しで……。 

○水産研究・教育機構(森氏) 加入といっても、計算上ゼロ歳ではなくて、例えば今だっ

たら年齢別にＦがかかっているわけですよ。例えばゼロ歳、１歳、２歳、３歳、全部１０

歳＋まで、毎年毎年Ｆかかるので、翌年のＡＢＣというのは当然下のほうから加入は入っ

てきます。例えば沿岸漁業の方々だと、高齢しか見ないからというのはあると思いますけ

れども、我々が資源計算をやるときは、そのときに全年齢にかかっているＦベースで計算

かかるので、加入というのはさらにその将来予測の影響もありますから、影響があるので

すよ。だからやっぱり将来の確率を見なければいけないから、その年だけ獲っていいとい

うそういう話ではないのですよね。あくまで将来ＭＳＹを達成する親魚量を保持できるか

というふうに見るから、当然その年の加入が多い少ないというのも影響します。 

○参加者 いや、去年獲り残している漁獲対象の魚のトン数の話ですよ……。 

○水産研究・教育機構(森氏) だから結局、去年獲り残したやつは将来の親になるから、

やっぱり大事なのですよ。将来の親を見るときは、毎年毎年入ってくる加入も将来いるの

です。だから、計算上は全部入ってくるのです。 
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○参加者 それがよく分からないですね、私は。何度聞いても。 

○水産研究・教育機構(森氏) だから、要は、将来というのを今度見るのですよ。だか

ら、結局１０年先にいい水準で親魚量を残さなければいけないというのが新しい、１０年

というのもまだこれから決める話だと思いますけれども、そういう見方をするので、計算

上は結局複雑になってきます。 

○参加者 すみません。感覚論ですけれども、さっき言ったのは、本来獲ってもいいとい

うか、獲っても大丈夫と言われている分の中から、残したのだから、今の自然死亡と獲り

残したものも成長でプラスになる部分と、本来それが卵を産んで、将来に本来獲ってもい

いということで、なかったはずのものが卵を産むというさらなる将来のプラスもあるはず

なのだけれども、先ほどの議論を来ていれば、肝心な部分は将来のベースで話をするし、

それで直近のところにいけば、資源の再評価をすれば倍も２倍も半分になったりとかと、

大きく変動しているわけですよ。 

 だから、ここのところでなぜ急にここは将来論が飛び抜けて１０年後の将来論をここの

部分に適用されて、翌年で繰越しはずっと繰り越す話ではなくて翌年で打ち切りの話です

から、その時点で評価されるので、なぜここで１０年後のそこを妙に気にし過ぎた数字に

するのかが、そこも理解できないのですよ。多分おられる方の理解できない部分は、そこ

もあるのではないかなと思うのですけれども。 

○水産研究・教育機構(森氏) １０年気にするかどうかは、この後決めていただく話かと

思います。 

 我々が言っているのは、あくまで将来的にＭＳＹを達成するという、そういう目標を

ハーベストコントロールにあるのであれば、そういうことを考慮しなければいけませんよ

ということなのです。我々がそうしてくださいと言っている話ではないのですよね。あく

まで獲り方というのは、国の新しい方針に基づいて、一定のルールに基づくとこういう形

ができますというのを我々は御提示しているわけです。その中でどう獲るかというものを

皆さんと関係者が議論すると。その中でどう獲ったときにどういうリスクがありますかと

いうのを出すのが我々の仕事だと思っています。 

 だから、例えばさっき言ったように、獲り残しを、例えば何万トンだとなかなか難しい

わけですよ、そのときの資源量が違うから。なので、何十％にしてくださいというのは、

きっとそういうことです。では、３０％を翌年全部繰り越すというふうにもし運用するの

だったら、当初設定はどれぐらいにしておいたら大丈夫ですかとか、それに対して我々は

これぐらいなら大丈夫ですよというふうなリスクを示していると。あとは、やはり皆さん

でどのように獲るかというのを御議論いただいて、それに対して我々が、それに対しては

こういう形ですという提示になると思うのですよね。 

 やっぱり獲り残した量を使いたいというのはよくわかります。例えば５万トン獲り残し

たら、翌年実際にそれが使えるのというのはどれぐらいのトン数というのは、それはある

とは思うのですよね。それを知りたいというお話であれば、それについて、例えば計算し
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て出せるものかという検討はしますし、きっと出せるとは思います。それが御要望であれ

ば、当然それはできるのですよね。だけれども、それとルールを作るところとはまた別の

話なので、そこはまた別途議論かなと思います。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。 

 ほかにありますか。ちょっとあれですね、単純な繰越しがなかなか科学的にというとこ

ろはまだ皆さんしっくりいっていないかもしれませんけれども、多分そこは事実なのだろ

うと思うのですよね。 

 まだ、明日もやりますけれども、一応そういったものを受けて、水産庁のほうでどうい

うことを考えているかというものも今説明させてもらえればと思います。 

 魚谷さんお願いいたします。 

○水産庁(魚谷氏) では、資料５に基づきまして、スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリ

オ、あるいは目標についての御説明をいたします。 

 表紙をめくっていただいて、スライド番号で３ページが、まずスケトウダラの資源評価

のおさらい、これまでとこれからの比較ということで書いてございます。 

 ２０１９年の親魚量推定値ですけれども、これが３０万２,０００トンということに

なってございます。それで、資源評価のこれまでとこれからの比較という形の表ですけれ

ども、まず下回ってはいけない資源水準の値ですが、これまでについては親魚量１５万

１,０００トンがＢlimit と呼ばれてきたものですけれども、この基準に基づいて管理を

行ってきたということでございます。 

 これからですけれども、こちら法律で使われている言葉で限界管理基準値と呼ばれてい

るものですが、ここを下回ってはいけないということで、親魚量１５万１,０００トン

は、これまでのＢlimit と同じ値になっております。 

 続きまして、回復・維持する目標となる資源水準の値ということで、これまではこうい

う値というのは目標として定められていなかったわけですけれども、今後について、これ

は改正漁業法の中で使われている言葉としては、目標管理基準値と呼ばれているもので、

こちらが親魚量２２万８,０００トンということになります。 

 目指す方向として、これまで１５万１,０００トン、Ｂlimit への回復なり維持という

ところを目指してやってきたわけです。管理を行ってきたわけですけれども、今後につい

ては、先ほどの親魚量２２万８,０００トンの目標管理基準値を目指した管理を行うと。

その中で、表右下の欄のありますように、５０％以上の達成確率で親魚量２２万８,００

０トン以上に維持すると。２０１９年時点では、もうこの目標管理基準値を上回っている

状態ですので、これを維持するということを目指して管理をしていくということでござい

ます。 

 漁獲量は、直近、年９万トンというレベルですけれども、ＭＳＹとしては１７万１,０

００トンが、先ほどの親魚量２２万８,０００トンのレベルに維持すれば平均的にはこの

１７万１,０００トンという漁獲が揚げられる状態になるということでございます。 
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 漁獲の強さ（ＭＳＹ水準比）で、先ほど０.５６なり０.６という話がありましたが、近

年０.４８というレベルにあるのを今後どうしていくかというのを皆さんと議論して決め

ていきましょうということでございます。 

 何ページか飛んでいただいて、６ページになります。 

 こちらが管理についてのこれまでとこれからの比較ということで、先ほどの評価の部分

と重複する部分もございますけれども、まず、資源管理の目標ですけれども、これまでは

Ｂlimit への回復、あるいは維持を目標にしてきたということが、今後はＭＳＹ最大持続

生産量の達成水準の親魚量の目標管理基準値への回復なり維持を目指すと。さらに、乱獲

の防止ということで、限界管理基準値が１５万１,０００トンになりますが、これを下回

らないように管理をしましょうということです。この限界管理基準値を下回った場合に

は、法律に基づいて資源再建計画というのを策定するということになります。 

 続きまして、資源評価手法ですけれども、これは基本的には年齢別の資源量推定という

ことで変わりません。ただ、加入量の仮定について、今後、先ほど森部長からも説明あり

ましたように、ホッケースティック型といった形での理論値を使うということでございま

す。 

 続きまして、漁獲シナリオですけれども、これは漁獲圧力一定、これまでですね。あ

と、「Ｂlimit を上回る達成確率というのは５０％未満も可」と書いてございますが、確

率については特段意識をされてこなかったというところでございますけれども、今後につ

いては、基本系の漁獲管理規則で言いますと、漁獲圧力一定ですけれども、先ほどの限界

管理基準値、スケトウダラ太平洋系群では１５万１,０００トンを親魚量が下回れば、漁

獲圧力は直線的に下げると。要は、禁漁水準まで直線的に下げていくという形になりま

す。あと、目標管理基準値を上回る確率は、５０％以上ということで設定をしていくとい

うことでございます。 

 続きまして、ＴＡＣ（ＡＢＣ）の算定方法ということで、ＡＢＣの範囲内でＴＡＣを設

定するというところは、近年もう既にやってきている形ですので、今後も変わりません。

変わるところが、これまで毎年複数の漁獲シナリオと漁獲シナリオごとに二つのＡＢＣが

ＡＢＣの target と limit の二つでございますけれども、出していたと。 

 結果、複数のＡＢＣが出てきて、そのＡＢＣの最大値の範囲内でＴＡＣを設定してきて

いるということでございますけれども、今後については、あらかじめ資源管理の目標、先

ほど来出てきております目標管理基準値と限界管理基準値を定めるということ。 

 もう一つ、あらかじめ定めるものとして漁獲シナリオと。これは目標達成するために漁

獲の圧力をどういうふうに調整していくか、どういう漁獲を行っていくかということで、

先ほど来、βの値の話がございましたけれども、そういうことをあらかじめ決めると。 

 漁獲シナリオについては、定期的に見直しでございます。これは資源管理基本方針、法

律に基づく基本方針にも書かれていますけれども、おおむね５年度めどに見直しをすると

いうことですが、資源の状況に大きな変化等あれば５年以内でも見直しすることが、そう
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いう可能性を排除されているというものではございません。 

 漁獲シナリオに則して毎年一つのＡＢＣが算出されて、それに基づいてＴＡＣを設定し

ていきましょうということでございます。 

 最後、ＴＡＣの配分は、基本的に実績を考慮して配分、大臣管理、知事管理という形で

配分するというところは、基本的には今後もこれからも変わりません。 

 一方で、これからのところに赤字で「実行上の柔軟性を高める措置」とございますが、

現状で考えているものとしては、国のほうで留保枠を設けて、そこから漁場の形成とか漁

獲の積み上がりに応じて配分をするとか、あるいは都道府県間、あと大臣管理漁業と都道

府県との間での枠の融通というところも活用しながら、こういう現場での支障が生じない

ような柔軟性を高める措置ということで現時点では考えております。 

 ほかにも、いいアイデアというか、法律の範囲内でやれることがあれば、皆さんからア

イデアをいただいて検討していきたいというふうに考えております。 

 続きまして、スケジュールについては８ページ、９ページにございますけれども、先ほ

ど御説明しましたので説明は省略をいたします。 

 漁獲シナリオの内容についてでございます。 

 項目としては１２ページに載せてございますけれども、スケトウダラの太平洋系群につ

いては、ページで言いますと２１ページ、２２ページが太平洋系群のものでございます。 

 それで、シナリオの提案ということで２１ページでございます。 

 まず、２０１９年の親魚量は、目標管理基準値以上にあるということがございます。そ

ういう中で、これはほかの魚種等も基本的には共通する考え方ですけれども、１０年後に

親魚量が目標管理基準値を５０％以上の確率で上回るスケトウダラ太平洋系群について

は、維持する漁獲シナリオを選択するということでございます。 

 あと、先ほど来議論になりました繰越しに関して、水研機構のほうに行っていただいた

試算では、β０.９、０.８５、０.８とした場合、それぞれ当初ＴＡＣ、これがＡＢＣに

なりますが、それの５％、１０％、１５％までであれば適切な漁獲の強さを上回らない

と。要は、繰越しをした後の翌年の漁獲の強さが適切な強さ、Ｆmsy を上回らないという

形になってございまして、そういう形での助言というか、試算結果になっているというこ

とでございます。 

 基本的にこういった状況を踏まえまして、水産庁からの提案としては、上の四角の一番

下のポツに書かれてございますけれども、漁獲シナリオとして、βを０.９として繰越し

の上限を当初ＴＡＣの５％とする。二つ目の案として、βを０.８５として繰越しの上限

を当初ＴＡＣの１０％とする。三つ目として、βを０.８として繰越しの上限を当初ＴＡ

Ｃの１５％、このいずれかにしてはどうかということでございます。 

 βとして０.９なり０.８を獲った場合、初年度２０２１年漁期のＡＢＣ、これがＴＡＣ

になるであろう数字ということになりますが、０.９の場合は２０万８,０００トン、０.

８の場合は１８万９,０００トンとなります。二つ目のシナリオの０.８５の場合は、この
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間の中間の数字ということになります。下は、水研さんのほうで試算いただいた繰越しに

関する試算結果を載せてございます。 

 続きまして、次の２２ページ、これは繰越しについて具体的に５％、１０％、１５％と

いった上限を適用した場合に、実際どういう繰越しの数字になるのかというところを、直

近５年分、平成２６年から３０年漁期の実績に適用して具体的にどういう、何トン繰り越

せるのか、あるいは未利用分、使わなかった獲り残しの分に対してどれぐらいの量が繰り

越せるのかという繰越率を試算した結果でございます。 

 縦に平成２６年から３０年まで載せてございまして、区分としてはそれぞれＴＡＣ全体

と沖底と北海道知事分ということで、配分の数量とその結果残った量が２列目、３列目で

すか、ございまして、あと、右側にいって、上限が５％の場合、上限１０％の場合、上限

１５％の場合ということで繰越しできる、繰越しされる量と未利用分に対する比率という

のが、右側にそれぞれ掲載しております。 

 ですので、例えば繰越しを当初ＴＡＣの１５％という上限に設定した場合については、

過去５年の実績に照らすと、沖底、北海道知事分、それぞれ残した量の３割から５割強ぐ

らい繰り越せるということになります。例えば直近年平成３０年の実績で言えば、沖底が

１万４,０００トン、北海道が１万１,０００トンの繰越しとなります。これが１５％の場

合で、それが１０％、５％となるに従って１０％の場合は２割から４割弱、直近５年の実

績の場合ですけれどもなりますし、上限５％の場合は１割から２割弱という形の繰越率、

これはあくまでも使わなかった未利用分に対してこの割合ぐらいが繰り越せることになり

ますという形でございます。 

 水産庁としては、このβ０.８、０.８５、０.９に応じて、１５％、１０％、あるいは

５％という形での繰越上限を組み合わせたシナリオ等のいずれかにしてはどうかというの

が水産庁からの御提案でございます。 

 私からの説明は、以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 また明日もやりますけれども、今日いろいろ質問あれば、よろしくお願いいたします。 

 ２２ページの説明が早過ぎて分からなかったのではないかなと思うのだけれども、大丈

夫かな。 

○水産庁(魚谷氏) では、再度詳しくやりましょうか。 

 先に質問。 

○水産庁(神谷氏) では、お願いします。 

○参加者 先ほど、ちょっと本流から離れる部分なのですけれども、先ほどの資料の６

ページで、ＴＡＣの配分というところで、室長のほうから実行上の柔軟性を高める措置と

いう話がございました。ここで、留保などという話があったのですが、イワシなどでは、

例えば２割とか２割５分とか留保されていると。スケトウダラにおいてもこの留保が、例

えば２割される、２割５分されるという話になると、また全体が全然変わってきますの
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で、ここは慎重な扱いをお願いしたいと思います。よろしくどうぞ。 

○水産庁(魚谷氏) ここの実行上の柔軟性を高める措置は、一般論としてこういうのがあ

りますという御説明として申し上げたものでございまして、留保をどうするかとか、融通

をどこまでどういう形でというのは、魚種ごとにいろいろな事情、あるいは資源特性があ

ると思いますので、それは魚種ごとにきちっと検討した上で決めていくということでござ

います。 

○参加者 よろしくお願いします。 

○水産庁(神谷氏) では、どうぞ。 

○参加者 先ほどちょっと森さんのときに聞けばよかったのかなと思うのですが、繰越し

の情報の中に、産卵行動によるところの何代か先までの資源の評価というのは含まれてい

るのでしょうか。それとも、ただ単に重量ベースなのでしょうか。 

○水産研究・教育機構(森氏) すみません、もう一回質問を、後半が聞き取れませんでし

た。 

○参加者 すみません。この繰越しの評価について、例えばその年の産卵行動によるとこ

ろの再生産の数量というのは出てきますよね。その後の……。 

○水産研究・教育機構(森氏) 産卵行動というのは、例えば産卵するしないとかという…

…。 

○参加者 そうです。繰越しの情報の中に、例えば抱卵期、無抱卵期の情報は勘案された

情報ですかという。 

○水産研究・教育機構(森氏) 基本的には、産卵行動は親魚量に対して再生産関係に基づ

いてはじいていくので、毎年毎年の、例えば自然変動とか何かそういうものによる産卵す

るしないというのは、平均値と、あと分散という形では計算上は入っていくのだけれど

も、細かく、そういうふうにしないとか、確定的なものは入らないですね。ただ、一定の

親魚量に対して一つの値がこれから入るわけではなくて、過去に観察されたばらつきは全

部入って計算されます。 

○参加者 分かりました。ありがとうございます。 

○水産庁(神谷氏) ほかにありますか。 

○参加者 魚谷室長にちょっと質問があるのですけれども、今までの説明の中で、今日は

特に管理基準値を提案されているのですけれども、限界管理基準値を上回るように、もし

くは下回った場合は漁獲圧を直線的に下げるということで、いろいろ示されているのです

けれども、今日の資料の中では、親魚量が限界管理を下回るかどうかの判断が２０１９年

の値を示されていたかと思うのですけれども、例えば四角の３ページ目ですか、緑の資料

ですよね。スケトウダラの太平洋だと、限界管理基準値が１５万１,０００トンからとい

うのを示されていて、２０１９年が３０万２,０００トン、今は上回っているから大丈夫

ですよという説明だったのですけれども、これでよかったですか。 

○水産庁(魚谷氏) ２０１９年の資源量は３０万２,０００トンで、限界管理基準値だけ
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ではなくて、目標管理基準値である２２万８,０００トンも上回っている状態ということ

です。 

○参加者 評価ではこれでいいかと思うのですけれども、２０２１年の漁獲量を計算する

に当たっては、２０１９年の親魚量が関係するのですか。 

○水産庁(魚谷氏) 漁獲量自体はβをその年、その年の予測される資源量に乗じて水研機

構さんのほうで示していただいた将来予測の形での将来の漁獲量の平均値というところか

ら引っ張って、それをＡＢＣとしているという。 

○参加者 このあたりが、恐らく今日参加されている漁業者さんとかも、２０２１年の漁

獲量を決める、しかも２０２１年のＦを決めるときに、２０１９年の親魚の状況から、親

魚が下回っていると係数を掛ける、いわゆるγなのですけれども、γの値は僕が勉強して

きた中だと、２０２１年の親魚量だと思うのですけれども、だから要は、２０１９年に親

魚量が限界より下回っていても、２０２１年にいい加入が２回入ってくるから、２年後に

は親魚量が限界を上回っているのですよというのであれば、直線的に係数γが係らないと

思うのですけれども、このあたりがごっちゃになって説明しているのかなと。僕の間違い

だったら申し訳ないのですけれども、ここをしっかりと漁業者には説明したほうがいいか

なと思って、ちょっと質問しました。 

○水産庁(魚谷氏) 少なくとも太平洋系群については、限界管理基準値を下回っていない

ので、直線的に下げるという操作が全くやっていないというふうに理解をしています。 

○参加者 そうですね。太平洋だと、僕が資料を読んだ限りだと、２０１９年の親魚量は

３０万２,０００トンなのですけれども、２０２１年は３５万トンになるので、限界より

も上回っているから、そういった操作は行われないということなのですけれども、そう

いったことはこちらの今の資料だと一切書いていなかったので、これから説明するときに

は、今現状の親魚量は２０１９年はこの値、２０２１年はこのくらいに予想されているの

で、こういう計算になりますという、もう一段階置いてもらったほうが、今後説明すると

きに混乱しなくていいかなと。 

 例えば親魚量が今上回っていても、２年後下回るから下げたいのだとしたい場合に、今

の資料だと一切それがないので、何で下がるのだという話にもなってくるので、今後のこ

とを考えると、親魚量は２０１９年と２年後の２０２１年の分を両方示されたほうが分か

りやすいかなと思いました。 

○水産庁(魚谷氏) ありがとうございます。 

 このβを下げるというところは、ほかの魚種でも、例えば端的に言うとマイワシの対馬

系群なのですけれども、限界管理基準値を下回っていて、β０.８と書きつつも、実際に

かかっている係数は直線的に下げた数字で０.４４とかがかかっていますというのが、分

からない形で出すと、何でこんな低いのだという、そういう議論が確かにございました。 

 これは、こちらのシナリオの資料、あるいは評価書というか、資源評価の結果のほうで

も、ここはβ０.８と言いつつ、下回っている年については下げたβを掛けていますよと
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いうのは分かるような形でお示しすることは大事だと思いますので、今後ちょっと工夫を

したいと思います。 

○参加者 お願いします。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 ほかにありますか。 

 今日で十分消化できたとは思えませんし、納得いかないと皆さん思っている部分もあろ

うかと思います。特に繰越しですね。何で全量繰り越せないのだというようなところです

ね。そういったものも含めて、明日また議論させていただきたいと思っております。 

 ただ、我々水産庁のほうで提案した２１ページかな、ここを見ていただくときに、それ

ぞれのお立場に立って数字に置き直して、また見ていただければと思います。 

 特に沿岸が安心して繰越しができればいいと、繰越しができるようにしたいという部分

というのが、この数字の中で具体的に何トンになるのだろうというような部分もいろいろ

関係者と見て相談していただければ、また見え方も少し違ってくるかとは思います。そう

いったものも含めて、明日また議論を継続させていただきたい思います。 

 それでは、今日のところは一応これでおしまいということにして、明日１０時から今日

の太平洋系群の続きと日本海系群の議論に進めさせていただきたいと思います。 

 今日は、どうもありがとうございました。 

 本日は大変お疲れさまでした。 
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【11 月 11 日(水)】 

 

※１日目の総括  

(３)漁獲シナリオ案について（続き） 

○水産庁(神谷氏) おはようございます。 

 定刻になりましたので、２日目の検討会を開始したいと思います。 

 それでは、最初に、昨日の議論をちょっと私のほうで総括させていただきます。 

 昨日行われたことですけれども、これはまた後で記録か何かにはちゃんと書かれます

ね。今とりあえずこのように書いておりますけれども、皆様のお手には後刻は渡るように

いたします。 

 まず最初に、ズワイガニの北海道西部系群、オホーツク海南部系群、スケトウダラ根室

海峡系群、オホーツク海南部系群のそれぞれについて、水研機構から、資源評価の更新、

前回会合からの宿題事項の検討結果について説明と、水産庁から漁獲シナリオの案を説

明、意見交換の形で議論を進行いたしました。 

 ズワイガニ北海道西部系群については、水産庁より資源量指標値、カニカゴ漁業による

標準化ＣＰＵＥを用いて、その他の目標となる値を定めることとし、その値を１.０付近

とすること、２０２１年漁期のＴＡＣは前年同量の４３トンとすることを提案いたしまし

た。一応特段の異論なく、今後の手続を進めていくこととなっております。 

 ズワイガニのオホーツク海南部系群につきましても、水研機構からの科学的助言を踏ま

え、水産庁より資源量指標値、調査船による漁獲対象資源口幅９０ミリ以上のオスの分布

密度推定値を用いて、その他の目標となる値を定めることとし、その値を２０１７年の推

定値である５キログラム／平方キロメートルとすること。 

 ２０２１年漁期のＴＡＣは、前年と同量の１,０００トンとする。ただし、２０２０年

漁期の漁獲状況によって数字を変える可能性があることを提案し、特段の異論なく、今後

の手続を進めていくこととなりました。 

 ３番、スケトウダラ根室海峡系群については、同じく水研機構からの科学的助言を踏ま

え、水産庁より、資源量指標値、これは近年の漁獲の主体であるスケトウダラ刺し網のＣ

ＰＵＥを用いて、その他の目標となる値を定めることとし、その値を２０１９年の推定値

である０.７１トン／隻日とすること。２０２１年漁期のＴＡＣは前年と同量の２万トン

とする。ただし、２０２０年漁期の漁獲状況によって数字を変える可能性があることを提

案し、これも特段の異論なく、今後の手続を進めていくことに同意が得られました。 

 ４番の、スケトウダラオホーツク海南部系群については、これも水研機構からの助言を

踏まえ、水産庁より、資源量指標値として、掛け回しのＣＰＵＥを用いて、その他の指標

は過去の平均水準である１網当たり３.４１トンとすること。２０２１年漁期のＴＡＣは

５万６,０００トンとする。ただし、２０２０年漁期の漁獲状況によって数字を変える可

能性があることを提案。これも今後、これに基づいた手続を進めることに同意が得られた



－ 55 －

と思っております。 

 その後、スケトウダラ太平洋系群につきまして、水研機構より資源評価の更新結果及び

第１回検討会での指摘事項への検討結果を説明し、水産庁より漁獲シナリオの案について

説明。本日も引き続き議論する前提で質疑を行いました。 

 参加者から出されました質疑の幾つかをピックアップしますと、獲り残し分は全量を繰

り越しできるようにしてほしいという要望。繰り越し数量の計算方法についても、もう少

し納得がいくような説明をしてほしい。さらに、沿岸漁業については、獲れるときには安

心して操業できるような繰り越しにしてほしいという要望が出されております。また、こ

のほかにも、資料の表現ぶりについての指摘や、事実関係の確認等の質疑を行ったところ

でございます。 

 以上が、昨日までの経緯ということで認識しております。 

 本日は、今日また新たに出席されました方々もおられますので、再度、水研機構さんの

ほうから手短に、資源評価結果、特に繰り越しやＴＡＣのあり方について説明していただ

き、水産庁から再度、漁獲管理規則や管理目標などについて説明して、昨日に続いて議論

を進めさせていただきたいと思っております。 

 それを午前中に済ませまして、午後からは日本海系群についての議論をしていきたいと

考えております。 

 以上のところで、何かございますでしょうか。 

 それでは、ないようですので、まず、水研機構さんから再度の説明、よろしくお願いい

たします。 

 質疑応答のときは、またマイクを用いての御発言をお願いしたいということです。これ

はｗｅｂで聞いておられる方々もおられますので、そういう御配慮のほうをよろしくお願

いいたします。 

 森さん、よろしくお願いいたします。 

 

(３)漁獲シナリオ案について（続き） 

○水産研究・教育機構(森氏) おはようございます。 

 水産研究・教育機構底魚資源部長をやっております森と申します。本日もよろしくお願

いいたします。 

 コンピュータの作業がありますので、着席して発表することを御容赦いただければと思

います。 

 まず、手短にというお話しでございましたので、概略については簡単に、今回、まず太

平洋系群のほうからお話いたします。４トンまでいる集団で、これは評価単位とか、その

あたりはずっと変わっておりません。 

 漁獲量でございますが、２０１９年、図でいう全て一番右でございます。近年、ずっと

減少傾向でしたけれども、２０１９年、下げどまって少し増加ということでありますが、
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それでも２０１５年以前に比べると低い水準にとどまっております。長期的な傾向として

は、４島及び東北の漁獲量が大きく減少しているというのが長期的傾向でございます。 

 これは漁獲量、重量ですけれども、資源評価は尾数ベースで計算いたしますので、尾数

にあらわすと下の図のようになります。下の図も、ちょっと形は違いますけれども、２０

１０年ぐらいを境にどんどん漁獲尾数自体は減ってきて、一昨年が過去最低、２０１９

年、少し戻したという形になります。 

 ここにあります２０１９年漁期、３歳魚というのがようやく見えてきて、これが、後で

説明いたしますが、本年度の資源評価の上方修正の一つの要因になります。 

 これは皆様の漁業から得られる、海で獲ったときの密度的なものをあらわすものとし

て、ＣＰＵＥというもので示しております。沖底さんの場合は、長期的にはほとんど安定

しておりますが、直近だけ見ると、２０１７年とか１８年にかけて、やはりちょっと下

がって、２０１９年は少しもとに戻っているというのが特徴でございます。 

 沿岸、特に襟裳以西の固定式刺し網でございますが、非常に豊漁であった２０１０年と

か、このあたりが高くて、しばらくいい状態が続いていたのですけれども、その後、減少

傾向になって、２０１６年からはほぼ横ばいです。ただ、月による変動というのはあっ

て、近年、比較的１０月、大きくばらついているという傾向がございます。あと、漁期の

最後、１月がどんどん減っているという傾向がございます。 

 これが本年度の資源尾数の推移です。ここは昨日もちょっと話題になりましたので詳し

く御説明いたします。 

 長期的には、青で示しているのが加入、ゼロ歳で加入してくる計算になっておりますの

で、毎年毎年、これが新規に入ってくる量が下の青になっております。白抜きの部分は何

かというと、同じゼロ歳なのですけれども、計算で、こちら側でやっている計算とここで

やっている計算はちょっと形が異なっているので、色を分けています。この２００５年か

らをこちらでちょっと書き出しているのですが、通常、もともとこの手法というのは、こ

の魚種に限らず、どうしても評価を更新するたびに、直近５年ぐらいは大きく振れるとい

う傾向があります。特にスケトウダラ太平洋側系群の場合は、最近、子供が、特にゼロ

歳、１歳、２歳が、どうも日本の根室よりも東の海域に多く分布するようでして、なかな

か日本における調査とか漁獲データではうまく推定できないという問題が発生しておりま

した。 

 そこで、調査、断片的な情報から、大体近５年ぐらいの平均を当てて計算していたので

すが、そうなると、見ていただければ分かりますように、２０１０年から１３、１４、１

５までは低いのですね。今までこれぐらい、結構高いところで加入があったのですが、こ

こ５年、非常に加入がよろしくなくて、結果的に低い値が入っていたと。それで、去年の

評価でＡＢＣが大きく下がったということになります。 

 一方、今年、やはりこの問題、平均を当てるのはどうかという議論もありまして、過去

にやっていた調査のデータの取り扱いとかを見直して、直近年、この３か年については、
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調査データから少し推定するという方式を新たに組み込んでおります。 

 その結果、形、ここの一番左は今年、計算で入ってきて、これが昨年、３歳が増えたか

らということで、データ的に情報修正された部分で、ここ、２０１７年、非常に大きく

なっているのは、調査データから推定した結果、これぐらい。ただ、２０１８年と１９年

というのは、調査から推定しても余り大きくないので、それほどここは変わっていない

と。 

 実は去年と今年の評価で大きい差は、この二つです。２０１７年と１６年級が上方修正

されたことによって資源量が上がるというのが大きい要因になっております。 

 長期的に見ると、２００５年、近年最大級の卓越がここで入ってきておりますので、２

００５年から２０１０年ぐらいにかけて非常に高い資源尾数でした。その後、２００７年

級まではいい加入があったのですけれども、２００７年と２００９年もそうですね。一気

に加入がよくなくなって、資源が減っていきます。近年ですと、２０１４年、そしてよう

やく２０１６年が、去年、３歳魚で結構獲れてきましたので、それなりに加入があったと

いう判断になって、資源は大きく上方修正されたということになります。 

 長期的に見やすくしたのがこちらで、上の青が資源量の推移で、緑が管理基準になりま

す親の量の推移、赤が資源に対して漁獲量がどれぐらいの割合であったかというのを示し

ます。資源量は、大体先ほども言いましたように、２００９年、１０年あたりに最大で１

４０万トンぐらいになりましたが、その後、加入が悪いので下がっていくと。先ほども示

しましたけれども、２０１７年とか１６年、そこそこの加入があったので、ここで少し増

えます。ただ、その後、２０１８、１９の加入がちょっと振るわないようなので、ちょっ

とまた下がるというのが資源量全体の挙動です。親魚量は、やはり渡島とかでよく獲れた

２０１０年前後に非常に高い値、最大で５５万トンに達するのですが、その後、やはり加

入が悪かったことで減っていって、近年横ばいで、ちょっと上がりました。 

 漁獲割合なのですけれども、近年、連続して大きく下がってきております。これは２０

１０年ぐらいから皆さんいろいろな御努力をいただいて、漁獲が余り上がらないような制

限をいただいているという効果もあると思いますし、近年、特に魚の分布がなかなかうま

く漁場に入らないということもありますので、結果的に漁獲割合が下がったままという形

になっております。 

 資源を大きく変動させている要因が、加入量と再生産成功率。再生産成功率というの

は、卵から漁場に入るまでの生き残り、子供のころの生き残りと思ってください。基本的

にこの黒丸がその生き残りをあらわすのですけれども、生き残りがいいときはやっぱり加

入量がいいのですね。ですが、２０１０年から１５年まで、非常に低い、要はほとんど生

き残れないような、そういう悪い状況だったようで、結果的に加入量も低くなっておりま

す。これが最近の３か年なのですけれども、２０１６年、１７年、ちょっとよくはなって

いるのですけれども、過去のこういう爆発的にいいような再生産成功率はなかったという

のが近年の状況です。 
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 これが資源評価、新しいもので、次からがそれをベースにした新しい考え方で、前回の

宿題１になりますけれども、更新したらどうなるかなのです。まず、これが親と子供の関

係性です。下が親、縦がそのときにどれぐらいの子供が出たかということなのですけれど

も、見ていただければ分かりますように、ものすごく同じ親、例えば２０万トンいたとし

ても、最大で四、五倍ぐらい変わるぐらいふれます。このふれというのは、環境変動によ

るもので、ふれてくるということで、今回、令和が使うデータは、これら、過去にふれた

幅も含めて計算に使っていくということになります。このあたりの関係性はデータ更新し

てもほとんど変わりませんでした。 

 ＭＳＹというのは、結局、どれぐらいの親の利用で維持したときに漁獲が期待できます

かというところから、一番平均的に漁獲量が高くなる親の量を調べましょうということに

なります。非常に難しい解析を行うのですけれども、ここは結果だけお示しします。スケ

トウダラの場合、親を大体２２万８,０００トン、２３万トンぐらいにしておけば、平均

的に期待できる漁獲量は、大体１７万トンぐらいが期待できますよと。ただ、これは平均

なので、結構実際の値はふれると思います。要は１５万とか１８万、１９万とか、ふれる

のですけれども、長期的に見て平均すると１７万トンぐらいが期待できると。 

 限界管理基準値というのは何かというと、昔、Ｂlimit とか言っていた、要はここより

も下がったらちょっと大きく漁獲を下げましょうという、そういう域値になりますけれど

も、それに関していうと、基準としては、実は前回、今まで従来から使っていたものと、

今回提案するものは一緒で、過去最低の値にしましょうとなっています。 

 禁漁水準というのは、これまで太平洋側系群では設定しておりませんでしたが、今回の

新しい基準では設定せざるを得なくなりましたので、一つの基準として６万トン。そのと

きには７万トンぐらいの漁獲は期待できるのですけれども、６万トンを下回ったら、

ちょっと禁漁とかを考えなければいけないですねというふうに今回設定させていただいて

おります。ただ、今まで、過去、この１５万トンを下回ったことはないのがスケトウダラ

でございます。 

 神戸プロット、これが現在、これから、例えば今までやっていた水準動向に変わる新し

い資源の見方になります。点が赤にある部分は余りよろしくないと。緑の部分はいいです

よと。黄色の場合は注意してくださいというふうな見分けになります。これ、縦軸が漁獲

の強さ、上に行けば行くほど適正な漁獲よりも高いですよと。だから１以下であれば非常

にいい漁獲状況です。横軸が親の量、１より上であれば、目標とするＭＳＹの新魚量を上

回って安全ですよ、左側にあるとちょっと少ない、そういうふうな見方になります。 

 現在、ここにありますので、親の量も漁獲圧も適切であると。長期的に見ると、過去に

非常に高いフェーズはあったのですけれども、おおむね親の量としてはいい状況で管理さ

れていて、近年に関していうと、漁獲圧も適切ですよというのがスケトウダラ太平洋側系

群の評価になります。 

 ここに漁獲管理規則、これから議論するものなのですけれども、我々のほうが基本的に
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推奨するものとして出しているのが、このラインで漁獲圧を考えましょう、なのです。な

ので、現在、ここら辺に点がありますから、要は今、我々が推奨した漁獲圧は、今とって

いる漁獲圧よりももっと獲っても大丈夫ですよというのを推奨しているわけです。ただ、

最近、なかなか水温の状況とか分布の状況が偏ったりうまくいかないので、現実的には、

獲りたくてもここまでＦが上げられるのかという議論もございます。今は非常に我々が推

奨するものが、例えばこれから先、出ますが、β＝０.８ぐらいではあるのですが、０.６

から０.５ということで、非常に抑制的な利用の仕方を今しているということになりま

す。 

 これが将来予測です。これから新しい評価では、ここに確率とありますが、この確率と

いうものがすごく大事になります。今までは、例えば計算式のように、一つの値を入れた

ら１個の値が出るという形での評価だったのですが、これからは、加入とか、そういう不

確実性というものを考慮して、基本的には目標に対してどれぐらいの確率で上回りますか

というふうな形になります。 

 漁獲量も、基本的に出てくるのは、その期待される漁獲量の平均値というものが出てき

ます。これで見ると、βというのは適切と言われる漁獲圧にどの程度安全率を掛けていき

ますかという値です。ですから、０.５だと半分ぐらい、１だと同じになります。 

 これらの表の見方で、今後、例えば２０１９年の漁獲量というのはもう終わっています

から、これからも変わらない。２０２０年の漁獲量というのは、今年、これぐらいの漁獲

が期待されるでしょうという値を入れてあります。ここから先が、シナリオにしたがって

数値が変わることになります。毎年毎年、これから資源評価は更新されますが、ここで値

が変わってくるのは、来年の評価だと２０２０年から先の値が変わります。２０２０年

が、実漁獲のデータが入って、２０２１年が、現状であれば近年のＦで計算がされる。２

２年以降が、これから議論されるシナリオにしたがったβの値が入っていくのですが、資

源計算が変わりますので、ここから先が諸数値が変わっていくのです。当然、この確率

も、全部、基本、ここから先がこれから変わっていきます。ですから、毎年毎年、この表

自体は数字が変わっていくということになります。 

 確率といってもぴんとこないので、視覚的にどれぐらいふれるのかということを示して

いるのがこの図になります。やっぱりこういう議論を皆さんとすると、不確実性が大きい

のは何とかならんのかというふうなお話になるのですけれども、やはり加入量が大きくふ

れる資源の場合は、どうしてもこれぐらいふれてしまいます。 

 例えばスケトウダラ大平洋系群、それこそ今から１０年前でしょうか、ものすごい群れ

が渡島に入った。あれは一つの年級群が、ものすごく強大な年級群が発生して、その結

果、ああいうことが起こりますので、やはりああいう卓越年級とか、例えば、逆に２０１

０年みたいに、本当に魚がなかなかいないみたいな、そういう状況になると、やっぱり下

にふれますし、大きく出ると上にふれる。ですから、これぐらい管理していてもふれます

よと。ただ、平均値として適切なところにしましょうというのがこれからの考え方になり
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ます。 

 ここから指摘事項ということで、ちょっと詳しく説明いたします。 

 特に今、事項１については、新しい諸数値に更新してくださいということなのですが、

基本的にほとんど目標水準とか、そのあたりは、太平洋の場合、動きません。変わるの

は、資源評価を更新したことによって発生した将来の予測値、これは資源評価のほうの改

定のほうが影響が大きいということになります。 

 あと、太平洋に関しては、事項の３と４になります。 

 事項３は、１０年後の達成確率が５０％になるところをもうちょっと細かく出してくだ

さいと。 

 ４というのは、繰り越しの話になります。ですから、４のほうを中心にお話しします。 

 まず、３は単純な話です。ここの１０年後の確率、例えばβが１だと４４％、０.９だ

と５８％だから、５０％の値が知りたいということでした。結果がこれなのですけれど

も、おおむね大体０.９５で５１なので、大体０.９５でしょうということになります。 

 ４番目、これは昨日も議論になりました。ここでもう１回詳しく説明いたします。要望

としては、ＴＡＣというものは、やっぱり枠を超えないように操業するので、獲り残し、

獲り控えというのが生じます。これはＡＢＣ以下の結果的には漁獲になっているのだか

ら、将来予測の上で、この残した分を使っても大丈夫ではないかと。この獲り残した分を

翌年に繰り越せるようにしてほしいというのが浜からの思い、要望ということで承りまし

た。 

 その後、水産庁さんと道漁連さんから、検討した上で、我々に対してこういう計算をし

てくださいというふうな要望が出ております。それが、当初のＴＡＣ、例えば、まだＴＡ

ＣでないのでＡＢＣの案ですけれども、何％だったら、例えば１０万トンのＴＡＣに対し

て３０％だったら３万トン、例えば何％だったら繰り越せるのか。これ、難しいのは、例

えば常に残った量、全量となると、それこそいろいろな状況によって計算がすごく複雑

で、なかなかルールにできないのです。 

 これからお話しするのは、全体的な、これから５年ぐらいは使うルールをつくるという

ことなので、ルールをつくるための計算という形になります。なので、残した量の、例え

ば３０％ぐらいだったら翌年使っていいのか、２０％ぐらいだったら翌年全部使っていい

のかとか、そういうことを計算してほしいというふうな要望をいただいています。 

 機構からは、以下のような検討を行うことを回答しています。 

 漁獲可能量、ＡＢＣですけれども、何％を獲り残して翌年に繰り越した場合に、例えば

どのようなリスクがあるかというのを評価しますと。繰り越し上限というのを何％にして

比較する。例えば１０％、２０％、３０％、要は％で比較しますよと。何万トンではない

です。繰り越しをどんどんどんどん加算していくと、それこそ条件設定が非常に複雑にな

りますので、基本的には、例えば２０２０年に残したやつは２０２１年には使うけれど

も、２０２１年に獲り残したのをまた２０２２年にどんどんどんどん繰り越すとか、そう
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いうことはしなくて、基本的には１回だけにしましょうという計算になっています。要は

繰り越しは翌年のみ使うということです。 

 単純に考えると、例えばある年、ＡＢＣがこれぐらいの高さがありました。要は１５万

トンぐらいありました。実際の漁獲は、例えば１１万トンでした。なので、獲り残しは４

万トンです。この４万トンを、そっくりその量、４万トンを繰り越します。翌年には、も

ともと違うＡＢＣが設定されていました。なので、４万トンと、もともと設定されていた

ＡＢＣを漁獲量として、これを全部使いますと。全部使ったときに、資源に対してどうい

う影響が出るかというのを検討しているということになります。 

 ここで、ちゃんと繰り越すのだけれども、ここでまた獲り残すのではなくて、今回の計

算は全部使う場合にどうなるかという、だから一番極端な事例で計算しています。ただ、

極端な事例というのが、逆に言うと一番リスクが高いときなので、それよりも下、例え

ば、繰り越すのだけれども、使わなかった場合は、当然、もっとリスクが下がるので、今

回はリスクを見る上でも一番極端な事例というのをここでは示します。 

 表があるのですけれども、ここではちょっと分かりやすく文字にしています。 

 β＝１、要は非常に当初の設定、例えば資源に対して、ここまで獲れますよという限界

までを当初設定にする。要はＡＢＣの枠に対して一番ぎりぎりまでＡＢＣの枠を設定した

事例と思ってください。そのときに、もし３０％ぐらい、翌年、繰り越したやつを全量使

うというふうな作業をすると、どうしてもやっぱり漁獲を繰り越した年、要は翌年、使っ

たときです。漁獲圧がＦmsy を上回る確率は９９％。それはそうなのです。やっぱり全量

使ってしまうと、やはりどうしてもＦmsy を上回る。 

 さらに、やはりそういう状況ですので、１０年後に目標管理基準値を上回る確率という

のは、本来、β＝１の場合は４割強あるのですけれども、３２％まで、大体１０％以上落

ちてしまいます。 

 もし繰り越し２０％だったらばどうかというと、ＭＳＹ、要は漁獲圧がちょっと過度に

上がる確率というのはやっぱり高いですよと。まだやっぱり目標管理基準値を上回る確率

も３６％ということで、やっぱり低下します。 

 ですから、１０％でもやっぱりそれほど改善されないのです。 

 なので、例えばぎりぎりまで獲るという当初のＡＢＣを設定して、さらにそこまで実際

に獲っているような状況で、あるときに獲り残したと。翌年、やっぱり全部使えました。

使いました。だからそういうときには、やっぱり余りいい影響というのは、この場合、な

いですということになります。 

 一方で、β＝０.８、要はこれが基本的に推奨される漁獲。ですから、限界までではな

くて、若干安全を見越した、不確実性とかに対応したような形で当初獲りますよという設

定をした場合になります。そういうときであれば、例えば３０％残して、翌年、その３０

％を全部使った場合、例えば１５万トンのＡＢＣに対して４.５万トン残して、それを全

部４.５万トン、翌年使ったとしても、ＭＳＹを上回る確率というのは高いのですけれど
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も、１０年後、目標管理基準を上回る確率は６１％には低下するのですけれども、それで

も５割は超えているのです。 

 要は、当初、ぎりぎりまで獲る設定をして、例年、そこまで獲るような状況下で、ある

年に余して、翌年とるなどというときは、どうしてもやっぱり危険率は高い。だけど、も

ともと獲れる量よりも低いような状況下でずっと漁獲していて、そういうときに余したや

つを翌年使っても、影響は、それほど深刻な影響は出ないという結果になります。 

 特にβ＝０.８で、例えば１０％ぐらいしか翌年使いませんよということであれば、漁

獲圧がＦmsy を上回る確率もないし、親魚量が将来下回る確率もほとんど変わらないとい

うことで、大丈夫ですよと。 

 ちなみに、現在はどうかといいますと、ちょっと戻りますけれども、０.８、まさにこ

こで獲っていればということなのです。見ると、ここ大体１０年ぐらいは、０.８よりも

現実的には下にあるわけです。ですから、今のような、例えばβ＝０.７とか０.６とか

０.５というのを基本的にルールとしてとるというふうにＡＢＣをもし設定しているので

あれば、正直、３０％とか４０％とか、それぐらい獲り残して使ったとしても、それほど

大きな影響はないということになります。 

 一方で、昔みたいに、結構Ｆmsy ぎりぎりまで獲っているときに繰り越しというのをや

ると、ちょっと影響はすごく強く出ますよということになります。 

 なので、今日これからの議論になりますけれども、当初にどれぐらいの設定をするかに

よって大分影響は違うということです。 

 ちょっとまとめますと、例えば漁獲量の獲り残し、繰り越しを制度化するためには、最

も極端な例で計算して、それでも大丈夫ですよという以下であれば、特に影響はないで

しょうと。 

 将来予測をして満たす制限を検討すると、例えばβに研究機関会議が推奨する０.８と

いうのを用いる場合は、繰り越し上限が１５％以下であれば、１年でもＦmsy を上回るこ

とはないのですよと。毎年適切な漁獲になるし、将来的にも大丈夫というのが担保できま

すよと。 

 結局、どれぐらい余した量を翌年、これはあくまで全量使う、要は翌年へ繰り越しても

余り使いませんよというのだったら、それこそ全然問題はないのですけれども、例えば１

０万トンのＡＢＣに対して、３万トン、翌年に足して、翌年のものにその３万トンを全部

使いますよと、そういう極端な使い方をするのであれば、βをなるべく下げておいたほう

が安全ですよということになります。 

 ただし、この問題点としてやっぱり指摘されているのですけれども、資源量とか加入

量、先ほど我々の計算でお示ししましたように、ものすごくいい加入がある、極端に生き

残りが悪くなるということになると、資源量推計自体が間違えるということがあります。

去年から今年の評価では、幸い上方修正ということで、ＡＢＣを引き下げるということは

なくて、逆に上がるという形で皆様に御迷惑をおかけはしているのですけれども、もし資
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源量が大きく下がったときとかに、例えばそういう大きい繰り越しがあってしまうと、か

なり大きな影響が出てしまうということもありますので、やはりこの漁獲量の繰り越しと

いうのを行うときには、更新された評価結果というのをかなり考慮する必要があるという

ふうな意見を出されております。 

 あとは、細かく見るときのための表ということでつけています。 

 最初の表が、どういうふうに見ればというのを簡単に説明しますが、この繰越上限とい

うのは、例えば当初値、これは５％繰り越して全部使う場合の例です。ここ、例えばゼロ

から３０％まであるのに何だとなるのですけれども、これはどう見るかというと、３０％

ぐらい余したのだけれども、繰り越すのは５％ですよというときのパターンです。だか

ら、基本的には、ここから先というのは、余しているのだけれども、全然使わないパター

ンです。 

 これが３０％繰り越して、３０％全部使う場合です。要は、すごく残しても、余り使わ

なければ、影響は当然ないわけです。すごく余して全部使う場合に、やっぱり資源に影響

するという、当たり前の結果が出ています。 

 これからルールを考えるときは、先ほどは毎年毎年の漁獲圧が適切な漁獲圧を上回るか

どうかの確率。こちらは、１０年後の親魚量が目標管理基準値を上回る確率。これでいく

と、実は一番繰り越すのが３０％で書いていますけれども、βが、例えばここでいくと

０.８５でも５４％ということで、３割繰り越して、翌年全部使うという極端な事例で

も、β＝０.８５であれば大丈夫ですかねという感じになります。 

 逆に、βが今みたいに０.７を下回っておりますので、β＝０.７以下であれば、３０％

を全部使っても、８割近くの確率で達成できますよということになりますので、当初、ど

れぐらいで漁獲圧を設定してＡＢＣを出すか、当初値、そこが繰り越しするときは重要な

ものになります。 

 だから、例えばＡＢＣとして最初にものすごく高い値を持っておいて、それを、極端な

話を言うと、余ることも多いと思うのです、近年では。その形でいくか、そのかわり余し

ても、それは使わないでやるか、近年の漁獲に応じた例えばβで設定しておいて、いざ、

ものすごく余して、翌年、すごくいい群れが来たときに使うようにするか、そのあたりは

どのような形でこれからシナリオを考えるかということによって選択していただくという

ことになろうかと思います。 

 あくまで我々が提示しているのは、そういう極端な獲り方をしたときに、将来とか直近

の漁獲圧がどういうふうになるかというのを示しておりますので、これらをもとに、より

よい管理方策というものを皆様で議論していただければと思います。 

 以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 引き続いて、それに基づいた管理も説明させていただきます。魚谷室長、よろしくお願

いします。 
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○水産庁(魚谷氏) 皆さん、おはようございます。水産庁の魚谷でございます。 

 座って説明させていただきます。 

 資料５の漁獲シナリオの検討について（案）という資料でございます。 

 昨日、一通り御説明しましたので、前半部分、目標とかスケジュールについてはかいつ

まんで、本日からの参加の方がいらっしゃいますので、シナリオの中身の部分は若干詳し

めに御説明をしたいと思います。 

 まず、資料のスライド番号で３番、これが太平洋のスケトウダラに関する資源評価結果

ということで、管理基準値等について、これまでとこれからの比較という形で載せてござ

います。法律に基づく基準値として、目標管理基準値、限界管理基準値がございますけれ

ども、ここに書いてあるとおりでございまして、目標管理基準値、最大持続生産量を実現

する親魚量ですが、これが２２万８,０００トン、限界管理基準値を下回ってはいけない

親魚量の数字が１５万１,０００トンということになっております。これでこれまでＢ

limit と呼ばれる数字、１５万１,０００トンを基準に管理をしてきたわけですけれど

も、今後については、目標管理基準値を達成、あるいは維持するようにという形で管理を

していくと。右下に書いてございますが、５０％以上の確率でこの２２万８,０００トン

を維持しましょうというところでございます。 

 左上に２０１９年の親魚量の数字、３０万２,０００トンと書いてございますが、現状

では、この目標管理基準値、目標値を上回っているという状況でございます。 

 続きまして、６ページに管理についての、これまで、これからがございますけれども、

これは１回目のステークホルダー会合で説明しておりますので、説明は省略いたします。 

 ９ページに飛んでいただいて、こちらにスケトウダラの資源管理に関する今後のスケ

ジュールが書いてございます。 

 １１月に、まさに今行っている検討会での説明、議論というのがございますが、本日の

会議でどこまで話が詰まるかというのにもよりますけれども、必要があればもう１回、１

２月ごろに会議を開催して、それと同時並行的にパブリック・コメント手続、あるいは年

明け、１月には水政審への諮問・答申という形で目標となる基準値、あるいは漁獲シナリ

オと、初年度のＴＡＣの数字、こちらを決めて、４月から新しいやり方での改正漁業法に

基づく管理が開始されるというスケジュールとなってございます。 

 それでは、スケトウダラ太平洋系群の漁獲シナリオについての提案について御説明をい

たします。スライドの番号で言いますと２１ページに飛んでいただければと思います。 

 まず、上の四角に書いてございます、先ほども申し上げましたけれども、現状、２０１

９年の親魚量ということで、これは目標管理基準値、２２万８,０００トン以上にあると

いう状態でございます。 

 二つ目のポツとして、これはほかの魚種にも適用される基本的な考え方、これは法律に

基づく資源管理の基本方針にも書いている考え方でございますけれども、１０年後に親魚

量が目標管理基準値を５０％以上の確率で上回る漁獲シナリオ、どういう漁獲を行ってい
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くかという考え方、これを選択するということでございます。 

 それと、繰り越しに関する試算、先ほど森部長から御説明ありましたけれども、この試

算では、βの数字をどうするかによって繰り越しの上限、要は当初のＴＡＣなりＡＢＣに

対して、何％までであれば繰り越しできるのか、考え方として適切な漁獲の強さ、ＭＳＹ

を達成する漁獲の強さであるＦmsy を上回らないという観点ですけれども、それぞれβ＝

０.９、０.８５、０.８を獲った場合に、それぞれの上限、当初ＴＡＣに対するパーセン

テージでしました上限ですけれども、これが５％、１０％、１５％までであれば、このＦ

msy を上回らないという結果が出されているということでございます。 

 下の大きな表のほうを見ていただくと、将来の漁獲量の平均値、将来予測における漁獲

量の平均値がございます。こちら、０.７から１までの数字がありまして、これはあくま

でも現状での資源評価結果に基づく将来予測ということで、基本パターンとして、β、一

番左のこの数字、Ｆmsy に乗じる安全係数ですけれども、こちらを適用した場合に、２０

２１年以降、２０３１年までの各年、それぞれのβでどういう漁獲量が期待されるのかと

いうのを将来予測として載せているということでございます。これの基本パターンで言い

ますと、βが０.９のときに、１０年後、２０３１年漁期に親魚量が２２万８,０００トン

を上回る確率が５８％となっています。０.９５でも５１％ということで、５割は超えて

いるという状況ではございます。 

 その中で、水産庁としての漁獲シナリオに関する御提案ですけれども、上の四角の四つ

目のポツに書いてございますが、スケトウダラの太平洋系群の漁獲シナリオとして、三つ

のうちのどれかということにしてはどうかということでございます。その三つといいます

のは、①としてβを０.９として、繰り越しの上限は当初ＴＡＣの５％ということにす

る、これが一つ目の案。二つ目の選択肢として、β＝０.８５として、繰り越し上限は当

初ＴＡＣの１０％とする。最後、三つ目の案として、βが０.８で、繰り越しの上限につ

いては当初ＴＡＣの１５％。この三つのシナリオのいずれかということにしてはどうかと

いうことを水産庁としては御提案をしたいということでございます。 

 一番下、繰り越しに関する試算結果というのが示されております。これはリスクがどう

なのかということで、森部長の説明の最後のほうに出てきた表でございますけれども、そ

れぞれこの表、繰越上限を、左のほうから、５％とした場合、真ん中が１０％とした場

合、右側が１５％とした場合ということで設定されているβと、実際に獲り残した量が横

方向にゼロ％から３０％まで並んでいて、繰り越しの上限が５％の場合は、β＝０.９で

あれば、繰り越しをしても、繰り越しした先の年の漁獲圧力が適切な漁獲の強さであるＦ

msy が上回る確率はゼロになっているということでございますし、同じように繰越上限１

０％の場合は０.８５、繰越上限１５％の場合は０.８ということになっております。 

 続きまして、次のページ、スケトウダラ太平洋系群に係るＴＡＣ未利用分の繰り越しの

試算とございます。 

 今ほどβの値に応じて、βを０.９とした場合には上限５％、０.８５とした場合には１
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０％、０.８とした場合には１５％を上限とした繰り越しという形での漁獲シナリオの御

提案をしました。 

 ただ、そういう上限を設定したときに、実際の繰り越しされる数量はどうなるのかとい

うのをなかなかイメージを持ちづらいと思いますので、試算として、直近５年分、平成２

６年から３０年漁期の漁獲実績に、この５％、１０％、１５％という未利用分の繰り越し

の上限を仮に適用した場合に、どういう繰り越しの数量になるのか、あるいは獲り残した

分、未利用分に対して何％ぐらいを繰り越せる計算になるのかというのを示した表でござ

います。 

 二つ目のポツとして書いてございますのが、ではその繰り越したＴＡＣの全体の数量を

どう配分するのかというのを、どういう仮定でやるのか、どういう条件でやるのかという

のを書いてございますけれども、要は当初ＴＡＣ全体に対する上限の範囲内で未利用分を

繰り越しすると。その繰り越された全体数量の各区分、ここでは沖底と北海道知事分とに

分かれてございますけれども、これの配分は、未利用分の、要は獲り残した分の数量の全

体に対する比率に応じて行うというのが一番合理的というか適切だと思いますので、そう

いう獲り残した分の数量に応じて繰り越し分も配分しますよという前提で計算をしてござ

います。 

 表の見方ですけれども、縦方向に漁期年、平成２６年から平成３０年までの漁期が並ん

でいて、次に区分として、ＴＡＣ全体、そのうちの沖底分、北海道分と、各年、分けてご

ざいます。その右側に、一番上、実績とございますが、それぞれの年、配分の量が何トン

あって、そのうち未利用分が何トンだったかという実績を載せてございます。一番右側、

繰越上限ごとの繰越数量、あるいは繰越率と書かれてございますが、これについては、左

側から、上限５％とした場合、上限１０％とした場合、上限１５％とした場合、これがシ

ナリオのβでいうと、β＝０.９の場合が５％に対応しますし、β＝０.８５の場合が上限

１０％に対応しますし、β＝０.８とした場合は上限１５％に対応すると。その上限を適

用した場合に、それぞれ何トン繰り越せたことになるのかというのが繰越数量ということ

で、それぞれのパーセンテージごとに左側にありまして、繰越率というのは全体に対する

ではなくて、獲り残した量に対して何％ぐらい繰り越すという計算になるのかというのを

示したものでございます。 

 平成２６年漁期を例にして御説明をしますと、配分量ということで、ＴＡＣ全体として

は２１万トンでございました。うち沖底分が１２万３,０００トン、うち北海道分が８万

５,０００トンという配分になっておりました。それに対して、未利用分、全体としては

５万６,０００トン未利用、獲り残されていると。うち、沖底さんのほうは１.８万トンを

獲り残し、北海道のほうは３.６万トンが取り残しという状況となっています。そういう

中で、まず上限５％を適用した場合ですけれども、これはＴＡＣ２１万トンに対する５％

ということですので、約１万１,０００トンが全体の繰越量ということになります。その

うち、沖底さんの未利用分、獲り残しが１.８万トン、沿岸の獲り残しが３.６万トンとな
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りますので、この上限１万１,０００トンの範囲内で比例配分しますと、沖底さんのほう

が翌年の繰り越せる量が０.３万トン、約３,０００トン、知事分については７,０００ト

ンということになります。そういう形で、繰り越し率ですけれども、全体、あるいは沖底

さん、沿岸、いずれも共通ですけれども、獲り残した量に対して何割繰り越せることにな

るのかということについては１９％ということで、２割弱、繰り越せますということで

す。 

 平成２６年の値で、上限１０％としますと、２１万トンに対する１０％ですから、全体

としては２万１,０００トン繰り越せますという形です。そういう中で、それぞれの獲り

残し、沖底さん、北海道知事分、それぞれ同じように全体に対する比率で計算をします

と、沖底さんの繰り越し量が７,０００トン、北海道が１万４,０００トンとなって、獲り

残した量に対する繰り越し率は３８％、４割弱ぐらい繰り越せますという計算になりま

す。 

 最後、１５％の場合ですけれども、同じように２１万トンに対して１５％であれば、３

万２,０００トンが繰り越せて、そのうち沖底、北海道分ということであれば、１万ト

ン、あるいは２万トンという数字が繰り越せて、この場合ですと、獲り残した量に対して

繰り越せる量というのは５割を超えて５６％という形になります。 

 どれぐらい繰り越せるか、あるいは獲り残した分のうちのどれぐらいが、何％ぐらいが

繰り越せるのかというのは、全体のＴＡＣの数量がどうなのかというのと、実際の獲り残

した量がどれぐらいなのかということによって変わりますので、もちろん上限は多ければ

多いほど多く繰り越せるような計算にはなるのですけれども、年によって見ると、最近、

ここ二、三年は、当初ＴＡＣの半分弱なり半分以上獲り残していますので、獲り残してい

る量に対する繰り越しできる割合については、ちょっと低下をしてきていると。例えば上

限１５％の場合で言いますと、平成２６年漁期であれば半分以上繰り越せますよという計

算になりますけれども、その割合というのは低下をしてきている。２９年、３０年であれ

ば、３割前後の繰り越し率という形になります。 

 この表である程度、現状の最近の操業実績でいくと、上限５％、上限１０％、上限１５

％を適用した場合に、どれぐらいの量、あるいは率で繰り越せるのかというイメージはあ

る程度つかんでいただけるのではないかと思います。 

 こういうのも参考にしながら、先ほど水産庁から御提案をしたシナリオで、β＝０.

９、０.８５、あるいは０.８に対して、繰越率が５％、１０％、１５％という組み合わせ

での御提案をしておりますけれども、そのうちどれかを選ぶということであれば、この数

字も参考にして、どういう獲り方、あるいは繰越ルールも組み合わせた上での獲り方がい

いのかというのを御検討いただければというふうに考えます。 

 私からの説明は以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 それでは、質疑に移りたいと思います。 
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 御質問のある方、よろしくお願いいたします。どうぞ。 

○参加者 ２点、質問させていただきたいと思います。 

 まず１点目、この案では、獲り残しの分ですけれども、沖底と北海道の配分は、例えば

沖底が満度に獲りましたと、当年度のＴＡＣを。沿岸は半分残しましたといったときの、

次の繰り越しの配分は０対１００ということになるという案なのですか。これがまず１点

目です。これでまずお答えいただきたいと思います。 

○水産庁(魚谷氏) 区分によって、その取り残しの量というのは変わってくるともちろん

思います。その中で、ある区分について、獲り残しはゼロでしたと。ある区分については

それなりに獲り残しがありましたということであれば、獲り残しがなかったところは繰り

越しできませんので、それはゼロになります。ＴＡＣ全体の量に対して５％なり１０％な

り１５％までの繰り越しというのは、基本的には取り残したところが総どりではないです

けれども、獲り残したところだけに配分されるということになります。 

 ただ、そもそものＴＡＣ自体というのは、通常のルール、これから配分ルールを具体的

に固めていきますけれども、それは実績ベースでのというような話になります。という意

味では、未利用分の繰り越しについても、未利用の実績というのですか、それに基づいて

配分をしていくという考え方でこの表はつくってございますので、やり方としてはそれが

妥当な整理だというふうに考えています。 

○参加者 一つ目は分かりました。 

 次、二つ目、２２ページの表の一番下の平成３０年の数字のところで、ＴＡＣ全体で１

７万３,０００トンと。９万７,０００トン余しましたということです。半分ぐらい余した

よといったときに、この上限５％の試算でいくと、９％ということですか。９万７,００

０トンの９％が翌年の繰り越しとして使えますという意味なのでしょうか、これ。 

○水産庁(魚谷氏) 見方としては、未利用分が９万７,０００トンあって、繰越上限５％

でいきますと、繰り越しが０.９万トンとなりますので、未利用分９万７,０００トンに対

して繰り越しできる量、５％といいますと、９％程度になる。もちろんこれは四捨五入し

ていますので、多少のずれはあるのかもしれませんけれども、そういう計算だということ

でございます。 

○参加者 そうすると、９,０００トンだということですよね。そうすると、昨日、この

繰り越しを満度に次の年獲りたいという話に対して、いろいろリスクがありますと、森部

長がおっしゃられて、それは自然死亡で減りますよね。そして、繰り越した分で、成長す

るから、その分、重量が増えますと。細かい話を言えば、本来、獲ってなくなっていたは

ずの繰り越しのものが親となって卵を産むから、それは何年後かにプラスの要素が出てく

ると。この三つの要素で差し引きをして、これで満度に獲ったときに獲り過ぎになる、

余った分、未利用だった分が獲り過ぎになるという話なのですけれども、この３０年の上

限５％の試算でいくと、９万７,０００トン余して、９,０００トン獲って大丈夫、９,０

００トンぐらいだったら大丈夫だということは、自然死亡で９万トンも自然死亡するとい
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う危険性があるとはじき出たからではないのですか、これ。違うのですか。でないと、い

ろいろな安全係数みたいなのを掛けていってこうなるという話はいいのだけれども、こん

なに要するに減耗するのですかという、この実感と合わないのですよ。 

 だから、ここの差があり過ぎるので、昨日質問したのはそういう意味で、自然死亡は大

体何割ぐらいなのですかというのが、大雑把にまずそっちの数字のイメージで圧縮される

数字と、ここで出てくる数字が近ければ、割と腹に入ると思うのですけれども、ここがか

なり離れ過ぎているので、安全過ぎる、とてつもなく安全に、安全に、安全を掛けた数字

に聞こえるのですけれども、これに対してちょっとお答えいただきたいのですが 

○水産庁(魚谷氏) まず、管理の面からですけれども、我々としては、もちろん試算結果

をもとにこういう上限設定を適用してということでの御提案、あるいはこの試算でござい

ます。 

 その基本的な考え方として、水研機構さん、あるいは水研機構を含むＪＶの方々でのリ

スク評価というのは、基本的に、要は繰り越した先の年の漁獲圧力が適正水準を超えてし

まうリスクというものを評価した上で計算をされた結果として、採用するβに応じて繰り

越しの上限のパーセンテージを決めたというか、それを科学的な助言としていただいたと

いうことであると認識をしています。あくまでも死亡率云々の話については、上限を丸々

繰り越せない理由ということで森部長のほうから御説明があったと理解をしております

し、一方で、この上限設定する際のリスクの評価というのは、あくまでも繰り越した先の

翌年に単年度でも過剰な漁獲が発生しないような、するリスクを考慮して考えれば上限は

これだけですよというような助言をいただいたということで私ども管理の再度としては認

識をしているということでございます。中身について、森部長から御説明いただければと

思います。 

○水産研究・教育機構(森氏) まず、平成３０年の値で９万トン残してと、これはちょっ

と前提が異なるので、これはあくまで、例えばある決められたルールの中で１７万３,０

００トンＴＡＣだったのだけれども、現実的に９万７,０００トンしか使えませんでした

と。そのときに、５％だったらどれぐらい、１０％だったら、それだけで見てください。

我々が示した上限というのは、大平洋の１３ページの表をごらんください。例えば、近

年、ずっと余り獲っていないというお話しましたよね。そういうときは、獲り残した量、

結構獲っても平気ですよねと、私、説明したと思うのです。 

 今言っている３０％とか１５％はどういう値かというと、ここでいう、例えば２０２１

年以降の漁獲量があると思うのですけれども、毎年ここまで基本的にとるという操業状態

の中で、例えばここでいうと、２０２１年、２２万６,０００トン獲っていいですよ、獲

れますよと言っているときに、例えば５万トン残しましたと。それを翌年の１９万３,０

００トンのところに純粋に５万トン全部足したときにどういう影響が出ますかと、そうい

う計算をしているわけです。だから、満度まで獲れるようなもともと設定をしているとき

に残る５万トンと、例えば下の、最近だったら大体βが６ぐらいだとしたら、１４万８,
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０００トンまでしか獲れませんよとやっているときの残った５万トンは、大分意味が違う

のですよね。同じ資源でも、もともとの設定で２２万６,０００トンから、例えばここだ

と、０.５だと１２万７,０００トン、１０万トンぐらいまでＡＢＣの設定の幅は出てくる

わけです。そこで、例えばβが０.５のときに、例えば５万トン残っていた場合、それは

もともとぎりぎりまで獲ろうとすれば２２万６,０００トンまで獲れるのだから、このと

きに５万トン残しても、翌年使っても、それほど将来には影響出ないですよねと。だけ

ど、上で２２万６,０００トンまでぎりぎりまで獲れる。普通はこれで獲りますと。その

ときに、何かの理由で５万トン余して、翌年、例えばこの１９万３,０００トンに５万ト

ン足して全部使いますよといったときは影響が大きいですよということなのです。 

 だから、例えばある年だけ見ると、例えばそういう感覚は分かりづらいと思うのだけれ

ども、基本的には余力を残して獲っているときに余した量の取り扱いと、限界まで獲って

いるときに余した量の取り扱いというのは、当然、将来、影響が出来ますよと。だから、

常に貯金があるような状態で、その利子を使っていくような形と、元本までちょっと切り

崩してしまうような、そんな感じになるかと思います。Ｍで死ぬとか、そのあたりは当然

一定の量なのだけれども、今回我々が見ているのは、毎年に適正な漁獲圧を上回るかどう

かという確率の話と、１０年後に目標に達しますかという確率を見ているのですよね。当

然、ある年に過度に親魚量が減ってしまうと、加入は低くなってしまうし、だからそうい

う形なのです。 

 だから、例えば２０２０年とか、今年獲り残したら、来年どういうふうな影響が出るか

という話と、長期的にこういうルールで獲ったときにどこまでできますかという話を

ちょっと分けて考えていただかないと、なかなかそこはイコールにはならないです。あく

まで我々が示しているのは、ルールをつくる中で、満了まで、ぎりぎりまでとる設定のと

きにどれだけ翌年繰り越しで全量使えますか、逆に余力がある中では、どれぐらい翌年、

繰り越しが使えますかというふうにやっているのですよ。さっきお示しになった、そもそ

も平成２６年から平成３０年というのは、もともとＡＢＣを算定するルールが違うので、

これに％を当てると、何かすごく誤解されがちなのだけれども、あくまで、過去、こうい

うふうなＡＢＣで残ったときに、１５％だったらこれぐらいの割合で移りますとだけ見て

ください。 

 我々が今回言っている試算というのは、あくまで２０２１年以降の、１３ページの表の

中で、それぞれのβで、基本、満了とると。だけど、ある年に、例えば獲り残したとき、

それを翌年のこの値に全部足して使ったらどうなるか、そういう感じになります。なの

で、ちょっと過去のものとこれからのは分けて考えてください。 

○参加者 要するに、今回の繰り越しの前提というのは、翌年で打ち切りという話での前

提ですので、１０年のスパンでわざわざ複雑にして見る必要ないのではないかというのが

一つ。 

 それと、出してくれた表が使えないのであれば、こういう表を出していただかないほう
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がいいし、これ、使えないのですか、使えるのですか。分からないのですよ。要するに

今、これベースで、私、しゃべっているけれども、これだと意味がないのであれば、全く

この表を出していただく意味がそもそもないのですよね。 

 こうしてほしいのですよ。何％上限かというのは、漁連のほうから、最初からそういう

前提で出していただきたいという要望ではなかったはずなのですよね。翌年どういうふう

に使えるか出していただきたいという中で、何かをラインを決めていかなければならない

という水研さんの話なので、何％という上限を決めたいという、水研さんがおっしゃった

ので、ではその案でシミュレーションしていただけますかという話で進んだと思うのです

よ。最初から上限が何％というので出してほしいと要望していないというのだけまず理解

していていただきたいですし、そうなったときに、今、１０万トン、極論を言うと、１０

０％とらなかったときに、次の年、どのぐらい獲っていいのですかと、水研さんの安全ラ

インで見たとき、なのですかというを出していただきたいと要望を出したら、出していた

だけるものなのですか。そのときに、その要素は、自然死亡のマイナスと成長のプラスで

すよね。そして、何年か後に残った魚が子供を産むので、それの加入でしょうけれども、

翌年だけを考えれば、加入が無視されたとしても、成長と自然死亡の差し引きだと思うの

ですよ。加算減算だと思うのですよ。それでどのぐらいになるのですかと。１０万トン余

したら、それが９万トンも失われるものなのか、そのイメージが知りたいのですよね。死

亡、年齢組成がある程度推測できるのだから、自然死亡というのは積算できると思うので

すよね。成長も、ある程度年齢組成ごとに成長は推定できる。そうしたら、大体出るで

しょう。この数字がかみ合うと、こちら側とすると、そんなんなのだろうなと。満度でな

くても、このぐらいなのだろうなと思うのだけれども、１０分の１になりますとかと言わ

れると、にわかにイメージがわかないのですよ。それは１０年後の将来を計算していった

らなるというか、その計算の仕組みを応用できないのではないですか、そういう甚だしく

違ってくる試算であれば。この試算のこれにのっとってやれないのではないですか、こん

なに実感と違う数字になると、というふうに思うのですけれども。 

 ３０年でも３１年でも令和元年でもいいですけれども、満額繰り越したらこんなになり

ます、半分繰り越したらこんなになりますみたいな、そういう数字のイメージがいただけ

ないと何となく分かりづらいのですよ、これでは。少なくとも私は何となくどうしても実

感がわかないというか、腹に入らないのです。 

○水産研究・教育機構(森氏) 我々への要望というのは、水産庁さんと道漁連さんで議論

していただいて、我々に文書でいただいているのですね、こういうふうに計算してくださ

いと。それを提示しているので、例えば今までおっしゃられたようなことが何かの検討で

必要であれば、やっぱりそれをちゃんとまとめていただいて、要望していただかないと、

なかなかすぐに今答えられるものではないのがまず１点。 

 この資料は、水産庁さんが一つの何かを見る上で提示されておりますので、これについ

てはちょっと私のほうから言及するものではございません。 



－ 72 －

 あくまで今回、ルールをつくるということで、例えばこれから先、実際にＡＢＣをどれ

ぐらいにして、どれぐらい獲って、どういうふうにしたらどれぐらいのリスクがあります

かというのを見るときに、１年だけで見るというのはもうないのですよ。基本的には、長

期にわたってＭＳＹを安定して達成できるというふうな見方をしますので、やはり１年だ

けのリスクではなくて、ある程度中長期も見据えたリスクを我々は提示する。ただ、それ

をどのように実際に漁獲シナリオにしていくかというのは、まさにここで議論されること

なのだと思います。 

 ですから、１年、２年、そのあたりの危険率を重視するのか、例えば１０年間を見て、

安定的に獲れることを重視するのか、そういうのが見えるような資料として我々提示させ

ていただいておりますので、そこはこの議論の中で議論を闘わせていただければよろしい

かなと。あくまで機構のほうが出させていただいているのは、中長期的に日本の資源をＭ

ＳＹ水準に維持して、平均的に漁獲が高くなるような案として提示させていただいている

わけでございます。あくまでそれは一つの方法ということで提示しているもので、それ

を、先ほど水産庁さんもありましたように、いくつかのシナリオを提示して、また、現場

からいろいろな御要望等もあると思いますが、そこで議論して決めていくのかと思いま

す。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。 

○参加者 総論の部分までは分かりますけれども、その後が腹にまだ入りません。 

○参加者 数字的に繰り越しの分で昨日からいろいろやっていますけれども、水産庁さん

の言うことも分からないわけではないのですよね。我々も、全額くれと言ってもなかなか

折り合いがつかなくて、これ、どっちいっても水掛け論だと思います。水産庁さんの言う

とおりにして、万が一、今、何回もやっているロシア海域での魚が、要するに多く来たと

き、繰り越しをオーバーして獲ってもいいよという一言をつけてくれれば、私は沿岸は納

得するのでないかなと思います。それだけの一言をつけてもらうかもらわないかによっ

て、水産庁さんの言う今の０.８なり０.９なりの案で沿岸も飲み込むのではないかなとい

う感じはします。 

 ただ、魚が来たときに、駄目よ、繰り越し分で終わりだよと言わないで、来たときには

繰り越してもとらせてあげるよという一言をつけもらえば、沿岸の人もある程度納得する

と思いますけれども、このままでいくと、何時間やったって水掛け論です。 

○水産庁(神谷氏) 魚谷室長、どうぞ。 

○水産庁(魚谷氏) ロシア海域、要は資源評価の対象海域外から大量の来遊があった場合

のルール、これまで先行利用ルールと呼ばれてきたルールについては、先般の水政審のほ

うで見直し、承認いただいて、そういう場合には１万トンを追加配分するというルールは

今後も維持されると。新しい資源管理の枠組みに移行した場合においても、このルールは

維持したいと考えておりますということで水政審には説明をし、それについても特段異論

もなく承認されておりますので、条件を満たした、１０月、１１月の獲れ具合で要件を満
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たした場合に、１万トンをオンするという仕組みは今後も続くという、この点について御

理解いただければと思います。ですので、１万トンをオンするルールと、仮にこのシナリ

オ、ちょっと上限のパーセントはあれですけれども、この繰り越しのルールというのは共

存というか併用というか、可能になるというふうに考えております。要は繰り越した上

で、さらに１０月、１１月の獲れ具合で要件を満たせば、１万トンの追加、ＴＡＣの増枠

ということになるという考え方でございます。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。 

○参加者 これを持って、もう１回、我々で検討しながら、１２月にもう１回やってもら

えれば、はっきりした答えが出ると思いますので、その点、よろしくお願いいたします。 

○水産庁(神谷氏) 分かりました。もう一度、１２月ということですね。ここは魚谷の繰

り返しになりますが、繰り越しの話と、旧来の先行利用ルールと言われていた話と、与え

られたＴＡＣをどういうふうに配分するかという話と三つありますが、旧来の先行利用

ルールということに関しては、もう既に継続するということが水産政策審議会でも認めら

れておりますので、それに従って我々もちゃんとやっていきますので、そこは再度私のほ

うからはっきりそこは明確にさせていただきたいと思います。 

 あとほかに質問、御意見ございますか。どうぞ。 

○参加者 本日は、渡島管内のスケソウ協議会の事務局という立場で参加しております。 

 繰り越しの話については、今お話がありましたので、それをちょっと話をそれまして、

ほかの件でちょっと御提案といいますか、御依頼があります。 

 日本海北部系群の漁獲シナリオを見ますと、５年間、漁獲枠を固定して試算した表が示

されております。仮に太平洋系群でも同様の対応が可能なのかどうか、目標の達成が可能

なのかということになりますけれども、もし可能であれば、複数年契約、具体的には３年

の場合、あるいは５年の場合を、それぞれ最低限の数量を示して浜におろしたいというふ

うに考えております。これはあくまで渡島管内としての要望というか提案でありますの

で、お示しいただければ、その結果によっては、一つの選択肢として、ほかの管内とも協

議して決めたいということですので、ちょっと御検討いただきたいと。 

 したがいまして、繰り返しますけれども１２月に３回目の検討会というのも併せてお開

きいただきたいという要望をさせていただきます。 

 以上です。 

○水産庁(神谷氏) 今の話は、３年もしくは５年、ＴＡＣをある程度の数字で固定した場

合の試算ですね。この試算の仕方は、日本海北部でやったのと同じやり方、つまり達成確

率とリスクと両方合わせて提示するというやつですね。そういうことは、森部長、技術的

には可能ですね。 

○水産研究・教育機構(森氏) すみません、条件設定を明確にしていただければとまず思

います。例えば３年固定、５年固定の場合、では３年後はどうする、３年固定、５年固定

でも、何トンで一定にさせるか、そこです。計算は非常に複雑ですので、ある程度条件設
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定、例えば１５万トンなのか、１５万トンから２０万トンまで１万トン刻みなのか、

ちょっと明確な上で我々にまずおろしていただきたい。要は我々が勝手に条件設定してし

まいますと、またぞろ変なお話になりますので、そういう御要望については、やはりこの

会議の場で条件設定をしっかりしていただいて、研究機関会議のほうにおろしていただく

ということがまず必要です。 

 もう１点、試算して、皆様にお示しするための手順なのですけれども、まず機構のほう

でそれを承って、資料を作成して、関係者に、関係者というのは道総研とか有識者の先生

も含むＪＶの方にまず見てもらいます。十分に検討していただいた上で、Ｗｅｂで会議に

なると思いますけれども、Ｗｅｂ会議を開催して議論をまとめて、修正等がある場合は修

正します。その上で公表して、皆様に御提示するというプロセスをとることになりますの

で、基本的には、内容によりますが、今いただいた内容に関して言うと、やはり最低でも

４週間は必要になります。なので、例えば１２月頭に会議となると、ちょっととてもでは

ないですけれども難しいということになります。 

 さらに、今日、この後、日本海も含めて、もっといろいろなものが出てくると、さすが

に４週間で対応しきれないこともあろうかと思いますので、そのあたりは御容赦いただき

たく思います。 

 以上です。 

○参加者 まず、今、お時間が大変かかるということで、大変御迷惑をおかけすることに

なるのですけれども、我々、浜の立場としては、これから将来１０年以上もかかること

を、４週間かかるからどうのこうのとか、あるいは、１２月にやらなければいけないか

ら、それは大変だとか、それは私の立場として、到底、浜に帰って説明はできません。こ

の大事なときに、どうして作業に時間がかかるので、それは御容赦くださいというふうに

なるのでしょうか。 

○水産研究・教育機構(森氏) すみません、作業に時間がかかるので御容赦くださいでは

なくて、作業に時間がかかることを御容赦くださいです。やらないではないのです。 

○参加者 時間がかかっても結構です。よろしくお願いします。 

○水産研究・教育機構(森氏) 要は、すぐ出してくれと言われても無理ですということな

のです。あくまでこういう場合は、しっかりとしたプロセスに従って計算して皆様に御提

示しますので、どうしてもお時間がかかりますよということだけ御容赦ください。 

○参加者 我々は全然時間については一向に構いません。時間をかけて浜に納得できるよ

うな客観的な数値を出していただければと思います。 

 それから、数量という話がありましたけれども、今ここで具体的な数字は僕のほうから

は申し上げるのは難しいですけれども、一つの基準としては、１７万１,０００トン、こ

れが一つの基準になっていますので、この１７万１,０００トンから、それぞれ１トン刻

みなのか、１５万トン、あるいは１４万トン、１３万トンとか、１トン刻みぐらいで試算

してみれば、一つの基準の判断基準になると思いますので、よろしくお願いしたいと思い
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ます。 

○水産研究・教育機構(森氏) 基準については、先ほど３年とか５年とかも含めて、水産

庁さんとか道庁さんとか漁連さんで議論していただいて、明確な条件設定していただけれ

ば、それに対応する形で計算作業を進めさせていただきたいと思いますので、そのあたり

の調整のほう、よろしくお願いいたします。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 そうしますと、確認ですけれども、１７.１万トン、つまりＭＳＹの値を基準に１トン

刻みで１４万トンぐらいまで、それを３年と５年、両方やって……。 

○参加者 あるいは上限のほうも、１８万トン、１９万トンもあわせてお願いしたいと思

います。 

○水産庁(神谷氏) もう１回言いますけれども、どうしましょうか、下は１４万トンで、

上が１９万トンで、１トン刻みというのと……。 

○水産研究・教育機構(森氏) すみません、１トンですか、１万トンですよね。 

○水産庁(神谷氏) ごめんなさい、１万トン刻みで３年と５年ですかね。ではそういうこ

とでお願いいたします。 

 そうなりますと、いつぐらいにできるかというのは、また別途、水研さんのほうから

我々のほうにお示しいただければと思いますが、よろしいでしょうか。 

○水産研究・教育機構(森氏) もう一つだけ、３年とか５年、終わった後の管理というの

も設定してください。例えば３年後はβ、やはり０.５から１の間で０.１刻みで動かすの

かとか、それが必要になります。計算とかスケジュール感については、先ほど言いました

ように、この後、まだ日本海の議論もあると思いますので、全体の宿題の総量を見させて

いただいて、それに対応できるスケジュール感を検討して、早急に皆様に御周知させてい

ただきたいと思います。 

 いずれにしても、計算可能なものに関しては頑張って計算させていただくという立場で

すので、ただ、どうしようもない部分というのはなかなか難しくて、お断りする可能性が

ものによっては出てくるかもしれませんが、なるべく皆様から出てきているものについて

は検討する方向で頑張っていきたいと思います。 

○水産庁(神谷氏) よろしいですか。 

 では、３年後、５年後のデータは、日本海で試算しているのと同じ０.１刻みというこ

とですね。ではそれでお願いいたします。 

 ほかにありますでしょうか。よろしいですか。 

 今までの議論をちょっと総括してみますと、二つの大きな意見が出ております。 

 まず、従来の先行ルールというのを今後も継続するということが前提であれば、繰り越

しということに関しては柔軟に考えて、もう一度浜と検討してみたいという意見が一つ。 

 二つ目は、日本海北部で計算したのと同じような固定、これは３年か５年固定、固定す

る値はＭＳＹである１７.１万トンをベースに、１４万トンから１９万トンまでの１万ト
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ン刻みで計算すると。さらに、固定期間が終了後は、これもデータを０.１刻みで、日本

海と同様の試算をしてみるということで、その結果を見て１２月に再度協議をしたいとい

う、そういうことでよろしいでしょうか。 

 では、一応そういう結論がスケトウダラ太平洋系群での議論であったということで、午

前中の議論は一旦終了させていただきたいと思います。 

 午後は、日本海北部系群の議論に移らせていただきます。 

 ちょっと早目に終わりましたので、午後の協議の再開は１３時からということでお願い

いたします。 

 皆さん、御苦労さまでした。 

 

（休 憩） 

 

○水産庁(神谷氏) それでは、時間になりましたので、午後の部を開始いたします。 

 午後はスケトウダラ日本海系群でございます。 

 まず、資源評価結果のほうを森部長から、それに引き続きまして、管理のほうを魚谷室

長のほうから説明をお願いいたします。 

 では、森部長、よろしくお願いします。 

○水産研究・教育機構(森氏) 引き続きまして、底魚資源部長の森から御説明申し上げま

す。 

 お手元の資料４－６になります。スライド、全てお手元の資料と一緒でございますの

で、見づらいときはお手元の資料のほうを御確認ください。コンピュータの操作がありま

すので、着席のまま説明させていただきますことを御容赦願います。 

 今回、内容でございますけれども、資源評価、９月に行いましたので、それについて、

まず結果をお話しいたしますが、同時に、管理目標等については、前回、ステークホル

ダー会議１回目で、古いデータでやっていたので、新しい、要は今年の９月の評価結果に

基づいて更新してくださいという御要望をいただきましたので、今回、続けての御説明に

なりますけれども、新しいもので更新したものでお示しすることになります。 

 ３番目に、前回の検討会、ステークホルダー会議でいただいた指摘事項に対する試算結

果というものを公表させていただきます。 

 まず、スケトウダラ日本海北部系群ですけれども、御存じのように日本海側に分布し

て、現時点では北海道が分布の中心になっております。ただ、当然、サハリン西岸にもい

ることが分かっているのですけれども、その実態はよく分かっておりません。 

 近年の産卵場は、ちょっと小さくて恐縮でございますけれども、岩内湾とか、檜山乙部

沖になっております。以前は北のほうでも産卵があったと言われております。現在、寿命

は１０歳以上、おおむね３歳から成熟、５歳でほとんどが成熟いたします。産卵期はこれ

から、１２月から３月にかけてでございます。 
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 ここから資源評価、更新した結果を踏まえ、御説明いたします。 

 まず、漁獲量の推移でございます。 

 今回、１９７０年ぐらいからのデータも併せて入れておりますが、１９７０年から７９

年、このころは１０万から１７万トン、非常に高い水準で漁獲がございました。 

 詳細な資料がある１９８０年漁期以降は一時的に減少するのですけれども、１９９２

年、１４.６万トンまで獲れております。 

 韓国による漁獲というのは、１９８７年から１９９８年にありまして、２,０００トン

から、最大でも約２万トンぐらいということでした。 

 この１９９２年漁期以降、漁獲量は大きく減少します。２０１９年漁期、ここの部分を

拡大したのがこちらになりますけれども、２０１９年漁期は前年よりも若干少なくて、

５.２千トンです。ただ、ここを見ていただきますと、非常に低く安定しているのは、厳

しいＴＡＣというもので、現場の皆さんが非常に御努力いただきまして、漁獲を抑えてい

ると。ですから、この漁獲の減少というのは、資源の状況というよりは、資源回復のため

のＴＡＣによる制限を皆さんが遵守していただいている結果と我々も認識しております。 

 漁獲の主体は、沖底さんと北海道の刺し網を含む沿岸漁業で、本州、日本海は、ここに

ありますように、近年、非常に低くなっております。 

 資源計算の場合は、先ほど重量でお示ししたのですけれども、資源評価の場合は、何歳

の魚をどれぐらいの尾数獲りましたかというのをもとに計算することになります。こちら

が尾数ベースであらわしたときの漁獲の状況です。１９８０年以前にちょっとデータがあ

りませんので、８０年以降のみの表示になります。 

 先ほどの漁獲量に比べると、この上下差は非常に大きくなっております。特に、かつ

て、以前は黄色とか肌色とかオレンジで示されますように、４歳以下の漁獲が非常に多い

時代がございまして、このあたりで尾数が大きく上がった時代がございました。 

 近年はどうかといいますと、比較的小型魚の漁獲というのは減ってきておりまして、た

だ、たまにいい年級群が入ってくると、どうしても混じるということがありますが、そう

でなければ、大体大型魚主体の漁獲になっております。 

 これが昨年になりますけれども、昨年度はどうだったかというと、比較的いい感じは

あったのですけれども、親のほうが少し漁獲がふるわなくて、このような前年に比べても

尾数も減っているという結果になっております。 

 ２００６年級と２０１２級ということで、特別ちょっと表示しておりますが、比較的い

い加入のときは、皆さん、小型魚を避けて操業されているのですけれども、どうしても混

ざってしまうということで、通常はなかなか獲れないような２歳とかがぽんと獲れたりす

るということがあるということを示しております。 

 今回、資源評価をやる上で重要な上方の一つとしては、道総研さんが１９９８年から

やっております魚探の調査というのが非常に重要になってきます。特に近年のように、漁

獲を皆さん非常に抑えていただくと、その漁獲データのみからなかなか資源解析というの
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は難しいので、漁業によらないデータを使って調整するという作業があります。 

 今回の調査は、今年度の９月、２０１９年までのデータを使っているのですけれども、

１１月頭に道総研さんが今年度の調査を終了して、速報という形で値を出していただいて

おります。それについてはさすがに間に合わなかったので、これには入っていないのです

けれども、大体２０２０年は、速報なので、まだ数値が変わる可能性があるのですけれど

も、２０１９年ぐらいという結果になっています。 

 ただ、海域によってかなり歪みがあるようで、今回の結果、結構北のほうはよさげなの

ですけれども、南のほうが少ないというような結果が出ていたというふうに承知しており

ます。それらについては、来年度の計算で入ってきます。沿岸漁業についてはこれからが

漁獲主体ですので、その漁業の結果とこれら調査、この後、１月とか３月にも調査、１２

月もですかね、ありますので、それらを見て、総合的に判断して来年の評価は決まります

けれども、急増しているわけではないので、今後の資源の増加に関しては、ちょっと注意

しながら見ていく必要があるのかなと今考えているところです。ただ、評価が更新しない

とはっきりしたことは言えませんので、今はそういう情報があるということでおとめおき

ください。 

 これが資源評価結果を更新したものになります。長期的には、やはり１９９０年前後に

高い水準で、このとき、見ていただければ分かりますように、オレンジ色が２歳魚になり

ます。現在、スケソウの日本海は、スケソウの太平洋と異なりまして、２歳から上で計算

をかけます。やはり昔、資源がよかったときというのは、やはり２歳魚がすごく多い。要

はいい加入があったので、これぐらいの資源が保持されていたということもあるのです

が、その後、やはりいろいろな理由で加入が減ったということもありまして、近年は御存

じのように低い水準にとどまっていると。 

 この部分、２００５年からをちょっと切り出したのがこちらになります。スケソウの日

本海の場合は、まだ太平洋に比べると、直近５年間、現在やっている手法の限界もあっ

て、やはり数値が暴れるのですけれども、それでも比較的数値の暴れ方は今まで少なく

て、評価としては優秀だったのですけれども、ちょっと今年度、計算すると、昨年がこれ

で、今年がここなので、ちょっとここの部分、２０１５年級群というのが多いかなという

ふうに想定していたのですけれども、そこまでちょっと多くないのではないかという結果

が今年入ってきたので、この部分が少し下方修正されております。２年追加されておりま

すので、その後、少し増えて、またちょっと下がるというのが今のところの予測になって

いるのですけれども、少しこのあたり、前回出したものと、今回出す将来予測が異なって

くるのは、ここら辺の数値の、今年度で言うと少し資源量が下方修正されたところがある

というのが影響として大きくなっております。 

 ここは方法を変えたということはございません。太平洋の場合は、手法の変更に伴う改

善というのがあったのですけれども、日本海の場合は、昨年の調査結果とか最新の調査結

果とか漁獲状況から推測し直すと、この部分というのはこんなに多い資源ではないですよ
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ねというふうな評価が出たということになります。 

 今度は少し分かりやすく、資源量が青です。親の量が緑。そして、漁獲割合ということ

で赤の白丸、これで出しております。 

 資源量は、先ほど言いましたように、１９９０年前後を境に減少傾向で、以後、２００

５年以降はほぼ横ばい、近年少し増えてきているという状況です。 

 一方で、親魚量も、少し時間遅れはあるのですけれども、減ってきて、ちょっと増えた

のですけれども、その後、なかなか加入がいいのが続かないということもあって、ちょっ

と親魚のほうの増加というのが少しペースが全体に比べて悪いという感じはあります。 

 一方で、漁獲割合、これが非常に重要ですけれども、やはり皆さん、ＴＡＣとか、すご

く守っていただいておりまして、漁獲割合は傾向としても減少、低下傾向にありまして、

昨年は過去最低の５％未満になっております。こうやって今、資源回復にお力をいただい

ていると我々も認識しております。 

 なぜこのような資源状況でなかなか回復しないのかというのは、ひとえに、やはり加入

の状況というのが大きくきいてきます。この縦棒グラフになっているのが、実際に２歳で

加入してきた量。黒丸は、親が卵を産んで、その卵から２歳になるまでの生き残りのよさ

をあらわしています。数字が高いほうがいいので、生き残りというふうに考えてくださ

い。 

 １９９０年代、先ほどここでありました、資源がすごくよかったというときなのですけ

れども、そのちょっと前、１９８５年前後に非常にいい生き残りの時代というのが５か年

ぐらいあって、そのときにやっぱりすごくいい加入が連続してありました。なかなかスケ

トウダラの場合、これだけ連続していい加入が続くということは、ほかの太平洋系群など

でもなかなかないのですけれども、そういうことがありましたので、やはりこのように資

源量で一挙に増えていくのですね。親魚量も増えています。 

 ただ、その後、生き残りが急激に悪くなるという事態が発生しております。その結果、

親の量自体はそれほど変わっていなかったにもかかわらず、やはり生き残る割合が２倍以

上下がってしまったということで、結局、加入量が落ちていく。ずっと生き残りが悪い実

態が続いていて、この時期は本当にいろいろな努力をしてもなかなか資源が回復しない、

そういうふうな状況でしたが、転機が訪れたというのは、２００５、２００６年あたりで

して、２００６年、すごくいい生き残りという年がございました。この２００６年に発生

したものを皆さんで守りましょうということで、資源回復計画とかで、要は若齢魚を獲り

残ししましょうというのが行われたのがここらになります。 

 その後、近年、比較的加入はいい状況が続いているのは、量的にはそれほどではないの

ですが、やはり生き残りがいい年が連続して出てくるようになったというのがあるので

す。やはり海の環境が少しずつ変わってきている可能性もあります。ただ、どうしてもこ

れだけ幅がありますので、やはり注意は必要というふうになっております。 

 ここからが、新しいベースになります、まずＭＳＹを推定するための再生産関係という
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ものをどう考えるかになります。横軸が親、縦軸が子供の量です。見ていただきますと、

ここで少しぽんと外れたものはあるのですけれども、おおむね、変動はありますが、親が

増えればある程度子供は増えていくという関係性が見られます。 

 通常、我々が再生産関係ということで数式化する場合、三つぐらいの式を使うのですけ

れども、実はどれを使っても、ここまでに関してはほとんど変わりません。結局、親が増

えれば子供も増える、そういう関係性がどの式からも得られますので、今回は、とりあえ

ずここまで増えたら、あとはそんなに子供は増えないよねというのが設定できるホッケー

スティック型というのを採用しております。 

 ただ、現実的には、例えばこれぐらい資源が増えたときに、結局、こっちのほうにプ

ロットがいっぱい出てくると、やっぱりもっと親を増やせるのではないかとか、逆にこの

あたり、データが少なくて、これからデータがそろってくると、実はこういうふうになる

のではないかという可能性はあるのですが、それはこれからデータが増えてきたときに、

例えば５年後ごとにこの関係性も見直しますので、そのときに改善ができれば改善すると

いう形になろうかと思います。 

 現在は、ここにありますように、親魚量の増大に比例して加入量が増加していくが、親

魚量が過去最大値、大体１９９０年ぐらいですけれども、３４万トンを超えると、平均し

て６億尾ぐらい。ただ、これぐらいのばらつきがある中で再生産は進みますよという仮定

を置いてあります。 

 そうなると、結局、過去最大にしておけばいいではないかということになるのですが、

なかなかそうならないのは、これだけばらつくのです。なので、このばらつき、不確実性

を考慮すると、過去最大よりもちょっと大目で保持しておかないと、平均漁獲量は下がり

ますよということになります。 

 結果として、３８万トンが親魚量で、そのときに得られる４万４,０００トンというの

がＭＳＹというふうに推定されました。この値は、一昨年出したものと新しいデータを加

えてもほとんど変わりません。 

 限界管理基準値のほうも１７万１,０００トンということになりまして、大体これぐら

いです。実はここの限界管理基準値というのは、昔、平成１９年ですか、そこぐらいまで

使っていた昔のＢリミットと実は同値でして、そういう意味では、偶然ではありますけれ

ども、まずはここまで増やして、その後は一定の漁獲圧にしましょうということを考慮す

ると、うまく偶然の一致ですが、そういう関係性がございました。禁漁水準、もともと

３,０００トンで設定しておりましたが、新しい計算でも２,５００トンということで、ほ

とんど変わりません。 

 次、これが神戸プロット、神戸チャートというもので、今の資源状況を、今までは、例

えば高水準、増加傾向とか、そういうふうな表現をしていたのですが、それを改めて、新

しく表示する方法のやり方です。 

 基本的には三つの領域、四つにあるのですけれども、赤が、親が少なくて漁獲圧が高
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い、要はちょっと注意が必要です。改善が必要です。黄色の部分は、ここだと、親は多い

のだけれども、漁獲圧が高いので注意が必要。こちらだと、漁獲圧はいいのだけれども、

親が少ないので注意が必要。ここの緑にあると、最適ないい漁獲状況ですよということに

なるのですけれども、実際のところ、我々がどうこうできるのというのは縦軸になるので

す。要は漁獲圧を上げる、下げるというのは人間の努力だけで何とかなるのですが、横軸

というのは環境の善し悪しというものもありますので、なかなか人間の努力だけではうま

くいかないこともございます。 

 近年、見ていただくと非常に重要なのは、やはりどうしても減少期のデータですので、

親魚が減って漁獲圧が高い実態という判定になるのですが、２００５年以降、非常に漁獲

圧を急激に減らしていっていただいております。２０１９年の状況というのは、まさに最

適な漁獲圧までもう落ちているのです。そういう意味では、この間の御努力というのが

ちゃんと評価でもあらわされてるいということになります。ただ、親魚量が、やはり加入

量がそれほど多くないということもあって、なかなか急には回復していないと。ただ、直

近の傾向を見ると、過去最低よりは、やっぱり増えてきているというのもここであらわさ

れております。 

 漁獲管理規則というのを今日これから御議論いただくことになるのですけれども、一

つ、どのように改善するか、回復するかという、機構側が研究機関会議で皆様と御議論し

て出した一つの例というのがこういう感じです。要は、この青の線に乗るように漁獲圧を

下げる。現状だともっと下げることになりますが、そうすると回復が比較的順調にいきま

すよと、これが一つの例でございます。ただ、これはあくまで一つの例でございますの

で、これから御議論して、どのような漁獲で獲っていくかというのを御議論いただくこと

になります。 

 これは現時点で先ほどのものを考慮して出した将来予測の表になります。これからは、

基本的に何か目標を達成する確率という形で、確率表記で物事が出てきて、漁獲量につい

ても、そのときに期待できる漁獲量の平均値という形で示させていただくことになりま

す。この表自体は、毎年資源評価を更新するたびに変わります。特に、ここの２０１９年

の漁獲量はもう終わったものですので、変わりません。ですが、２００７年、現在、ＴＡ

Ｃ数量が入っております。それが来年の評価になると実漁獲量に置き換わりますし、２０

２１年以降は、その新しい資源評価等に基づいて出た値に基づいて計算されますので、実

質、ここからこっちの表というのは毎年変わっていきます。 

 縦軸のβというのは、ここの表におけるここの部分が適切な漁獲圧の何割程度かという

ふうになるための指標です。例えばβ０.８というのは、適切と考えられる漁獲圧の大体

８掛けですよと。そういう形で、ずっと同じ強さで獲っていったらどういうふうな値にな

りますかになります。ただ、日本海の場合は、漁獲というか資源量が少ないので、ある一

定の資源量になるまでは、さらに減少率というのがかかります。本来だったら、例えば

０.８なのだけれども、このルールの中では、この直線にあるように、さらに直線的に漁
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獲圧を下げるというものを計算上入れております。そこで出てきている値がこのような値

になっているということです。ただ、このあたりはこれからの議論ということになりま

す。 

 将来予測についても、先ほど確率のお話をしましたけれども、それを視覚的にあらわす

とこうなります。要は、加入量が大きく変動しますので、実際のところ、例えばピンクと

いうのが我々が推奨しているβ＝０.８というもので獲った場合は、増えていくのだけれ

ども、これぐらいふれる可能性があります。平均としてはこうなのですけれども、その

間、これぐらいの幅で実際の値は動く可能性があります。青が現在の漁獲圧です。現在の

漁獲圧でも増加していきます。ただ、同じようにやっぱりふれるので、結局、漁獲量がこ

れですけれども、漁獲量もこの程度、やっぱり期待できる漁獲量が増えるし、親魚量や資

源量はもっと大きくふれますよというのがあらわされております。 

 いずれにしても、これがやはり不確実性ということになりますので、上がるときはいい

のですけれども、下がるときのことも考慮しながら考える必要があるということになりま

す。 

 検討会の試算で、まず最初、新しいものでというのはもう既に御説明したとおり、ほと

んど目標値に関しては変更がございません。 

 その次の事項として、スケトウダラ、日本海については、やはり資源評価、不確実性が

ある中で、非常に低いＦで計算すると、毎年毎年、出てくるＡＢＣが動くと。非常に漁業

を実際やる上ではやりづらいというお話もあって、５か年間、漁獲を例えば７,０００ト

ン、８,０００トン、９,０００トン、１万トンで固定して、それで５年後移行は、βを動

かす普通のやり方でやってみてはどうかという試算をしていただけないかというお話をい

ただいております。 

 四つ目としては、要は獲り残した量を翌年使いたい、繰り越しですね。それについて、

太平洋から最初要望があって、日本海も同じように計算がほしいというお話がありました

ので、それをやっております。こちらのほうは、通常の獲り方、要は漁獲量固定ではなく

て、資源量に応じた獲り方をするのだけれども、であるがゆえに、獲り残したときに何が

起こるかというのを見てほしい、限界を見てほしいということでございます。 

 まず、５年間固定のものです。 

 設定条件としては、このあたりは変わらない。 

 ２０２０年の漁獲量は、通常、ＴＡＣで漁獲します。 

 ２０２１年から、この４パターンで一定の漁獲をとります。 

 結果、こちらになります。漁獲量、当然、通常のやり方であれば上です。下が７,００

０トンにしたときの漁獲量の予測です。７,０００トンなので、５か年間、７,０００トン

で、２０２６年に一気に資源に応じた漁獲に切り替わりますので、ここで、例えば７,０

００トンでずっと獲っておくと、一気に２倍以上に跳ねるという形になります。ただ、β

が低ければ、はねるといってもそれほどではないです。 
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 ここの値を比べていくと、当然、７,０００トン固定のときよりも８,０００トン固定の

ほうが２０２６年の資源量は少なくなりますので、若干下がっていく傾向があります。 

 ９,０００トン、１万トンでやるとこのような形で、徐々に２０２６年で獲れる漁獲と

いうのが下がると。特に１万トンにしたときに、例えばβが低ければ、２０２５年と２６

年の値はすごく低くなるという傾向があります。 

 これが漁獲量なのですけれども、重要なのは、将来の目標なのです。管理目標、例えば

限界管理基準値を目標にして、それを１０年後、上回る確率というのを見てみましょう

と。例えば、通常であればどうかというと、βが１だと、ちょっと５割を下回っています

よと。ただ、７,０００トンにしたときに、ここを見ていただくと、５５ということで、

４６よりも上回っています。要は、７,０００トンに固定したことによって、この間、結

構資源が増えるので、その分、余力があってということになります。 

 同じように、逆に８,０００トンとかに上げていくと、ここの確率が少しずつ下がっ

て、ここに近づいていきます。一番大きい１万トンの場合ですと、ここが４８％でここが

４６％ですから、それほど変わらないという形で、１０年後はこういう評価になります。 

 まとめると、２０３１年に限界管理基準値案を上回る確率に大きな差は生じていない。

ただ、一番最初、例えば９,０００トンとか８,０００トンとか、どんどん下げていくと、

当然、確率は上がっていきます。 

 いただいたシナリオで一番大きな１万トンでございますが、１万トンでも２０２５年漁

期以降にβ＝０.９以下を使うのであれば、ちょっとぎりぎりではございますけれども、

５０％以上の確率で限界管理基準値を上回るのではないかという予想になっております。 

 最後に、繰り越しでございます。これは太平洋のほうで主にお話があったのですけれど

も、やはりどうしても獲り残しがあると。特に日本海などのように非常に厳しいＴＡＣを

やっていて、それをみんなきっちり管理しておりますので、なかなか満了までは獲れな

い。獲り残した分を翌年使えるようにしてほしいと。それについて、会議後に、水産庁と

道漁連さんで検討していただいて、こういうふうなシナリオでちょっと検討してくれない

かということでいただいたのがこちらになります。 

 当初のＴＡＣ、もしくは、まだＡＢＣでございますが、何％ぐらいだったら、翌年、全

量使えるのか。要は限界をルール化するために当たって限界を見るための、そういうもの

を出してほしいということになります。その年の漁獲可能量というものが当然あります

が、全部使う、要は我々としても、計算する仮定である程度、条件設定していただかない

と何もできませんので、そのあたりを設定させていただいてやっております。単純化する

ために、繰り越しは翌年のみ。要は、例えば今年、２万トン残したら、その繰り越し分を

使えるのはその次の年だけ。その次の年はその繰り越しを全部使いますと、そういう単純

化しています。逆に言うと、なかなかそういうこともないのですけれども、このパターン

で計算すると、一番影響が強く出ますので、それを見て、全体のルールを検討いただくと

いうことで、今回はお示しいたします。 
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 概念としてはこんな感じです。例えばある年のそもそもの漁獲可能量がこれぐらいあり

ましたと。そのうち、例えば何十％かを獲り残します。それを全量、その次の年に想定さ

れているＡＢＣに上乗せして、これを使うことができる量と切り換えます。この量を全部

獲ります。ここで、いや、そんなに獲れないというのもあるかと思いますが、今回は影響

を見るために、加えた量を全部とるという形で計算しています。そのときにどういう影響

が将来的に出るかというのを検討しているわけです。 

 結果です。先ほども言ったβ、要は漁獲をぎりぎりまでとるというのがβの１になりま

すけれども、βで、例えば１でやった場合、例えば３０％ぐらい、翌年利用する。例えば

１万トンのＡＢＣであれば３,０００トン獲り残したときに、その３,０００トンを翌年の

ＡＢＣに足して全部とると、そういうふうにしたときに、漁獲圧がＭＳＹを上回る確率は

どうですかとやると、５９％です。これが太平洋に比べて下がっている理由は、そもそも

今の状況だと、βは１でも、実際のＦは下げているので、こういう確率が出てくるので

す。 

 一方で、親魚量が限界管理基準値を上回る確率はほぼ変わらないという結果が出ており

ます。 

 漁獲繰り越しを減らしていけば、当然、安全率は上がりますので、ＭＳＹを上回る確率

は低いですし、ここについても影響は出てこない。β＝１.０の場合は、獲り残し、翌年

利用、要は繰り越して全部使うというのが、当初の３０％の場合においても、１０年後の

達成確率に大きな影響は与えません。しかし、漁獲圧自体が過剰になる確率というのは

ちょっと上がる可能性はあるということです。 

 一方で、限界管理基準値を上回ったときにどれぐらいの強度で獲るかから決まるのです

けれども、そのβを０.８にした場合なのですけれども、当然、余裕を持った漁獲をもと

もと初期設定でしますので、さっきよりも、３０％全部使っても上回る確率は低くなって

おりますし、当然、１０年後に上回る確率は変わらないという結果になります。 

 要は、当初の設定を控え目にしている場合は、獲り残し、翌年利用、要は繰り越し、全

量利用が３０％であっても大きな影響は与えませんよという形になります。要は抑制的な

ＡＢＣ、だからもともと低めで設定しているのであれば、獲り残し再利用は可能です。限

界まで使っている場合は注意が必要ですということになります。この関係性は日本海にし

ろ太平洋にしても一緒なのですけれども、日本海の場合、当初のルールですと、かなりＦ

を下げて設定になりますので、こういうふうに若干の差異が出てきます。 

 まとめると、いろいろ書いておりますが、例えば数字上でいくと、βが０.９以下の場

合であれば、繰り越し上限の当初値の５％まで、βが０.８以下の場合は当初値の２０％

までであれば全然、繰り越して、翌年、全額利用した年の漁獲圧がＦmsy を上回るような

ことはない。すごく安全率をとるとこういう考え方になります。 

 ただし、これは指摘されているのですが、やっぱり資源量、加入尾数が過大推定、要は

去年と今年の結果のように、今年、再評価したら資源が大きく下がりましたというような
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場合、結果的に当初推定していたＴＡＣにしろＡＢＣが過大になる可能性はあります。そ

うなると、過剰漁獲してしまうおそれがございますので、やはり資源量が下方修正された

場合というのは、漁獲量の繰り越しを行う際、そのあたりの結果を考慮すべきという意見

が出されております。 

 残りの二つは参考までの資料で、例えばβに対してどれぐらいの獲り残しを利用すれば

どういう確率ができるかというのを書いたものです。ここの青でくくっているのが、基本

的に５％獲り残して５％全部使う場合になります。ここだと、例えば１５％残して１５％

使う場合はこちら。このほかの部分は何かというと、要は３０％残しているのだけれど

も、１５％しか翌年使いませんよというときにどういう確率になるかということで、当

然、多く残せば残すほど、将来に対していい状況になるというのは当然でございます。全

量使うという観点でいくと、基本的にはここの数字とここの数字がそろっているところ

で、あとはβごとに見ていただくということになります。 

 こちらが限界管理基準値を上回る形で、先ほども御説明いたしましたけれども、β＝

１.０でも大体５０％前後という感じなのですけれども、やはり繰り越しが高くなってく

ると、４０％台中ぐらいまで落ちていきますので、βが高いときというのは、繰り越しは

ちょっと気をつけたほうがいいという結果になっております。 

 以上でございます。 

○水産庁(魚谷氏) 水産庁の魚谷でございます。 

 引き続きまして、漁獲シナリオについての説明をさせていただきます。 

 資料については、お手元の資料５でございまして、それとは別途、１枚紙で、右肩に、

資料５、Ｐ１７差替版と示してある１枚ものの表がございます。こちら、資料５に入って

いる１７ページ、スライドの番号で１７番目のものが、ちょっと表に入っている数字に誤

りがあったということで、差替版として別途配付しておりますので、１７ページについて

はこちらのほうを御覧いただければと思います。 

 それでは、御説明を始めさせていただきます。 

 まず、資源評価のおさらいということで、１枚めくっていただいて、上の段、スライド

の番号で２というところに、スケトウダラ日本海系群の資源評価のおさらいというか、ま

とめを、これまでとこれからという形で書き分けております。 

 これまでについては、評価として、これまで下回ってはいけない資源水準の値、Ｂリ

ミットということで、親魚量で１５万５,０００トンであり、この数字への回復、あるい

は維持ということを目標に、基準に管理をしてきたということでございますけれども、今

後については、表の右側にありますように、基準値として下回ってはいけない資源水準の

値、法律の言葉でいうと限界管理基準値、回復・維持する目標となる資源水準の値という

ことで目標管理基準値、これら二つの基準値を定めて管理を行っていくということでござ

います。 

 まず、限界管理基準値については、資源評価の結果を受けて、親魚量１７万１,０００
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トン、目標管理基準値についてはい、親魚量３８万トンということになってございます。 

 左上に赤字、黒字の組み合わせで、親魚量（２０１９年）とございますけれども、２０

１９年の親魚量としては５万６,０００トンということですので、この限界管理基準値、

要は下回ってはいけない資源水準の値を下回っている状況ということでございます。 

 それで、目指す方向、目標管理基準値への回復というのを目指すわけですけれども、こ

れの考え方として、５０％以上の達成確率で、親魚量３８万トン以上への回復というのを

目指しましょうということで、２０１９年の水準からいえば３２万４,０００トン以上の

親魚量の積み増しが必要になるということでございます。 

 漁獲量につきましては、現状、５万２,０００トンというところから、ＭＳＹ水準の親

魚量を達成すれば、平均的には４.４万トン、持続して獲れるという状況になるというこ

とでございます。 

 漁獲の強さにつきまして、近年、０.９９と書いてございますが、ほぼＭＳＹを達成す

る漁獲の強さ、漁獲圧で獲っているという状況になります。これをシナリオの中でどうい

う形で設定をし、あるいは調整していくかというのを今後固めていくということでござい

ます。 

 続きまして、何ページか飛んでいただいて、６ページをごらんください。こちら、管理

の面からの目標値等々について書いたものでございます。本日、午後から出席されている

方もいらっしゃるということですので、ここも一通り御説明をいたします。 

 資源管理の目標ですけれども、これまでとこれからということで、これは先ほどの繰り

返しになります。これまでＢlimit への回復、維持というところが目標だったのを、今後

は目標管理基準値、要は最大持続生産量を達成する資源水準まで回復させる、あるいは維

持するという形の目標になります。 

 評価手法については、先ほど御説明ありましたので、省略いたします。 

 漁獲シナリオですけれども、これまで漁獲圧力一定で、Ｂlimit を目標としていたわけ

ですけれども、Ｂlimit を上回る確率については、特段意識をされずにというか、そうい

う形で考えられてきたということでございますが、今後については、まず、漁獲圧力一定

ということですけれども、限界管理基準値を下回れば漁獲圧力を禁漁水準に向けて直線的

に下げると、こちらも先ほど森部長から説明があった漁獲管理規則の考え方でございまし

て、スケトウダラの日本海系群、北部系群については、この限界管理基準値を下回ってお

りますので、漁獲圧力を決めたときに、その時点、時点の資源量、親魚量に応じて圧力を

下げた形での対応ということになるということでございます。 

 また、目標値を上回る確率としては５０％以上というところを基準に設定を、シナリオ

を考えていくということでございます。 

 続きまして、ＴＡＣ、ＡＢＣの算定方法ということで、ＴＡＣをＡＢＣの範囲内で決め

るということについては、これまで近年と今後については変わりません。 

 その数字の決め方ですけれども、これまでは毎年複数の漁獲シナリオと、そのシナリオ
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ごとに二つのＡＢＣ、これはＡＢＣの target とＡＢＣの limit という二つですけれど

も、これを提示して、結果として複数のＡＢＣが出てきたと。その複数のＡＢＣの最大値

の範囲内でＴＡＣを選んできたというような形でございますけれども、今後については、

あらかじめ目標値と漁獲シナリオを決めておくというのがこれまでと大きな違いでござい

ます。目標値というのは、先ほど来、何回か言及しております目標管理基準値と限界管理

基準値でございますし、漁獲シナリオというのは、その目標に向かってどうやって漁獲を

していくか、漁獲圧力をどう調整していくかということをあらかじめ定めるということで

ございます。 

 その下、括弧書きで資源管理目標、漁獲シナリオは定期的に見直しとございます。こち

らについては、資源管理の基本方針、法律に基づいて定めた基本方針でございますけれど

も、そちらの中にも書いてあるのですけれども、おおむね５年をめどに見直しますという

ことになっております。ただ、５年以内であっても、資源状況に大きな変化があったと

か、そういう必要が生じれば、５年以内の期間で見直しをするという可能性も排除されて

いるわけではございませんので、そういうこともあり得るということでございます。 

 そういう形で目標値、あるいはシナリオを決めておいた上で、毎年そのシナリオにのっ

とって一つのＡＢＣを算出して、それに基づいてＴＡＣを決めるという形になります。 

 続きまして、ＴＡＣの配分、これは実績をベースに配分して、大臣管理、知事管理とい

う形で配分していきますということは、基本的な形は変わりません。 

 これからのところに、赤字で実行上の柔軟性を高める措置と書いてございます。これの

内容としては、国で留保を設定して、そこから追加、漁場の形成とか、漁獲の積み上がり

に応じて追加配分する、あるいは都道府県間とか大臣管理漁業と知事管理漁業で配分量を

融通するとか、そういったことが考えられるかと思います。当然、そういうやり方につい

ては、漁種ごとにいろいろな事情が事なりますので、漁種ごとでどういうことをやるの

か、あるいはどういう運用にするのかというのは十分検討してやっていくということでご

ざいます。 

 続きまして、今後のスケジュールでございます。９ページを御覧んください。 

 こちらは午前中にも説明したのですけれども、この会議が１１月のところに書いてござ

いまして、今回の議論、どこまで詰まるかというところにもありますが、必要があれば１

２月ごろに第３回の検討会を開催して、その後、パブリック・コメント手続、年明け１月

には水政審への諮問・答申ということで、スケトウダラの資源管理の目標、あるいは漁獲

シナリオを定める、あるいはそのシナリオに基づいて初年度のＴＡＣを定めるということ

を進めていくということで、漁期については４月から新たな漁期に入りますので、新しい

枠組み、あるいは新しいＴＡＣのもとで４月からの操業、あるいは管理が開始されるとい

うスケジュールになります。 

 続きまして、漁獲シナリオの中身についての説明に移っていきたいと思います。 

 資料１３ページでございます。 
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 上の四角の一つ目のポツに書いてございますように、２０１９年の親魚量は５万６,０

００トンということでございまして、限界管理基準値の１７万１,０００トンを下回って

いることから、資源再建計画の対象となるということでございます。 

 資源再建計画というのは、法律にも規定されている概念でございまして、二つ目のポツ

にございますように、資源再現計画とは、限界管理基準値を下回った場合に、これを目標

管理基準値まで回復させるための計画ということでございます。 

 下に将来の親魚量が目標管理基準値を上回る確率という表がございます。それを見てい

ただければ、仮にβ＝０、つまり禁漁としても、１０年後に目標管理基準値３８万トンを

上回る確率というのは２０％ということで、先ほど５０％を上回る確率という基準という

か考え方をお示ししましたけれども、ということでございますので、１０年間であれば、

禁漁したとしても回復しないという見通しとなっているという状況でございます。 

 それで、資源再建計画、具体的にどういうものかというのを御説明いたします。 

 １４ページでございますが、こちらは先ほども申し上げた法律に基づいて定めた資源管

理基本方針というのがございます。これの別紙１という形で資源再建計画の中身はこうい

う形ですよというものを規定したところからの抜粋という形でお示ししてございます。 

 ということで、一つ目のところで、資源水準の値が限界管理基準値を下回る状態にある

ということが判明をした管理年度の末日から２年以内に策定をするという考え方でござい

ます。 

 内容としては、１０年以内に目標管理基準値まで回復させるための計画ということでご

ざいますけれども、二つ目、２.で期間とございますけれども、これの三つ目のポツで

す。「ただし」から始まる部分を見ていただくと、いかなる措置を講じても当該資源の資

源水準の値が１０年以内に目標管理基準値を上回る価まで回復する見込みがない場合には

と書いてございまして、当該水産資源の特性、水産資源に係る漁業の経営その他の事情を

勘案して、合理的と認められる範囲内で１０年を超える期間を定めることができるとござ

います。まさにスケトウダラ日本海系群については、このただし書きの要件に合致すると

いうことで、まず１０年を超える期間を定めるということになります。 

 その上で、３に暫定管理基準値とございます。この場合に、１０年を超える期間で目標

管理基準値まで回復させようという計画とした場合に、暫定的に１０年を超えない期間ご

とに回復させるべき目標となる資源水準の値を定めると。それに対して５０％以上の達成

確率で回復させるというような考え方となっております。 

 スケトウダラ日本海系群については、この二つの規定に基づいて、１０年以上の期間を

とって、かつ１０年を超えない期間ごとに暫定目標値を定めて、それに向けて管理をして

いきましょうという考え方でございます。検証として、少なくとも２年ごとに資源評価に

基づき再建計画の達成状況の検証を行う。その結果に基づいて、計画の見直し、その他必

要な措置を講じると、こういう形になっております。 

 続きまして、資源再建計画の中身をどうするのか、あるいは、それを踏まえてシナリオ
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をどうするのかというところの御説明に移ります。 

 繰り返しになりますけれども、一つ目のポツとして書いてございますが、禁漁しても１

０年で目標管理基準値を達成しないという予測になっていることから、暫定管理基準値を

設定するという考え方でございまして、二つ目のポツで、暫定管理基準値の案として、ま

ずは限界管理基準値まで戻しましょうということで、限界管理基準値親魚量１７万１,０

００トンを暫定管理基準値とすることを御提案をまずしたいということでございます。 

 その前提で、この場合の再建計画としては、１０年後に親魚量が暫定管理基準値を１７

万１,０００トンを５０％以上の確率で上回るということを提案するという考え方でござ

います。 

 下にベースケースと書いてある将来予測の表がございます。こちらについては、基本的

な漁獲管理規則、βでの漁獲圧を調整して獲っていくという将来予測、これは平均漁獲量

の表になりますけれども、この場合、βの０.７から１まで書いてございます。一番右側

には３１年、１０年後に親魚量が１７万１,０００トンを上回る確率と書いてございま

す。５０％以上ということになりますと、βは０.９以下ということになります。ですの

で、この基本ケース、ベースケースの場合でいきますと、０.９を仮にβとして採用すれ

ば、初年度、２０２１年のＡＢＣ、これがＴＡＣになるであろう数字になりますが、これ

は７,９００トンということになるということです。 

 赤で囲われた部分というのは、今年、次の漁期までに、先ほど御説明したスケジュール

にのっとって決まる話ということでございます。βを決めれば、初年度のＴＡＣになる数

字というのは自動的に決まると。それ以降、２２年以降のところで青枠で囲ってございま

す、β＝０.９に対応する漁獲量としては、２２年、８,５００トン、次が１１万７００ト

ンと書いてございますけれども、こちらについては、一番下に青字で書かれてございます

ように、ここの数字というのは、あくまでも現時点の予測に従った場合の期待される漁獲

量ということでありまして、今後、毎年資源評価をしていく中で更新されるということで

ございます。２０２２年以降の数字については変動し得るということでございます。 

 もう１点、昨日もちょっとコメントがあったのですけれども、βが０.７から１まで書

いてございますが、この資源、現状で限界管理基準値を下回っておりますので、例えばβ

＝０.９といった場合でも、最初のほうの年というのは、実際にかかっているケースは０.

９ではなくて、０.９から直線的に下げていった数字、親魚量の水準に応じて下げていっ

た数字が実際にはかかっているということでございます。将来予測を見ると、限界管理基

準値を上回るのは２０２９年とか２８年になろうかと思いますので、そのころまではその

年、その年に予測されている親魚量の値に従って、０.９なら０.９から下げた数字がか

かっているということでございます。この点についてちょっと補足をさせていただきま

す。 

 続きまして、上のほうの四角の中に戻っていただいて、四つ目のポツ、再建計画の最終

年限ですけれども、現状の試算結果において、目標管理基準値を５０％以上の確率で達成
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可能なシナリオが示されている。これは１３ページの将来予測を見ていただければ分かり

ますけれども、２０年後ということでまず置きたいということでございます。とりあえず

２０年後という最終期限を設定した上で、資源の回復状況を踏まえて、シナリオの見直し

と、年限についても見直しを行うということでございますし、毎年の資源評価によって、

１０年以内に目標管理基準値、５０％以上の達成確率で上回るシナリオが出てきたときに

は、改めて議論を行いたいということでございます。 

 最後のところで、繰り越しに関する試算、先ほど森部長のほうから御説明いただきまし

たけれども、この試算結果によれば、βを０.９、あるいは０.８にした場合、それぞれ当

初のＴＡＣの５％、あるいは２０％までであれば適切な漁獲の強さ、Ｆmsy を上回らない

という結果が示されております。 

 続きまして、１６ページ、この繰り越しに関して、５％、２０％という繰り越しの上限

を適用した場合に、実際に繰り越しできる量というのはどれぐらいなのかという具体的な

イメージ、規模感を持っていただくという観点から、あくまで直近５年分、２６年から３

０年漁期の漁獲実績に、この５％なり２０％の繰り越し上限を適用して、未利用分の繰り

越しを行ったと仮にした場合に、繰り越しの数量、あるいは未利用分に対する繰り越しの

率、未利用分の何％ぐらいまで繰り越せたことになるのかというのを試算したものでござ

います。 

 一つの前提として、二つ目のポツにありますけれども、５％なり２０％というＴＡＣ全

体に対して繰り越しの上限があるわけですけれども、それの範囲内で繰り越せる全体の数

量、これを各区分に配分するときの基準ですけれども、これは未利用分、要は獲り残した

分の数量が全体に占める比率、割合に応じて配分するという仮定、前提のもとにお示しを

している表でございます。 

 表の見方ですけれども、一番左側に漁期年、２６年から３０年までありまして、次が区

分ということで、ＴＡＣ全体と、うち沖合い底引き、うち北海道沿岸分、こちら三つに毎

年分を分けてございます。次に、実績という、一番上に書いてある欄がありまして、この

実績については、もともと何トンの配分であったのか、そのうちの何トン獲り残したのか

という実績を示してございます。こういう配分、あるいは未利用分の実績に対しまして、

その右側の欄では、漁獲上限、５％、２０％を適用した場合の繰り越しの数量、あるいは

繰り越しの率を、それぞれの上限％、５％、２０％で示したものでございます。 

 例えば、平成３０年漁期を例に御説明をしますと、スケトウダラ日本海北部系群では、

平成３０年のＴＡＣ、６,３００トンありまして、沖底に３,２００トン、北海道に２,８

００トンという配分になっていたと。そのうち、獲り残した分、ＴＡＣ全体では６６４ト

ンで、沖底については８８トン、北海道沿岸については２７６トン、それぞれ獲り残しが

生じているという状況でございます。これに、まず上限５％というのを考えますと、上限

としては６,３００トンの５％ですので３１５トンということになります。３１５トンの

範囲内でということになりますけれども、そうすると、獲り残しが６６４トンありますの
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で、それに対して半分ぐらいに圧縮した形で繰り越しが行われると。その結果として、沖

底の繰り越し分というのは４２トン、北海道沿岸の取り残しは１３１トンということにな

ります。この繰越率、これは未利用になった分に対する実際に繰り越せる量の割合ですけ

れども、これは４７％ということで、半分程度繰り越せますよというような計算結果に

なっています。仮にこの年に上限２０％としますと、６,３００トンの２０％ですので１,

２６０トンになりますか、上限は。ですので、未利用分はそれで完全にカバーされるとい

うことです。それぞれ全体としては６６６トン、沖底８８トン、沿岸が２７６トン、獲り

残し量全て繰り越せますという、こういう計算結果になります。 

 実際にどれぐらいの量、あるいはどれぐらいの割合、繰り越しが可能なのかというの

は、全体のＴＡＣの数量と、獲り残しがどれぐらい生じているかによって変わりますけれ

ども、ここ二、三年で見ると、この獲り残しの量というのは、枠全体もそうですけれど

も、どんどん減ってきている状態ですので、繰越率については、近年、直近５か年で見れ

ば上がってきているという状況になります。５％の場合と２０％の場合で繰り越せる量と

いうのはこれぐらいの差が生じるということです。あくまでもこれは直近５年、過去５年

の実績をベースで考えてみた場合の試算ということでございます。 

 続きまして、１７ページでございます。こちら、第１回のステークホルダー会合で要請

のありました追加のシナリオということで、当初の５年間の漁獲をβで調整するのではな

くて、７,０００トン、８,０００トン、９,０００トン、１万トンで固定をして、その

後、６年目以降、βの範囲を０から１の間で試算して、２０３１年……。 

○水産庁(神谷氏) 魚谷さん、ちょっと済みません、それ、古いやつになっているね。 

○水産庁(魚谷氏) そうですね。この数字はそうです。 

○水産庁(神谷氏) だから資料５の差し替えのほうを言及してください。 

○水産庁(魚谷氏) そちらを見ていただくと、追加シナリオ①から④まで、７,０００ト

ン、８,０００トン、９,０００トン、１万トンで計算をした、当初５年、固定をして、そ

の後、βで調整した場合ということでございます。 

 この結果を見ていただくと、どの固定シナリオでも、６年目以降のβを調整によって５

０％、１０年後の親魚量１７万１,０００トンを上回る確率として５割を超えるようなシ

ナリオというのはそれぞれ、１万トンであっても、６年目以降のβを０.９以下とすれば

５割というのは確保できるというような計算結果になっております。 

 あと、赤とブルーで囲っているところについては、先ほど御説明したとおりでございま

して、仮にこういったシナリオでやるというような話であれば、最初の５年間の漁獲量

は、とりあえずは、当面は固定ということになりますし、その後、６年目以降のβを決め

た上でということになりますが、２０２６年以降の数字は、現状の資源評価結果に基づく

予測値として入っているものでございまして、それは毎年の資源評価の結果に応じて変更

され得るというところを御留意いただければと思います。 

 この表について、もうちょっと基本形の場合と比較する形でどうなるのかというのをグ
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ラフでお示しをしております。こちら、中間的な事例ということで、９,０００トンで固

定した場合と、通常のパターン、βで０.８、あるいは０.９で設定した場合の現時点の資

源評価に基づく平均漁獲量の推移ということでお示しをしております。ブルーの実線、オ

レンジの実線でお示ししているのが、β、ブルーが０.９、オレンジが０.８で設定した場

合の将来の平均漁獲量、これがＡＢＣということになりますけれども、こういう現時点の

予測に基づく数字ということで、それぞれβ＝０.９の場合は７,９００トン、０.８の場

合は７,１００トンというところをスタートに、徐々に資源が回復するにつれて漁獲量も

上がっていくという予測になっております。 

 他方で、当初の５年間、９,０００トンで固定をして、６年目以降、βを０.９、あるい

は０.８にした場合です。最初の５年分はちょっと重なっていて、黄色というかオレンジ

というか、それの部分しか見えませんけれども、ブルーの波線が５年、９,０００トン固

定で、６年目以降、βは０.９にした場合、黄色のほうが、５年、９,０００トン固定で、

以降のβを０.８とした場合の漁獲量ということでお示しをしております。 

 これは比べていただくと分かると思うのですけれども、９,０００トンで設定した場合

は、当初、２年くらいはβを０.８、あるいは０.９で設定した場合よりも多い漁獲量が得

られるということが予測されているわけですけれども、３年目、４年目、５年目について

は、β＝０.８なり０.９で得られる漁獲量よりも控え目にというか、獲り控えをするとい

うような形になっております。ですので、この差分が資源にとって獲り残しという状況

に、β＝０.８、０.９でとる場合よりも取り残すというような形になります。 

 ただ、６年目以降、β＝０.８、０.９に移行した場合には、先ほど森部長の御説明にも

ございましたけれども、一気にぼんと漁獲量が上がりまして、ここで３年目、４年目、５

年目のところで、ある意味、獲り控えている分、６年目以降の漁獲量については、当初か

らβでとるよりも若干多い漁獲量として推移をしていく、要はずっとβでとる場合よりも

若干多い数字となって１０年後に到達するという、こういうイメージでございます。 

 この多い、少ないの関係について、皆さんどうとらえられるかというのが一つの視点か

と思います。固定については、９,０００トンの固定のみ書いてございますけれども、１

万トンで５年固定した場合は、水平の線が上にいきますし、８,０００トンの場合は下に

いくと。そこからまた上がりますけれども、上がり方については、１万トンを固定した場

合はちょっと控え目な上がり方になりますし、８,０００トンの場合は多目の上がり方に

なるということかと思います。 

 続きまして、同じように漁獲量固定の場合とβで調整する場合の親魚量の推移でござい

ます。こちらについては、当初は、細かくて見づらいのですけれども、当初の２年間、３

年間というのは、要は１年目、２年目、βの数字より多い水準で獲りますので、９,００

０トンのほうが若干下にきておりますけれども、その後、上回っていくという予測でござ

いますし、限界管理基準値、これが今の考え方ですと、１０年後の暫定目標ということに

なりますけれども、これを上回るというのが２０２９年ぐらいには上回るでしょうという
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ような予測が現時点で示されているということでございます。 

 以上、御説明してきましたけれども、資源評価の結果、あるいは追加の試算を踏まえ

て、水産庁からの漁獲シナリオの御提案でございます。 

 １点目は、繰り返しになりますけれども、限界管理基準値以下に２０１９年の親魚量は

ございますので、資源再建計画を策定すると。目標管理基準値まで１０年で回復させると

いうのは、現在の将来予測では達成不可能ということですので、暫定管理基準値を設定し

て、当面、この再建計画を、１０年後に親魚量が暫定管理基準値、これが限界管理基準値

である１７万１,０００トンでございますが、これを５０％以上の確率で上回ることとい

う形にするということでございます。 

 先ほども申し上げましたけれども、資源評価、資源再建計画については、少なくとも２

年ごとに達成状況を検証し、必要な見直しを行うとなってございますので、こちらについ

ては少なくとも２年ごとにはそういう見直しはやっていくということでございます。 

 その上で、こういう再建計画を今後速やかにつくるという前提で、漁獲シナリオとして

は以下のいずれかとしてはどうかというのが御提案でございます。 

 案の１としては、βを０.９ということにして、繰り越しの上限は当初ＴＡＣの５％と

いう考え方。 

 次が、案の２でございますが、β＝０.８と設定して、繰り越し上限については当初Ｔ

ＡＣの２０％とするというシナリオ。 

 案の３と言いつつ、これは数字の組み合わせでさらに三つに分かれるのですけれども、

当初、これは漁獲量固定のシナリオに基づく考え方でございまして、当初５年間を８,０

００トン、９,０００トン、あるいは１万トンという形で固定をして、６年目以降のβは

それぞれ８,０００トンの場合は０.９、９,０００トンの場合は０.８５、１万トンの場合

は０.８とするという形にしてはどうかということです。ただし、この場合、漁獲量固定

という、ＴＡＣの安定性というか、そういったものを重視する考え方でございますし、繰

り越しの規定は置かないということにすべきだというような考え方でございます。 

 他方、これは固定値であるわけですけれども、この固定値については、資源再建計画の

達成状況の検証の際、これは少なくとも２年ごとにとありますけれども、この検証の際

に、資源評価の結果を踏まえて、必要があれば見直すということとしたいということで

す。 

 さらに括弧書きで一つございます。毎年の資源評価の結果、仮に親魚資源量が下方修正

をされて、この固定値に対応するβが１を超えるような場合には、１以下になるように、

かつ１０年後の暫定管理基準値の達成水準５０％を確保するという形に、この固定値は見

直しをする必要があるというふうに考えております。 

 ここで、βが１を超えるような場合にはと便宜上書かせていただいておりますけれど

も、βという概念、そもそも１以下で設定するということが、そういう概念でございます

ので、正確に言うと、この漁獲圧がＦmsy、要はＭＳＹ達成水準の漁獲圧を超える場合に



－ 94 －

は、それ以下になるように、それ未満になるように見直しを行うこととするということで

ございます。ここのβが１を超えるような場合にはという表現については、必ずしも正確

ではないという御指摘が研究機関のほうからありましたので、ここは便宜上、βが１未満

とか１を超えるというような形で書いてございますが、正確に言いますと、漁獲圧力Ｆが

Ｆmsy を超えるような場合には、それ未満にという形で読みかえていただければというふ

うに思います。 

 私からの説明は以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 １時半から一気呵成にずっとやりましたので、ちょっと休憩を挟んで、３時から再開と

いうことで、質疑応答、よろしくお願いいたします。 

 

（休 憩） 

 

○水産庁(神谷氏) では、会議を再開いたします。 

 質疑応答のほうを開始いたします。よろしくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○参加者 まず最初に、森さんから資源開発率、漁獲割合の情報をいただいたと思うので

す。北緯４０°以北の世界のスケトウダラ漁業で、当該海域は最も資源開発率が低い海域

ではないかなと思うのです。そういう中にあって、我々、我慢しながら耐えているのです

が、今年、来年、ロシアは、隣接する日本海で２万７,０００トンのＴＡＣを設定して、

ことしも１万５,０００トンぐらい漁獲しているのですが、そういう環境の中にあって、

非常に低い開発率になっているということなのです。 

 シナリオを提示していただきまして、追加シナリオの４番で、１万トンで固定したとき

に、我々の資源開発率というのは何％ぐらいに設定されるのか、逆にその数字を聞いた

ら、将来に対して非常に安心するのかもしれないので、そのデータをお持ちか、今教えて

いただけるかどうかということをちょっとお聞きしたかったのですが。 

○水産研究・教育機構(森氏) 漁獲率ですよね。今、さすがにすぐ手元にはないのです

が、これについては計算はすぐ出ているはずなので、お示しすることは可能です。ただ、

すみません、今ちょっとないので、今ちょっと答えられません。すみません。さすがに

ちょっと複雑な計算をやっていますので、すぐ出せるというか、ちょっと水研に行ってメ

インのコンピュータをあけて計算しないと、ちょっと今は難しいです。すみません。 

○参加者 後から決して文句をつけることはしないのですが、森部長のイメージで、今ま

で５％ぐらいまで下がってきていますよね。これでいくと、極端に上がるものなのか、あ

るいは現行維持で動いているものなのか。 

○水産研究・教育機構(森氏) 私の個人的見解で申し訳ないのですけれども、恐らくそん

なに上がらないと思います。要は低めに抑えて資源を回復させるパターンになっているの
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で、特に当面は。だから開発率はそれほど上げてこない、そういうふうに考えています。 

○参加者 我々、いつも漁業者の方に説明するときに、やはりどれだけ資源を間引いたの

かということが非常に実は分かりやすくて、気になっているところなので、今お話を伺い

ました。逆に言ったら、この次、提示していただけるのだと思うのですけれども、そのぐ

らいの開発であれば、大きめのＴＡＣの設定で、提案された中で最大限の設定でしていた

だきたいなと。しかも、ＴＡＣが上下すればマーケットを刺激するのですけれども、ここ

までちょっと生産が弱くなっていると、やはり長期間の固定していただいたほうが経済的

にもいいのかなというふうに感じるところです。 

 以上です。 

○水産研究・教育機構(森氏) データが準備できた段階で、どういう形で御提示するか、

水産庁さんと協議になりますが、恐らくちゃんとそいういう質問をいただいたということ

なので、対応はさせていただきます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 次、ございますか。どうぞ。 

○参加者 余市のときも言ったと思うのだけれども、基本的に今の１０年、３０年という

ような形でなくて、１００年後というような、ちょっと極端な話までしたのですけれど

も、そもそもの目標値、それと親魚量の限界、その数字というのは、何をベースにその数

字が出たのか、ちょっと説明してもらいたくて。 

○水産研究・教育機構(森氏) お手元の資料だと１０ページになるのですけれども、今

回、我々が、スケトウダラに限らず、マイワシにしろ何にしろ、どういう概念に基づい

て、ＭＳＹというか目標を出しているかというと、この親子関係が基本になります。要

は、親が増えたときに、どれぐらい子供が獲れるか、その関係性と、どれぐらいそれがば

らついているかというのを両方見るのです。端的に言うと、例えば親が増えて、子供もど

うも増えていくとなれば、漁獲量を増やすためにはどんどん親を増やしておいたほうが漁

獲量も上がりますよねと、そういうふうになります。 

 逆に、ちょっとここでスケソウの太平洋の資料になりますけれども、逆にスケソウの太

平洋みたいに、親が増えても子供が増えていかないのであれば、そんなに親を増やしても

しようがないよねということになるのです。 

 こういうふうに、親と子供の関係を見て、なるべくそういう毎年のふれとか、そういう

環境を入れて、漁獲量が平均的に、ここが難しいのですが、平均的に高くなるものを数字

として出すというのがＭＳＹになります。そこが目標の管理基準値ということになるので

す。 

 日本海の場合は、ここまで過去にあるデータを見ると、こういうふうに飛び跳ねた事例

はあるのだけれども、おおむね親が増えると、何か子供も増えているよねという関係があ

るので、少なくともここぐらいまでの関係性を見ると、親を増やしたほうが漁獲量は増え

ると。ただ、これぐらいばらつきがあるから、ここで保持すると、すぐ資源が減ってしま
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う可能性があるので、ちょっと余裕を持って、少し多目にとっておいたほうが、平均漁獲

量は安定しますよということなのですよね。 

 限界管理基準値は何かという話になるのですけれども、要はＭＳＹで獲れる量が、例え

ば１０万トンとしましょうか。限界管理基準値というのは、そのＭＳＹの大体６０％ぐら

いが得られるときの親の量というのにしましょうと。そうすると、それぐらいで保持して

おくと、一定の漁獲圧で、１０年程度でちゃんとＭＳＹのところまで戻りますからと、そ

ういう位置で計算されているのです。今の日本海だと、大体ここら辺です。ちょうど大き

くいい加入があった年の少ないところぐらいが限界管理基準値になるのですけれども、実

は今回も暫定目標として限界管理基準値を使うのだけれども、これ自身の値は、実は平成

１９年よりも前の資源評価で、まずここまで回復させましょうかと言っていた目標と実は

ほとんど値としては一緒なのです。そのときの考え方とは、ちょっと今とは違うのですけ

れども、いずれにしても、まずこれぐらいまで増やして、状況をちょっと見ましょうと。

そういうことで、昔も、今回も、たまたまですけれども、合致したという値になります。 

 なので、一番最初の質問に、簡単に言うと、この関係性をもとに、一番平均的に漁獲が

高くなるものは何かということで出しているのがＭＳＹになります。 

 なので、当然、これから１０年の漁獲が一番高いどこかではないのですよ。スケトウダ

ラ日本海という生物を見たときに、その生物が持っているポテンシャルというか能力とい

うか、一番平均的に漁獲が得られるのはどれぐらいですというところから出しているので

す。 

○参加者 今、説明聞けば分かるのだけれども、そうであれば、この３８万トンという数

字まで持っていかなくても、そのレベルまで持っていかなくても、その下のレベルでも、

今の説明を聞くと、数字的に言えば可能なのではないの。 

○水産研究・教育機構(森氏) あくまで我々が提示しているＭＳＹの数字というのは、こ

れからどういう管理をしますかというときのもとになるものです。案です。だから、ＭＳ

Ｙを達成しようとすると、やっぱりそれぐらいが要りますよという結果になるのですよ、

今のやり方は。 

○参加者 そこが分からないんだよね。 

○水産研究・教育機構(森氏) ここは非常に数学というか統計的にいろいろ計算してやっ

ているので、なかなか難しいところがあるのですけれども、例えば道総研さんなどの議論

でも、もうちょっとこのあたりのデータが出てきたら変わるのではないのかとか、そうい

う話はありました。 

 なので、今回も、先ほど説明もあったと思うのですけれども、５年ごとに、本当に状況

はどうだろうかという見直しはかけていきますので、その中で、例えばここら辺ですよ

ね、データが余りないところ、ここのデータが、このあたりが例えば増えてきたときに、

実はそんなに要らないのではないかというふうになる可能性は当然あります。ただ、今ま

で観察されたものだと、どうしてもＭＳＹという一つの国が定めた目標を達成するために
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は、これぐらいの結果になりますということなのです。それ自身は、今の中ではなかなか

動かない形になります。ただ、おっしゃられる、いろいろあるように、ではどう管理し

て、どう獲りますかというのはその次のステップになるので、そこはここで御議論いただ

くということになろうかと思います。 

○参加者 だから最終的にどういうような形でとるというのはその後の話であって、根本

的にそこの３８万トンという、今の論理から言ったら、その数字は下がってもいい話なん

だよね、我々から言うと。 

 それで、今までの資料を見ていれば、１９８０年代から９０年代にかけての漁獲圧の一

番高いとき、そのときの資源量から親魚量からというような試算的な形のものが、そのま

ま今の基準値に移行されているようなふうにも受けとめられるわけさ。これは自分の解釈

で間違っているのかもしれないけれども、そういう部分があるものだから、すごくこの３

８万トン、１万７,０００トンだったか、その数字というのは気になったわけね。 

 今の話からいうと、結局、基準値が下がることによって、また将来的に資源回復、再生

産という形の中でいけば、まだ獲れるのだよね、数量自体が、幾らかずつでも。だから、

そこら辺の部分で、何を基準にしてこの数字が出て、ＭＳＹという、結果的にこの数字が

出ているからグラフという形になって、現実にあるのでしょう。そのことが根本的に今の

将来の予想図のシナリオという形になって、今我々に提案されていると思うのだけれど

も、根本の部分から見直すということは考えてくれないの。 

○水産研究・教育機構(森氏) 例えば近年の状況だけ、例えば今あったように、今ある

データはこういうときのデータなのですよね。何かの環境が悪くなって、どんどんどんど

ん資源が落ちてきて、その関係性の中でやったのがこれなのですよ。例えばデータを切っ

てやってみればどうだろうかという議論はあったのですよね。すると、例えば近年だけで

考えてみようと。 

 例えば増えているではないか。だけど、そうしてしまうと、逆にこれ以上加入がありま

せんよという結果になってしまって、やっぱり期待できるＭＳＹは低いものになってしま

うのですよね。やはり、もう少しデータが増えてくれば、当然、特にこのあたりが増えて

いくときのこのあたりのデータがないから、ちょっとなかなか難しいのだけれども、そこ

は、当面、例えばこれを目指して増やしていく過程でこのあたりのデータが出てくれば、

もうちょっとより正しく推定できて、実はそんなに、３８万トンではなくて、もうちょっ

と低い値でもＭＳＹになるよというふうな結果になる可能性はあるのですよね。ただ、そ

れは、やっぱりデータがそろってこないと、我々も適当にその数字を出せるわけではない

ので、今の段階だと、最善の検討をするとこういう値になりますと。 

 ただ、先ほども水産庁さんが言われたように、禁漁したところで、そこまで急に回復は

しないと。だから、とりあえず暫定目標として、この１７万トンぐらいを目標にしません

かというのは、そういうこともあると思います。要は暫定目標に向けて何らかの形で回復

していって、それで新しいデータが出てくれば、もう１回そういう検討ができるので、そ
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の中でまた目標を見直していくしか、今のところ我々にはちょっとできないですね。今あ

るデータだけでは、ちょっとなかなか違う計算、いろいろやったのですけれども、やっぱ

りちょっと出てこなかったというのがあります。やっぱりこれぐらいではないか、ここの

部分のデータの精度が悪いからと、そういう議論は道総研さんからもいただいて、いろい

ろ我々のほうでできる範囲で検討したのだけれども、結局、こういう計算は、正直、いろ

いろな人が見て、その方法を見て、再現できるか、客観的にやっているかという、そうい

うふうになるのですよね。 

 だから我々としても、その部分ですごく苦労していて、結局、今出せているものが、今

出せている現状のベター。やっぱり今おっしゃられたような懸念はある。それについては

我々も隠すことはなくて、ちゃんと報告書にはそういう議事録で残しているのですよね。

なので、もう少しデータを集めて、特にさっき言ったように、減っているときのデータだ

から変になっているのではないかという議論もあるので、このあたり、増えてきて、新し

いデータが出てくれば、先ほど水産庁さんも言われていたけれども、やっぱりそういう目

標も含めて、見直しはそのときに検討するという形にしか今はちょっとできないですね。 

○参加者 結局、ＭＳＹというものの基準というもの、想定の中の基準というものが決

まって、それありきの話の中でこういうようなシナリオをつくったということなのか。そ

ういうふうにしか聞こえてこないのだけどもね。 

 何でこういうことを言うかといったら、結局、今、現場もある、漁業者もいる、それに

付随した中の２次産業、３次産業という形のものもあるというふうになって、今の漁獲数

量、それによって相場も決まっているのだよね、大体、今の現状の。そうしたら、将来的

に、確かに資源が莫大に増えればいいさ、理屈としてね。だけど、そのような状況に将来

なったときに、そういうような相場的なものもどういうふうになるかとかというような試

算も必要だろうし、それから、今、このシナリオから言ったら、２年後に全部見直すとい

うような話の中で、禁漁しても１０年では回復できないというようなシナリオまでできて

いる中で、将来、今の環境自体も変わっているし、それこそ１９８０年代というか、その

ころの漁獲圧も下がっているはずなんだ。船の数も減っているし、それ以降、こういうＴ

ＡＣの中の縛りもあるし。そういう意味合いの中の現在でしょう。現在というものは、今

言ったように、そういう現実に生活している人もいる中で、それであれば、なぜこの数字

というものが、今の説明された論理というのは分かるのだけれども、この数字をどこに置

くべきかということから入っていかないと、全体的に解決できる問題ではないのでないか

なと思うのだけどね。 

○水産研究・教育機構(森氏) 本当に貴重な御意見ありがとうございます。やっぱり目標

として、生物としてどれぐらい獲れるかという話と、今おっしゃられたように、これから

の漁業としてどう獲っていくかという話だと思うのです。 

 今回、やっぱりこういう会議が開かれたというのは、生物としてはこういう状況、こう

いう目標、だけど漁業としてどう獲っていくかというのをやっぱり議論できるのがここだ
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と思うのです。 

 今おっしゃられたところは、本当にどう獲るかの部分だと思うのですね。我々が出すの

は、そのように皆様で議論して、獲り方を決められたときに、そのときに、それがどうい

うふうになりますかというような御提示する話なのだけれども、やはり今言ったような、

先ほど言われたように、いろいろな状況の中で、どう獲っていくかというのは、まさに水

産庁さんと皆様とやはり議論いただいて、それで獲り方というのをちょっと議論していた

だければと思います。やっぱり目標というのはあくまで一つの目標で、それに向けてどの

ように近づけていくか、そこのやり方というのはいろいろあるのだと思います。ですか

ら、そこもやっぱりそういう観点で御議論いただければなと思います。余り私が管理の話

をするとちょっと変ですので、私、管理は余り発言する立場ではありませんので、この程

度にいたしますけれども。 

○参加者 確かにそれは最終的には水産庁さんのほうと話し合いということになるだろう

けれども、結果的に、森さんが今言っているような、そういうようなシナリオをつくって

いる根本というのが、今の研究されているこういうようなシナリオというか、こういうよ

うなことがもとになってそういうようなシナリオができているのだから。 

 だから、やっぱり自分は関係ないというものの、このくらいまでは将来的にまだ再生産

という可能性があるだとか、それは、だから今までもずっと言うように、現実、現場のこ

とも考えた上での話になるのだろうけれども、そういうような形の中で、やっぱりアドバ

イスしてもらうというのも、我々でいったら当たり前の話であって、そういうようなこ

と、今２人で話しているからそういうふうな議論になるのだと思うのだけれども、現場と

して求めているというのは、そういう部分に関してでも調査機関というものがやっぱりこ

ういう資料をもとにして提示して、政策という形になるのだと思うんだ。だから、そうい

うことも関係ないと言わないで、そういうこともやっぱり踏まえた中でちゃんと説明して

もらって、これは我々に直に話をしなくてもいいのだけれども、最終的にそういう場の中

でそういうような意見反映されてくれればいいなと思っているのですけどね。 

○水産庁(魚谷氏) ありがとうございます。 

 すみません、お待たせしました。 

○参加者 まず、本当はオホーツクの説明は昨日だったので、昨日話すべきだったのです

けれども、太平洋と日本海の状況を聞きながら、何を話せばいいかと思って、今日の質問

になりました。 

 まず、オホーツク海というのは、やっぱりかなり挟まれているのは、隣国との関係があ

るから、データが出てこないということが一番だと思うのですよね。だから、この１２月

に改正漁業法施行、４月に実行とありますけれども、オホーツク海はこれに当てはまらな

いのではないかと思うのです。というのは、隣国との共同研究が必要だと思います。それ

がないと、隣国があって、オホーツクの海があって、それでスケソウの流れは分かる。こ

のオホーツクの日本の領海の中だけで研究していたら、いつまでたってもらちがあかない
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です。 

 それで、太平洋と日本海はたまたま日本領海の中で研究がされていると思うのですよ

ね。それでこういうデータが出てくると思うのですけれども、オホーツクに関しては、日

本の領海だけでは判断できない状況ですね、スケソウに関しては。そこら辺をちょっと検

討していただきたいという私の意見と、もう一つあるのですけれども、これは共同研究、

国はロシアですね。共同研究した上での話なのですけれども、オホーツクにＦＯＣ船です

か、無国籍何とか船ね。オホーツク海に違法のカニカゴがどんどんばらまかれているので

すよ。多分、オホーツクというのは、左岸のところに流氷が来て、流氷が来た時期に魚が

育つという恵まれた海ではあるのですが、私の予想で、流氷が来て、日本の領海内、日本

にも枝幸、紋別、網走にびっしり流氷があるときに、領海内に、氷がないときにＦＯＣ船

がカニカゴをどんどん落としていくと思うのですよ。うちの船もよく、今年も１トン、１

回でペラまきして引き上げたのですけれども、皆さん、運が悪いなと笑い事だと思うので

すけれども、うちの船としては大した大事な問題なのですよ。というのは、一昨年、約２

トン近くの日本のものではないと思われるカニカゴを２トン近く仕掛けて、ペラまきし

て、軸がやられて、変速機が壊れて、約五、六千万円の修理がかかったのです。１か月操

業できない、水揚げもない。網元としては、乗組員に給料を払わなければいけない。約１

億円近くですよ。そのときに、稚内に緊急で保安庁の船で曳航してもらったのですけれど

も、たまたまそのときに稚内がイカ船が全盛期で、５０隻ぐらいのイカ船が稚内に集合し

たのですよね。私がＦＯＣ船の引っかけたロープを引っかけて稚内港湾に入ったら、今

度、イカ船がペラまきしているのがいるのですね。私、個人的にうちの会社で全部保障し

て直しました。自分の船の不慮の事故によって直すとか、新しいレーダーをつけて５,０

００万円かけたとかという借金だったらいいのですけれども、こっちは何の不法な漁業は

していないのに、他国の船のせいで経営が危なくなる、政府からの援助は一切ありません

からね。援助がもらいたいと言っているわけではありません。それを解決するためでも、

先ほど一つ目で求めた共同研究、共有することによってそういう事故がなくなるのではな

いかと私は思います。 

 三つ目なのですけれども、このデータ、いろいろとあるのですが、私も難しくてちょっ

と分からないところがあるのですけれども、あくまでも今の生産者があった上でのデータ

ですよね。今の船があるデータですよね。１０年後にうちの船があるかどうか分かりませ

ん。オホーツクの海は、沖合いの底曳きの船がないと日本の領海は守れないというのは分

かります。ただ、底曳きの船はすごいシンゾウつくるのに７億円かかるのですよね。だか

らどうしようか。次のシンゾウをつくっても、私は４代目なのですけれども、５代目が借

金を持つことになります。そういうことも考えていかなければだめなのです。でも、そう

いう船が、オホーツクに関しては、スケトウダラは沖底船があるからデータが出るのです

よね。将来的に同じデータを出すには、日本領海にどうぞ入ってくださいと。ロシアの船

でも中国の船も韓国の船もどうぞ入ってください、そして獲ったスケソウがどのぐらい出
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たかというデータをくださいという研究になってしまうのではないですかね、将来的に。

生産者の数、それも踏まえた上の研究を続けていただきたいという私の意見です。 

 以上です。これはあくまでも私個人の意見ですので。 

○水産庁(魚谷氏) ありがとうございました。 

 森さん、何かありますか。 

○水産研究・教育機構(森氏) 日露に関しては、水産庁さんが主導する科学者の会議とい

うのがあるのですね。その場で意見交換というか、求めているのですけれども、ちょっと

歴史的にいろいろな経緯がございまして、なかなか共同調査は、計画は科学者間で合意さ

れても、直前で、ロシア側のやんごとなきエリアから許可が出ないとか、そういう感じで

なかなかオホーツク海とか、我々の固有の領土周辺で調査ができない状況が続いているの

ですね。それで、一応機船連さんも入手されておりますけれども、先方の漁獲情報を収集

して、せいぜい今の資源状況を把握するのが今の限界でございます。 

 ただ、科学者会議の場を通じていろいろな情報交換というのはこれからも求めていきた

いと思います。 

 違法漁具に関しては、昨日もちょっとあったのですが、カニについて、そういう事実を

ちゃんと書き記してほしいというお話、機船連さんからいただいておりましたので、可能

な限り、報告書に書き記すような形で、証拠ではないですけれども、残すようにはしてお

ります。 

 私からは以上です。 

○水産庁(魚谷氏) ありがとうございます。 

 日露の関係は、この間まで、私も日露の交渉の代表をやっておりましたので、いかに両

国の科学データの交流を深めていくかというところは大事だというのは十分に分かってお

りますし、そこはまた後任のほうにもちゃんと引き継ぎます。決して後戻りすることな

く、内容がどんどん高まっていくように、水産庁としても努力してまいります。 

 ほかにございますか。どうぞ。 

○参加者 魚谷さんに質問というか、もともと５年間一定ですかというのを、例えばそう

いうのを考えたらどうなのですかというのを１回目のステークホルダー会議で言ったのは

私ではないかなと思うのですけれども、ちょっと本意と、それを踏まえて水産庁さんのほ

うでこういうプランニングを、１個、シナリオを立てたということだと思うのですけれど

も、そのときに私が言った趣旨と若干ちょっとやっぱり違う受けとめられ方をここの出席

者もされてしまっているのではないかなというような思いがあって、もう一度確認といい

ますか、言いますと、この資源の場合、６,０００トンとか７,０００トンというような

オーダーでやっているわけですけれども、ほとんど漁獲割合としても５％とか、そういう

ような低い水準で、実際の資源量の推定制度の誤差の幅よりも小さいような漁獲のオー

ダーで上げ下げしているわけなのですけれども、そのぐらいのオーダーでしようがないだ

ろうなというのは私も思うのですけれども、毎年毎年のＴＡＣ、ＡＢＣを動かしている背
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景というのが、直近の資源量の制度であったり、あるいは、まだ未加入資源の先読み情

報、先物買いみたいな情報で、それを今回、下方修正するというような、何というのか、

本当に資源、ＡＢＣを上げ下げしている根拠というのが、資源の状態に応じて上げようと

か下げようとかいうのではなくて、直近の調査とか推定制度の暴れみたいなところで右往

左往しているだけなのではないのかなという感じがすると。 

 例えば、今から海抜何千メートルという高い山に登ろうとしているわけなのですけれど

も、今、海抜１００メートルぐらいのところにいるのですけれども、それが９０メーター

なのか１００メーターなのか１１０メーターなのかもちょっと分からない中で、とりあえ

ず一歩進んでみたのだけれども、上がったかなというようなところで、いつもばたばたば

たばたしているだけで、本当に上がっているような感じが持てるのかなという、そういう

疑問の中で、例えば、大体こういう今ぐらいのオーダーで、１、２、３、４、５ぐらい、

同じ歩数で歩んで上がってきたときに、振り返って、親魚量だったり加入量だったり、そ

ういう指標が明らかに上がった、ではこのぐらいのペースでいいんだ、もう１回５年やろ

うとか、あるいは、やっぱり全然それでも上がらないから、もっと漁獲のオーダーを下げ

なくてはいけないんだなというような、そういうような、ある程度期間を置いてやってい

くようなことをしないと、明確に資源暫定管理目標に近づこうというアクションになって

いないのでないのかなということで、そういうような獲り方も考えたらどうですかと。 

 あるいは、それこそ何年か前まで魚谷さんと一緒にさせてもらっていたトドの駆除頭数

のあれみたいに、例えば５年間で全部で何頭殺しますと。だけど１年獲り残した場合に

は、こういうルールで更新します、次の年に持ち越します、だけど５年のクオーターは変

えませんみたいな、いろいろなやり方があるので、それで５年とかというタームでやっ

て、振り返って、確実に増えてきたらこのベースで上がっていこうというような、そうい

うようなことを、このβでの獲り方でなくて考えないと、この資源の運用ということでは

厳しいのではないのかなという意見なので、その趣旨が理解されたかどうかちょっとあれ

なのですけれども、一例としてこういう計算を示されたということかなと思うのですけれ

ども、例えば、５年でこれで終わってしまって、まだβ管理に戻るということになると、

余り意味のない計算なのかなという気もするのですよね。そういった趣旨で言いましたと

いうことです。 

 ただ、それで宿題の回答としてほしかったのは、例えば、いろいろ水産庁としてそうい

う案を試算をしてもらって考えたのだけれども、こういうデメリットが明らかにあるの

で、ちょっとこれはだめだわというようなことだとか、あるいは、確かに改定管理、

フィードバック管理的なやり方というのも一つの手法としてはあるので、すぐに水研に何

か考えろと言っても、それは無理な話なので、来年のこの会議のときまでにちょっと検討

させてくれみたいな、そんな回答になるのかなと思ったのですけれども、この５年の幾つ

かの段階での固定値でのシナリオというのを選択肢の一つとして持ってきて、提示して、

どれを選びますかみたいなことでいくのであれば、最低でも、魚谷さんの資料の１８ペー
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ジに出ているような軌道、これを見たら、誰がどう見ても、私も一定とかのほうがいいの

ではないのかと先ほど常務が言っていたように、価格にも相当この乱高下は影響するの

で、事前に数量を出してしまうと。そういったことも踏まえてしたほうがいいのではない

のかなというようなことを言ったのですけれども、そういうようなかなり造形があると、

一定のほうがいいのではないかという話も出てきますけれども、余りそういう観点でなく

て、目先の何トンもらえるのだろう、５年間ぐらいという、そういうような感じでこのグ

ラフを見て考えたら、それは誰が見たってβで０.８、０.９でとっていったほうが損しな

くていっぱいもらえそうでいいなというふうにチョイスしてしまうのだろうなと思うので

すよ。ただ、βでのやつには、もちろんこういうふうにならない可能性のほうがかなりあ

るので、少なくともこういう資料の提示をするのであれば、β＝０.８、０.９は区間推定

というかパーセンタイルをつけて、どのぐらいの幅でこういうふうに上がっていくのかと

いうのを示さないと、なかなか意思決定のための資料にはならない。ちょっと言葉はきつ

いですけれども、ちょっとずるい、よくない資料ではないかなと思うのですよ。 

 これ、もちろん再生産関係、ログノーマルを当てはめて誤差分布を設けていますので、

それを使ったり、あるいは直近の１９年級や１８年級というのは暫定値でしょうから、そ

れの深地からのぶれの誤差分布とか使って、ある程度区間推定、水研はできますよね、

きっと。あるいは、親魚量が１０万トンを超えてからの加入のシナリオというのは、これ

までの実測値よりもかなり楽観的にとられているので、系統誤差があるのではないかなと

思うのですよね。 

 そういったところも踏まえると、かなりの幅を、実は固定値よりもはるかに、１万２,

０００トンとかという、いい値が将来来るよと、期待値としてはそうなのだけれども、か

なりの幅を持った話なので、そういったところも含めてお見せして、最終的な意思決定と

いうか、水産庁の、もちろんその前に吟味も入るのでしょうけれども、そういった形で

ちょっとお示しいただかないと、なかなか誤解を招いてしまうのでないのかなという感じ

はします。 

 ちょっと感想とお願いでございました。長くなって済みません。 

○水産庁(魚谷氏) 御意見ありがとうございます。 

 まず、トドの関係でいうと、私の理解では、トドの枠というのは５年のブロッククォー

ターでまずは計算して、それを５年に分けているということで、今回のように毎年毎年の

というのとはちょっと性質は違うのではないかなというふうに考えています。５年ブロッ

クで計算したものを５等分して、その間の繰り越しは上限つきですと……。 

○参加者 そんなのに準じたのもできないこともないなということで言ったのですけれど

も、それがちょっと無理だということは、それは無理で結構ですけれども。 

○水産庁(魚谷氏) あと、５年固定のシナリオを試算していただいて、１０年後の５０％

達成という意味では、暫定管理基準値である１７万１,０００トン達成確率ということで

は、少なくとも現状の将来予測では満たすシナリオはあるということで、選択可能なシナ
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リオとしてお示ししたということでございますし、現時点の設定としては、６年目以降と

いうのはβによる管理に戻るということですけれども、少なくともシナリオなり目標値と

いうのは５年ごとに見直すということになりますので、５年後、どういう選択をするか、

こういうステークホルダー会合を開いて意見を受けながら検討していくということだと思

いますし、５年以内についても、この場合は再建計画ということで、２年ごとにはちゃん

と見直すということでもあり、また、固定値がＦmsy を超えているような場合は、それは

ちゃんと納めましょうというような形の規定も書いているところです。 

 １８ページとかのグラフについては、５％の範囲とか、上下つけるとか、そういったの

は、ちょっと技術的にどうなのかというのは森部長のほうにお聞きいただければと思うの

ですけれども、図としてはこうなっていて、言われたような御懸念もあるので、私、口頭

では何回も、あくまでも現時点での予測による将来予測ですと、表の中の数字も変わり得

ますというのは何回も言及させていただいたと思っています。それは、このグラフなりこ

の数字どおりにいかない場合ももちろんありますよ、そういう可能性もよくよく考えて、

どっちがいいとか、御検討くださいという意味で、そういったことは口頭での説明では工

夫した、あるいは念を押したつもりでございます。そういう中で、こういうグラフに上下

の幅をつけるということについては、今後どうするかというのもありますし、技術的どこ

までできるのかというところはあると思うので、そこは研究者サイドと一緒に検討すると

いうことではないかというふうに思います。 

 以上でございます。 

○参加者 よろしくお願いいたします。 

○水産庁(神谷氏) ちょっと僕から補足説明させてください。 

 私も実はおっしゃっているのと全く同じ懸念は有しているのですよ。一方で、水研さん

が詳しく用意したもののやつを、概念としてどうやって分かってもらったらいいかなとい

うので、要するに先にずっと我慢するから後でぽんと伸びるのですよというところの理念

を分かっていただくという意味で、１８ページの資料になりました。ただし、だからと

いって、それで安心というふうには思っておりません。 

 なので、結論から言うと、２０ページの我々の資料の一番最後の黒いところに、いろい

ろ見直すのだよという部分、ではどういうふうに見直したらいいのかというのはこれから

決めないといけないというところを入れているのです。 

 もっと言いますと、では我々の資料の１７ページでいきますと、これを見ると、毎年の

資源評価をこれからやるのが、青い部分が２０２６年以降で、２０２１年から２５年は固

定で何もしませんよというふうに思われても困りますし、逆に、その間、何もしない、固

定するということが、例えばこれまでの資源評価であれば、２０２１年のＡＢＣというの

は１万トンを超えていたけれども、今回、最新のものでやったらがくっと減ったとか、ま

だ資源状態が低い中で、低加入になる可能性も高い中で、そういった危険性の部分をどう

したらいいのかなという懸念は私もかなり持っておるところなのです。 
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 ただ、固定するというのと、毎年変えていくというところの概念はこういうことですよ

というのでやっただけなので、あくまでもこれで楽観的に、これが事実なので、これでや

りましょうというつもりはありません。 

○参加者 今の次長の説明が皆さんにもちゃんと伝わって理解されていれば、それでよろ

しいのかなと思います。よろしくお願いします。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 ですから、発言されなくても、私のほうからそこは付言しようと思っていたのですね。

今の計算値でやるとこういうふうになるのだけれども、まだ資源の状態は低いというの

と、最近、海洋環境がどんどん変わっていっていますよね。それはサケがどんどん獲れな

くなったとか、サンマが不漁だというように、海洋環境が変わっていく中で、スケトウダ

ラだけ５年間ずっとこれで安定しています、今の加入でいいのですということは、多分、

あり得ないだろうと思うのです。そういった意味で、こういう計算はするけれども、仮に

こういう約束事はするにしても、一方で、それによって生じるリスクを軽減するために、

毎年何かのチェックは必要になるし、こういった状況になったら、この５年固定とか何と

かというのは見直す必要がありますよねという、そういうところも我々として考えないと

いけないところなのだろうなという、そこは私も説明でつけ加えようと思っておりまし

た。 

 以上です。よろしいですか、私の説明で。 

 ほかにございますか。どうぞ。 

○参加者 先ほど太平洋の会議の中で、日本海と同じように漁獲枠を固定させたシナリオ

についてシミュレーションしてほしいということで、１２月にまた改めて会議を開いてい

ただきたいということでお話あったと思うのですけれども、日本海についても、やはり浜

に持ち帰って、今日の意見を整理しなくてはならないですし、御承知のとおり、今、札幌

については、東京以上にコロナ禍の環境にありますので、来られない方も大勢いらっしゃ

いますので、改めて１２月に検討会、ステークホルダー会議を開催していただきたいなと

いうお願いが一つございます。 

 それと、先ほど森部長のお話の中で、そうしたシミュレーションの回答について時間を

要する、４週間以上要るという話もされていましたので、漁業者としては、別に１２月に

こだわらず、１月以降でも結構ですので、改めてお願いしたいということと、それに付随

して、２点目ですけれども、従来、水政審が２月に開催されて、翌年度のＴＡＣ枠につい

て審議をされていたと思うのですけれども、今回、１月ということでスケジュールの御説

明があったのですけれども、これについて説明していただければと思います。よろしくお

願いいたします。 

○水産庁(魚谷氏) 水政審への諮問、答申のタイミングの関係ですけれども、これまでに

ついては、ＴＡＣ法に基づいて、スケトウダラでいえば、ＴＡＣを決めますというところ

だけということでございました。ただ、今年は新たな枠組みに移るということで、まず、
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手続としては、水産庁のほうで、初年度のＴＡＣだけではなくて、基本方針の別紙とし

て、別紙２として、漁種ごとの資源管理の目標ですとかシナリオ、管理区分の設定の仕方

等々、そういう紙を基本方針のほうに追加するという変更を諮問するという手続になりま

す。 

 それを受けて、今度は魚種ごとの基本的なところを受けた各都道府県のほうで、都道府

県の管理方針の中でスケトウダラについてはどういう区分を設定してどういう管理をしま

すというのをつくっていただくという手続が生じます。ということで、初年度について

は、これは１月ぐらいに諮問をして、案を固めた上で、それに基づいて、都道府県、スケ

トウダラについてはメインは北海道ということになりますけれども、そちらのほうで県の

方針を、所要の手続を経て定めていただくという必要が生じます。そういう県での作業な

り手続というタイミングに要する時間というのを考えると、１月の諮問というのが実質的

なデットラインになるということでございますので、その点については御理解いただけれ

ばというふうに考えます。 

 以上でございます。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 それと、１２月に改めて議論という話は、もう既に太平洋系群のやつで決まっておりま

すが、ただ、そうしますけれども、１２月にコロナが治まっていなかったときに、どんな

ふうに浜の皆さんの了解を得たのだという形にしたらいいのかというのは、ちょっとやっ

ぱり一生懸命真面目に考えないといけないと思います。それはここでは結論は出ませんけ

れども、特に水産庁と道庁さんのほうでいろいろ検討させてもらいたいと思います。 

 いずれにしても、お尻が決まっているＴＡＣ漁種なので、我々も精一杯頑張りますけれ

ども、その中でやれる範囲の最大の協力というのも皆さんにお願いすることになろうかと

思います。 

 では、ほかにございますか。どうぞ。 

○参加者 この前も今日もそうなのだけれども、結果ありきの話でしか聞こえてこないん

だよね。だから、最初、国のほうでそういうようなシナリオができて、それを下げて、そ

れで納得してくださいよの話にしか聞こえてこないわけ。だから、今までもこういうふう

に何回も浜の声を聞いて、浜の声をもう少し取り入れてくれて、例えば今回のシナリオで

も、もう少し獲れるような、長い時間かけても資源回復できるような、そういうような案

というものをもう１回検討してみてくれないでしょうか。全く国のほうがありきの中で、

我々が下げてきているようにしか聞こえてこないんだよね。今までもずっとそうなんだ

わ、ＴＡＣ管理をやってから。最初は二十何年もこういうふうにやっていて、もういつか

ら資源も回復して獲れるような年数まで来ているんだよ。まだこれからもまだ我々にそう

いう圧をかけようとしているのかい。そういうふうに言いたくなるわけ。だからもう少

し、このパフォーマンスでなくて、本当に浜の声を聞くのであれば、もう少し浜の意見も

本当に尊重してとり入れてくれたような、納得できるようなそういうようなシナリオをつ
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くってきてください。それをお願いします。 

○水産庁(魚谷氏) 御意見ありがとうございます。 

 目標については、これは法律でＭＳＹベースでということで書かれていますので、それ

の資源評価をもとにいろいろ検討するというところでございます。そういう中で、その目

標に至る過程をどうするか、シナリオでどこまで工夫できるかというところだと思いま

す。第１回のステークホルダー会合のほうで、この固定した場合の試算というのを要請を

受けまして、これはもちろん、浜の方からの直接ということではなくて、先ほどおっ

しゃっていましたけれども、そういう中で試算を水研のほうを中心にやっていただいて、

それの中で、水産庁として工夫できる最大限ということで、今回、こういう固定のシナリ

オも含めた、あるいは繰り越しの話を、βで調整するのであれば繰り越しの話も含めた形

で案を提示させていただいているということでございます。という意味では、これまでの

議論の範囲内では、我々、できる工夫をしたものを御提示させていただいているというこ

とでございますので、そこについては、あらかじめ決まったことを一方的にこれですよと

言っているわけではないという点については御理解をいただければというふうに思いま

す。 

 以上でございます。 

○参加者 だからそこなんだって。この数字自体も、さっきも言ったけれども、数字自体

もちょっと理解できないような部分もあるし、それこそシナリオというものの中で、方法

というか、そういうような形の中でやっていくのだよというのは分かるのだよ。それでい

つもしゃべっているように、その資源管理というのは誰も浜はやらないなんて言っていな

いから。それは皆さん感じている話。だけれども、いつもいつもしゃべるのだけれども、

実際の生活というもののも現実にある話の中で、だからそういうようなことを両立できる

ような、そういうような方法の中で、国としての方法というか、そういうことを考えてき

てくださいよということを今言っているだけの話で、誰もやらないなんて言っているので

ない。 

 だから、そんな中で、我々感じてもいる、現場にいる人間が感じていることは、例え

ば、資源はそれこそ無限大にいっぱい増えたら一番いいさ。だけど、そういうふうになっ

たときに、獲れる量も多くなったときに、相場的に、今の世の中の相場も変わっていくだ

ろうし、そういうふうになれば、また悪循環の始まりということだって考えられる話で

しょう。値段が安ければとらなければならないのだから、我々、生活するためには。だか

ら、これは資源が回復したという前提のもとで今言っているのだけれども、だからそうい

うこともいろいろ考慮して考えれば、どの辺の漁獲量が妥当なのかということも考慮しな

がら、そういうことも全部資源の回復という部分に関してものを考えていかなければなら

ないと思うんだよね。 

 だから、そんな意味の中で、現実的に生活している部分があるから、だからちょっと言

い方がきつかったかも分からないけれども、ありきだというような話をするということ
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は、まだ悪い言い方をすれば、我々を殺すのかといった意味にも言いたくなるんだよね。

だから、その部分も考えた中で、わざわざ東京からこうやって、例えば前回のように余市

の田舎まちまで来るのだから、本当に浜の意見というか、そういうものも組み入れた中

で、もう１回、この会議というのをやるのだろうと思うのだけれども、今要望あったとお

りに、そのときはもう少し浜寄りのというか、そういうような形の中の方法というものを

もう少し考えてくれないだろうかなというものが一番です。そういうことです。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 ３８万トンという目標がありますけれども、当面は１０年かけて１７万トンにしようと

いう中で今やっておりますし、さらに、毎年見直してＴＡＣを上げていったほうがいいの

か、５年間固定していったほうがいいのかとかいうことも、我々、オプションとして提示

しております。いずれにしても、状況が変わらなければ、ＴＡＣというのは結構右肩上が

りのほうにいくわけなので、そういった意味だと、我々もかなり一生懸命現場のほうのこ

とも考えながら案をつくっておるつもりなのですけれども、そこはいろいろまだ説明が足

りない点があれば、まだどんどん説明するつもりにしております。いずれにしても、現場

のことはしっかり考えながらやっていきたいと思っております。 

○参加者 何回、同じことを言っても、毎回同じなのだけれども、だから今までというの

は、試算している数字、資源量から何から全部、今の３８万トンという最大何とかという

やつ、そういうのも全部、その数字自体が信用性に欠けているという部分が今までの論議

の中でずっと言われてきているわけだ。それは知ってのとおりだと思うのだけれども、道

総研の調査だとか、違うところの調査だとかというのの食い違いもあるというような今ま

での議論の過程の中で、そういうものが実態にあって、浜というのはそこまでの科学的な

知見というのはないのだけれども、やっぱりそういうような話の中で、信用性に欠けてい

るわけさ。だから、そういう中であくまでもこの数字というものが、ありきの数字である

ということになれば、そうしたら本当にありきなのかという話にもなるし、だけれども、

そこの数字をもう少し下げてやることによって、まだ獲れる量が増えるのだから、理屈か

ら言ったら。 

 だけど、それだって、いくら増やすという部分は別にしてでも、だからさっきから言っ

ているように、資源回復というのはちゃんと我々も望んでいることだし、だからそういう

形の中で１０年のものを２０年、これはこの前も言ったけれども、１００年かかってもい

いと思っているんだよね。これは現場としての意見だよ。だから、その１００年というの

はちょっと極論の話になるのだろうけれども、だからそういうような形の中で、何回も言

うようだけれども、現場を殺さないような、そういうような政策をとってもらいたいなと

いうのを、それだけの気持ちなのですよ。 

○水産庁(神谷氏) ありがとうございます。 

 十分分かります。ただ、１００年かけてというのはさすがにございませんので、とりあ

えずは前とほぼ同じ１７万トンを１０年かけてやっていきましょうというところに全力を
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注ぎましょうと。そこは、資源も回復しつつ、漁獲も増やすという、両立できることをそ

の中で一生懸命考えていきますので、よろしくお願いいたします。 

 ほかにありますでしょうか。よろしいですか。 

○参加者 一つ、ちょっと時間があったので確認ですけれども、再建計画の対象種になっ

たということで、１０年で目標にいかないシナリオということですけれども、その場合、

１０年で限界に、５０％以上で達していればよいのか、それとも、さらにＦmsy を超えな

い条件もさらにつくのかというところです。例えば固定プランだと、最初の年とか、漁獲

量が多くなるので、Ｆmsy を超えたりもするかと思うのですけれども、そこをちょっと確

認だけしておきたいと思います。 

○水産庁(神谷氏) まず再建計画は１０年でリミットまで到達するということです。では

その間、ＦがＦmsy を超えないようにするのかどうかというところですけれども、ここ

も、私もちょっといろいろ悩んでいるのですけれども、では最後の年だけ達成していれ

ば、あとはどうなっていてもいいのかというふうになると、やはり１０年でも本当はどう

なるか分からない中で、安全性を見ると、やっぱりＦの値というのはＦmsy を超えないと

いう部分は担保していたほうがいいのではないかというふうに私は個人的には思うのです

けれども、その辺、逆に感覚的にどんなものでしょうか。そこをちょっとサジェスチョン

いただければ、我々のほうでも考慮したいのですけれども。 

○参加者 僕らがルールにのっとって提示されたのを検討してくださいという立場なの

で、ちょっとそこは感覚的には全然コメントはできないのですけれども。 

○水産庁(神谷氏) そうすると、例えばマイワシみたいにむちゃくちゃぎゅっと卓越があ

るときなどはＦは超えてもいいだろうと思うのですけれども、こんなに、ある意味、低い

という事実においては変わらないわけですね、スケトウダラの日本海系群というのは。そ

うすると、資源をどう回復させるかというところにも我々は目標の重きも置かないといけ

ないので、不確実性を排除するという観点からは、Ｆmsy を超えないように、その範囲で

及ぶという基本的なポリシーの中でいきたいと思うのですけれども、そういう方向で臨み

たいと思っております。 

○参加者 ありがとうございます。 

○水産庁(神谷氏) すみません、ここは本当は研究の話でもあるかもしれませんけれど

も、そういうベースのところは管理のところでかなり大事になってくると思うので、私の

ほうからちょっとしゃべらせていただきました。 

 これで意見がもし出尽くしたようであれば、ここで会議を終了させていただきます。 

 では、１２月のしかるべきときに改めて第３回の会議を開催させていただきます。た

だ、コロナの関係とか、いろいろ予断を許さないものもありますので、その辺、また水産

庁と道庁さんでいろいろ事前の調整をさせていただければと思います。 

 よろしいでしょうか。 

○水産研究・教育機構(森氏) 一つ確認させてください。 
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 次の会議、どのような形態かは別として、我々ＪＶに託された宿題というのは、スケソ

ウ太平洋系群に関して３年及び５年ですかね。１７万トンをベースに、前後１万トンず

つ、例えば１４万トンから１９万トンぐらいで、一定で漁獲したらどうなるかという、太

平洋系群のみの試算でよろしいという理解でよろしいでしょうか。 

○水産庁(神谷氏) 預かった宿題はそういうことだと思います。 

○水産研究・教育機構(森氏) ありがとうございます。 

 

４．閉 会 

○水産庁(神谷氏) それでは、これで会議を終了させていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

 

 


